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令和６年度大学教育再生戦略推進費 

「大学の国際化によるソーシャルインパクト創出支援事業」計画調書 

 

  
 
 

 【タイプⅠ】 

大学名 東北大学 機関番号 11301 

プログラム名 

【和文】共創型国際共修を核とする包括的国際化の新展開と社会価値創造 

【英文】New development of comprehensive internationalization centered on co-creative 

international collaborative learning and the creation of social value 

事業者 
(大学の設置者) 

ふりがな とみなが ていじ 
所属・ 
職名 

総長 
氏名 冨永 悌二 

申請者 
(大学の学長) 

ふりがな とみなが ていじ 

氏名 冨永 悌二 

事業責任者 
ふりがな やまぐち まさひろ 所属・ 

職名 
副学長 

氏名 山口 昌弘 

 

 

連携してプログラムを実施する機関(国内連携大学等) 

 大学等名 

１  

２  

３  

４  

 

 

 本プログラム経費                  (単位:千円)  ※千円未満は切り捨て 

年度（令和） ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 合計 

プログラム規模 100,000 100,000 100,000 91,700 89,550 84,800   566,050 

内訳 
補助金申請額 100,000 100,000 100,000 70,000 50,000 30,000   450,000 

大学負担額      0      0       0 21,700 39,550 54,800   116,050 

タイプⅠとタイプⅡの両方に申請する場合は、どちらの採択を優先して希望するか記載  

※１.文部科学省や他省庁が実施する他の補助金は「大学負担額」に計上しないこと。 

※２.国立大学における運営費交付金、公立大学における運営費交付金等、私立大学の私立大学経常費補助金等は 

「大学負担額」に計上しないこと。 
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本プログラム事務総括者部課の連絡先 

部課名  所在地  

責任者 
ふりがな  所属・職

名 
 

氏名  

担当者 

ふりがな  所属・職
名 

 
氏名  

電話番号  緊急連絡先  

Email(主)  Email(副)  

※原則として、当該機関事務局の担当部課とし、責任者は課長相当職、担当者は係長相当職とします。 

 Email（主）については、できる限り係や課などで共有できるグループメールとし、必ず（副）にも別のアドレスを
記入してください。 
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① プログラムの概念図【１ページ以内】※プログラムの全体像が分かる概念図を作成してください。 

 



（大学名：東北大学）（申請区分：タイプⅠ） 

 

4 

 
②
 
工
程
表
【
１
ペ
ー
ジ
以
内
】
 

※
全

体
計

画
を

把
握

す
る

た
め

、
６

年
間

の
工

程
表

を
作

成
し

て
く

だ
さ

い
。

 

 



（大学名：東北大学）（申請区分：タイプⅠ） 

 

5 

③ 国内大学等の連携図【１ページ以内】 

単独申請とする理由 

 今回申請するタイプⅠ（地域等連携型）においては、本学のこれまでの実績と成果をさらに発展させた

「包括的な国際共修モデル」を他大学や地域にグッドプラクティスとして示し、それを還元することで、仙台

圏・東北地方の国際化を牽引する。既に、留学生就職促進プログラムにおいて、仙台圏の７教育機関と宮

城県・仙台市等の地方自治体・公共団体を巻き込んだ取組で成果をあげ、事業終了後もコンソーシアムを

継続し、留学生、地元企業、卒業生をつなげる就職支援イベントを開催するなど、社会へのインパクトを意

識した事業を推進している。本プログラムにおいても、申請条件を満たすことができない仙台圏・東北地方

の大学や、人的・物的資源やノウハウの獲得に課題を抱える地域社会の国際化に資することを本学の使

命と位置づけ単独申請とし、採択に至った場合は、仙台圏・東北地域をはじめとする他大学に国際共修の

横展開を積極的に図って行く。 

 

国内大学との国際共修ネットワーク構築 

2021 年より本学を代表に国立５大学（福島大学、信州大学、東京外国語大学、大阪大学、神戸大学）と

「大学教育の内なる国際化の加速と世界展開（ICL プロジェクト）」による、大学間連携（ICL コンソーシアム）

と国際共修科目の単位互換交流を開始し大学の国際化促進フォーラムにおけるプロジェクトとしても選定

された。事業終了後も福島大学を除く５大学でコンソーシアムを継続しており、本プログラムにおいても連

携大学とは活発な教育交流を行う予定である。 

 

（2024 年度は福島大学を除く 5 大学で実施中） 
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審査項目① 大学の理念等を踏まえた本プログラムの位置付け及び大学の国際化に向けた 

実施基盤 

以下の（１）～（３）を記入してください。 

（１）大学全体の改革における位置付け 【１ページ以内】 

大学全体の改革に関する取組状況 

1907 年に「研究第一」、「門戸開放」、「実学尊重」を建学の精神として創設された東北大学は、その後 1

世紀以上にわたって、伝統校に甘んじることなく先導校であるべく、不断の大学改革を進めてきた。2018年

には、その前年に指定国立大学法人の認定を受けた東北大学が、2030 年を見据え取り組んでいく挑戦と

して「東北大学ビジョン 2030」を取りまとめた。このビジョンには、東北大学があるべき姿（4 つのビジョン）と、

中長期の方針（19 の重点戦略）、アクション（66 の主要施策）を掲げている。基本的な考え方は、大変革時

代の社会を世界的視野で力強く先導するリーダーを育成する「教育（Vision１）」、卓越した学術研究を通し

て知を創造しイノベーションの創出を力強く推進する「研究（Vision２）」、そして従来の社会連携と産学共創

とを統合する「社会との共創(Vision３)」を柱として、これら 3 要素の好循環を、大学の「経営革新（Vision 4）」

を図ることで、より高い次元で実現することである。本申請に関連する重点戦略をあげると、教育では重点

戦略③国際共修キャンパスの創造において本学が先導的に進めてきた国際共修の展開が、社会との共創

では重点戦略⑫「社会とともにある大学」としての社会連携の強化が掲げられた。また、経営革新では重点

戦略⑰として戦略的な国際協働の深化を提唱し、包括的国際化の推進を施策とした。本学では、これら主

要施策を迅速に実施し、ビジョンの実現へと歩を進めている。本学の取組の成果は、国立大学第３期中期

目標・計画期間の法人評価や、スーパーグローバル大学創成支援事業（2020 年度中間評価でＳ評価）、

THE 日本大学ランキング 1 位（2020 年より４年連続）等の高評価に繋がっている。 

課題と分析、及び今後の改革構想 

 上述のように、本学はビジョン 2030 に掲げた主要施策を着実に実施してきた。しかし、異なる Vision を有

機的に結び付け好循環を加速する試みについては、道半ばと言わざるを得ない。例えば、全学教育（学部

初年次の共通教育）授業科目（総計約 1,300 科目）のうち、社会課題の解決をテーマとする授業科目は約

110 科目で 10％にも満たず、さらに「社会との共創」による社会課題の解決をテーマに掲げる授業科目数

は、約１５科目（2023 年度）と極端に少ない。今後は教育の場においても学生に学部初期の段階から社会

との共創の意識を醸成する授業を全学生が受講できる体制づくり等のさらなる改革が必要である。 

 今般の国際卓越研究大学の体制強化計画においては、研究、教育、社会との共創に対して横串を刺す

ように３つの公約 Impact（未来を創造する社会価値の創造）、Talent（多彩な才能を開花させ未来を拓く）、

Change（変革と挑戦を加速するガバナンス）を示し、本学が知・人材・社会価値を創出する世界に開かれた

創造のプラットフォームとなり、持続可能な社会の実現に向けて行動することを謳っている。施策は研究イ

ンパクトやイノベーションの創出に重きがあるが、学部教育改革として、国内学生と留学生が共に学び合う

国際共修環境の中で、高い専門性に加え、地球規模の課題などに関心を持ち、積極的に新たな事に取り

組むマインドを持った学生を育む「ゲートウェイカレッジ」を開設する。 

本プログラム計画の構想と大学教育改革との位置付け 

 本プログラムでは、全ての学部学生が、基礎的な多文化共修リテラシーを身につけ、本学の強みを活か

した６つの学際的クラスターからなる共創型国際共修科目（本事業における多文化共修科目）の履修を通

じ、社会課題を解決するために必要な汎用的能力を身に付ける環境を整備する。こうした国際共修を他の

国際プログラムと有機的に連携させたカリキュラムの国際化を推進することで、日本人学生と外国人留学生

との切磋琢磨が、国際的モビリティの向上と留学生の日本での活躍の機会拡大をもたらす好循環を生み

出す。さらに、多様な文化的背景を持つ学生達が多様なステークホルダーと共創し少子高齢化やレジリエ

ンス・グリーン変革（GX）等の様々な社会課題解決に挑戦し、新たな社会価値を創出することを目指す。 

 国際卓越研究大学構想における「ゲートウェイカレッジ」が国籍を問わず英語による徹底した国際共修環

境によるフラッグシップ的な少人数向けの国際的な学士教育課程であるとすれば、本プログラムは全ての

学部学生に広く国際共修環境を提供するものであり、相補的な役割を果たす。この両者が相まって、全て

の学生を巻き込んだ国際的なキャンパス風土が醸成されることで、真の意味での包括的国際化が大きく進

展するだけでなく、日本の高等教育の新たなモデルになることが期待される。 
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（２）大学の国際化の実績及び今後の計画 【２ページ以内】 

東北大学は、①国際化拠点整備事業（大学の国際化のためのネットワーク形成事業）（グローバル 30）

（2009 年度～2013 年度）、②経済社会の発展を牽引するグローバル人材育成支援（GGJ）（2012 年度～

2015 年度）、③スーパーグローバル大学創成支援（SGU）（2014 年度～2023 年度）等の文部科学省の補

助金事業の支援も受けながら、大学の国際化を強力に推進してきた。グローバル 30 においては、英語の

みで学位が取得可能な「国際学位コース」（現在学部３コース、大学院 59 コース）や人文社会科学系にお

いて英語で受講できる交換留学受入れプログラム「International Program in Liberal Arts：IPLA」を 2010 年

度開設し今日まで発展させてきた（これまでの受入数：約 750 人）。GGJ においては、日本人学生のグロー

バル人材育成や派遣留学の拡大に注力し、2013 年度に「東北大学グローバルリーダー育成プログラム

（TGL）」を開設（2023 年度まで累計 243 名のグローバルリーダーを認定）するとともに、短期海外派遣プロ

グラム（SAP 等）を飛躍的に拡大した。2014 年度から 10 年にわたる SGU においては、本学がグローバル

時代を牽引する卓越した教育・研究を行う大学へさらに躍進することを目指し、「グローバルリーダー育成

の教育基盤整備」（上述の 2 つの事業で培った国際教育をさらに発展）、「国際化環境整備」（国際交流サ

ポート体制強化など）の基盤の上に、「国際共同大学院プログラム」の開設による教育・研究力強化を積極

的に進めてきた。国際共同大学院プログラムは構想当初の７プログラムを大きく超える 10 プログラムを海外

有力大学と協働（6 か月以上の研究留学を義務化、共同指導を推進）で実施しており、2023 年度は 298 名

の大学院生が参画した。さらに、この間本事業における多文化共修科目にあたる、日本人学生と外国人留

学生が課題解決型授業で学び合う「国際共修科目」を拡大（2023 年度 66 クラス、約 1,100 名（うち理系６

割）の学生が受講）し、カリキュラムの国際化の大きな柱と成長してきている。このような東北大学の取組

は、SGU 中間評価Ｓ評価（2020 年度）、ＴＨＥ日本大学ランキング 1 位（2020 年より４年連続）等により高く

評価されている。 

 

課題と現状分析 

 とはいえ、本学が世界のトップ大学と伍する総合研究大学を目指すには国際化は不十分であると自己分

析をしている。それは学生の国際化への意識についても現れており、例えば日本人学生の留学に対する

意識（東北大学学生生活調査）をあげると、本学では積極的に留学したいと回答した学部学生は約３割程

度にとどまり、４割超が留学したくない、残りの３割弱はどちらでもないと回答しており、諸外国に比べるとか

なり見劣りする。このように、国際交流や留学に積極的な学生が多数派になっていない状況を変えていくこ

とが喫緊の課題の一つである。 

 

今後の国際化の発展・改善計画 

 国際卓越研究大学の体制強化計画における公約の一つである「変革と挑戦を加速するガバナンス」の一

つの柱が「全方位の国際化」の推進である。本学独自の国際化推進モデルとして①Policy、②Leadership 

& Structure、③Global Readiness、④Diversity、⑤Mobility & Experience、⑥Global Linkage & Network に

構造化し、今後 25 年にわたる国際化の指針を明示した。とりわけ鍵になるのは、Global Readiness であり、

組織及び構成員がグローバル対応力を備える仕組みの内在化を促進していく。インバウンドの備えとして、

日英公用語化と窓口業務や会議運営等の国際化、国際サポートの機能拡張、職員の国際化、国際混住

寮等の整備、授業の英語化の促進（最終的に学部 50%、大学院は原則全て）等を推進する。アウトバウンド

については、テニュア教員の海外経験必須化、博士課程学生の国際経験必須化、学部学生の国際共修

の必須化、学生の英語力強化等に加え、ゲートウェイカレッジや高等大学院などを通じた国際教育・研鑚

機会の拡大などを通して、日本の高等教育のモデルとなる国際的なキャンパス風土を確立する。 

（SGU 指標の取組状況） 

グローバル時代を牽引する卓越した教育・研究を行う大学へと飛躍すると掲げた本学の SGU 事業「東北

大学グローバルイニシアティブ構想」は、各成果指標の向上や一層の国際化、教育・研究力の強化をもた

らし当初目的はほぼ達成された。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響もあり一部の成果指標が未達

成となった。以下に、これまでの取組・達成状況を記す。 
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１．日本人学生に占める留学経験者の割合 

・ SGU 事業期間内において、①学部生を中心とした短期海外研修となるスタディアブロードプログラム

や中長期で専門性の高い海外協定校への派遣 ②SGU で開始した国際共同大学院プログラムによ

る海外有力大学への研究派遣 ③留学経験学生によるグローバルキャンパスサポーター企画イベント

による留学機運の醸成・ピアサポート・文科省や国内大学が参加するプラットフォーム事業 SIPS

（Staff＆student Initiative for Promoting Study abroad）での情報発信等の取組を行った。新型コロ

ナウイルス感染症の影響や円安・物価高の影響を受けながらも本学主催または大学間コンソー

シアムとの共催によるオンライン派遣プログラムを国内大学でいち早く実施するなどの努力によ

り、単位取得海外留学者数は 220 人から 824 人(2019 年度)へと約４倍に増加した。 

２．大学間協定に基づく受入外国人留学生数 

・ SGU 事業期間中において、①海外協定校ネットワークを活用した学部～大学院、人社系～理工系全

分野を対象とした学期レベルの受入れプログラム（修了時評価：5 点満点で 4.2 点と高評価） ②戦略

的パートナーシップ対象校をはじめとするショートプログラム（STEM サマープログラム等） ③コロナ禍

では国内大学に先駆け 2020 年秋学期よりオンラインによる交換留学生の受入れ・大学間コンソーシ

アムとの共催による Virtual Student Exchange Program への創設時からの参画等の取組により、コロナ

禍の影響で最終目標値には到達しなかったものの、協定に基づく受入外国人留学生数は 351 人から

708 人（2023 年度）となり倍増した。 

３．外国語力基準（TOEFL ITP®550）を満たす学部の学生数・割合 

・ SGU 事業期間中において、①米国 ETS と連携した先進的カリキュラムの導入 ②全学部の初年次学

生を対象とした TOEFL ITP®テスト実施 ③国際共修科目の拡充・展開 ④課外英語クラス開講と学内

での TOEFL ITP®実施による学生負担軽減 ⑤本学入学予定者向けの入学前海外研修プログラム実

施等の取組により、外国語力基準を満たす学部生の数・割合は 460 人／4.1％から 2,141 人／19.8％

（2023 年度）となり、最終目標値に大きく近づいた（達成率 90％）。 

（SGU 指標の改善計画） 

１． 日本人学生に占める留学経験者の割合 

・ 短期研修からより長期で専門性の高い留学プログラムの整備と新規プログラム開発を引き続き進め

る。コロナ禍で培ったオンライン留学の利点を活かし、円安・物価高による経済的負担、留年や就職

の不安、身体状況で留学を躊躇する学生に対し、対面とオンラインのバランスを取り最適かつ効果的

な組み合わせによる「ブレンデッド・モビリティプログラム」を全学波及させる。これによりレジリエントな

国際教育を実践し、ＳＧＵで課題となっていた指標の向上を図る。 

２． 大学間協定に基づく受入外国人留学生数 

・ 日本の特徴、本学の研究上の強みを活かした交換留学プログラムを引き続き開発する。さらに戦略的

に交流を進める重要パートナー校と、オーダーメイド型の留学プログラム（セメスター型、超短期型）を

開発し、ＳＧＵで成長した国際共修科目を全てのプログラムに取り入れるなど魅力ある教育コンテンツ

を呼び水とし、全世界から優秀な留学生を獲得する。 

３． 外国語力基準（TOEFL ITP®550）を満たす学部の学生数・割合 

・ これまでの取組に加え、徹底した国際共修を基軸とするゲートウェイカレッジに４月入学者に徹底した英語

イマージョン教育を導入する。外国人留学生が入学する秋学期までに共修可能な英語力に向上させる。 

４． 本プログラムによる上記１～３の指標改善計画 

・ 本プログラムを通じた、学外ステークホルダーと共創した「社会共創型国際共修科目」等の更なる拡

充、特に外国人学生の評価が高い地域社会の課題解決や学際性の強いテーマを扱う国際共修クラ

スの増設、国際共修科目の交換留学生への必修化、留学生支援団体等による学生主催の共修イベ

ントの活性化等により、外国人留学生数に関する上記２の指標を向上させる。 

・ 本プログラムを通じた、全学部生への国際共修（多文化共修）科目の必修化、「社会共創型国際共修

科目」等の科目数とコンテンツの拡充、国際共修を取り入れた海外研修プログラムの開発、海外留学

経験のある学生等による学生主催のイベントの活性化等により、海外への興味・関心の向上や国際

対応能力の育成による海外留学の促進を図り、上記１や３の指標を向上させる。 
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（３）プログラム実現に向けた体制構築等 【２ページ以内】 

本学はこれまで総長のリーダーシップの下、全学体制で国際化を推進し、それに必要なガバナンス改革

に取り組んできた。本プログラムの申請にあたり、あらためて実施体制を評価し、これまで構築してきた既存

の組織や委員会機能を活用して進めることが適切と判断した。こうした恒常的な組織や機能を使用すること

で、補助期間終了後も本プログラムで培った実績や成果を維持・発展させていくことが可能となる。 

 

プログラム実施体制 

 本プログラムは、総長に指名を受けた教育担当理事が機構長を務める高度教養教育・学生支援機構に

設置されたグローバルラーニングセンター（GLC）が責任主体となり、国際共修授業や正課外の国際共修

活動や派遣・受入れ留学プログラム等、本プログラムの中心となる授業や教育プログラムを学内の他部局

や学外の様々なステークホルダーの協力を得ながら実施する。GLC の長は教育改革・国際戦略担当副学

長であり、本プログラムの責任者である。 

 GLC は国際交流センターとグローバル 30 や GGJ 事業推進のために設置した組織を統合し、2014 年度

に改組して設置された組織であり、以来本学の全学的な教育国際交流・国際教育改革のエンジンとなって

きた。2024 年度には、国際教育の基盤となる「国際交流ユニット」、「留学生教育ユニット」、「国際共修ユニ

ット」に加え、社会との共創による国際共修の研究開発・実践及び推進強化のために「社会共創推進ユニ

ット」を新たに設置し、４つのユニット体制に再編した。これは、社会との共創による国際教育を本学の全て

の教育へ波及させ、国際的な環境で社会とともに地球規模課題に挑むリーダーを育成・輩出することを目

指したものである。したがって、組織面でも本プログラムを実施する準備は整っている。GLC には現在 14

名の教員が在籍しているが、本プログラムを推進するために補助金を活用して３名の教員（外国人含む）を

雇用し教員体制を増強することで、カリキュラムの設計や、授業で連携する国内外の企業・機関の開拓、地

方自治体等との関係構築などを計画通り進める体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

国際共修授業と FD・SD の実施体制 

本プログラムで実施する国際共修授業は、教務関係の全学的な審議機関である学務審議会にある「国

際教育委員会（委員長：GLC 副センター長）」が関係委員会と連携のうえ実施・管理運営する。また国際教
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育委員会においては、国際共修にかかる

教職員研修も行われる。これら教職員研

修の内容は、GLC の教員が中心となり企

画立案する。本プログラムにおいては、

国際教育委員会監修の「国際共修授業

実践の手引き」の動画版及び FD 動画

教材のシラバス作成時視聴を必須化す

る。教員対象の現状・ニーズ調査を継続

して実施するとともに新たに国際共修実

践に課題を抱える教員を対象とした相談

窓口を設置する。調査と相談内容と課題

への対応例を定期的に実施している FD

及び継続開発する FD 動画教材に反映させる。  

 

学内への周知の徹底 

 本プログラムの概要については、申請前に学務審議会において事業責任者が各部局の委員（副研究科

長/教務委員長レベル）に説明し、全学的な理解を得ている。採択後改めて学務審議会において詳細な

説明を行い、各部局の理解を深め協力を得る。各学部のオリエンテーションなどの機会に本プログラムに

ついて学生に説明する。さらに、取組内容を GLC の WEB サイトに掲載し、イベント等については SNS や

学内で催される留学啓発イベント等学生が集中する場で発信することで、学内への周知の徹底を図る。 

 

PDCA サイクル 

 本プログラムで提供する正課授業科目の質の保証については、学務審議会の全学的マネジメントによ

る。計画（P）・実行（D）・評価（C）・改善（A）からなる PDCA サイクルは、学務審議会のもとに構築されてい

る。本プログラムで実施する授業については、国際教育委員会の主導による国際共修の効果検証を学期

ごとに実施し、学生の学びのモニタリングと可視化を図る。以下に PDCA のサイクルを示す。 

 また、本プログラム全体の進捗については、GLC に設置されている幹事会（メンバーは正副センター長、

ユニット長等に加え留学生課課長、課長補佐、係長）において原則四半期ごとに進捗報告を行いモニター

し、必要に応じて改善や見直しを行う。 

 
（全学教育 PDCA サイクル） 
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審査項目② プログラム計画の具体的な内容 

〇 （１）～（４）について、達成目標、これまでの教育改革の取組及び今後の方針に照らして、妥当性・実現性

のある計画を記入してください。その際、以下の内容の実現に向けた計画を明確にしてください。 

 ・ 育成する人物像の設定 

 ・ 多文化共修 

 ・ 日本人学生の送り出し、外国人留学生の受入れのための取組 

（１） 育成する人物像の設定【２００字程度】 

本学の教育目標である「豊かな教養と人間性を持ち、人間・社会や自然の事象に対して『科学する心』を

持って知的探究を行う行動力ある人物及びグローバルな視野に立ち多様な分野で専門性を発揮して指導

的・中核的役割を果たす人物の養成」を基盤に、本プログラムでは「多様な文化的背景や視点を持つ仲間

と協働する多文化共修リテラシーを備え、グリーン変革（GX）、レジリエンスや科学技術イノベーション、グロ

ーカルな課題を含め、具体的な社会課題に対し果敢に挑戦し、社会価値創造を目指す人物」を育成す

る。 
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（２―１） 多文化共修 【３ページ以内】 

 ※期待される取組（加点事項）がある場合は、該当部分を青字で記入してください。 

【これまでの取組状況】 

東北大学では日本人学生と外国人留学生両方を未来社会の発展を担うグローバル人材と位置付け、国際

共修（本事業における多文化共修）を主軸とした教育改革（カリキュラムの国際化）を全学的に推進してきた。

東北大学ビジョン 2030 では「国際共修キャンパスの創造」を重点戦略のひとつとして掲げ、国際混住型学生寄

宿舎を活用した教育プログラムや国際共修授業の展開などを通じて学生の国際的感性の練磨と視野の形成

を促すこととしている。実際、授業等の正課活動のみならず、全てのキャンパスライフが異文化間協働を基盤に

形成される国際共修キャンパスを以下の先進的な取組を中心に展開してきた。また成果をグッドプラクティスと

して多方面に発信し、日本の高等教育機関における内なる国際化の発展に寄与している。2021 年度から、大

学の国際化促進フォーラムの採択プロジェクトとして国際共修科目の単位互換交流を国立５大学間で実施して

いる（国内大学等の連携図の P５参照）。 

〇国際共修によるカリキュラムの国際化 

2009 年度に初めて国際共修科目を５科目開講し、2016 年度には 34 科目、2023 年度は 66 科目と、15 年間

で科目数を約 13 倍と国立大学最大規模に拡大した。履修者数も 134 人から 1,107 人と約８倍に増加し大きな

成長を遂げた。2018 年度に国際共修科目が９割を占める「国際教育科目群」を全学教育に設置し、学務審議

会に国際教育委員会を置いて全学体制で教学マネジメントを行い授業テーマと学習者の習熟度によるカリキ

ュラムの国際化と体系化を図った。2022 年の全学教育カリキュラム改革では、国際共修科目を全学部にて選

択必修もしくは選択科目と位置付け 2023 年度より大学院共通教育にも国際共修科目を取り入れている。また、

本学の研究者を中心に日本初の「国際共修ルーブリック」を開発し、教育の質保証を徹底している。 

〇社会共創型国際共修科目開発 

本学では、本プログラムの開始前より社会共創型の国際共修科目の重要性を認識し、その開発・実施を行

ってきた。従来の国際教育の枠組みを超え、大学での基礎・専門教育を基盤とする「学術知」と、産業界・国際

機関・自治体等の実社会フィールドで修得する「実践知」を掛け合わせた国際的な統合教育を推進している。

学内の多様な部署との連携にとどまらず、企業・公的機関・地方自治体・中等教育機関等の学外ステークホル

ダーとの協働を取り入れた社会共創型の国際共修科目を積極的に開発し科目数を５年間で３科目から 10 科

目に増設した。これまで連携のある企業・機関に加え、新たな連携先開拓に着手し国際共修科目や PBL 等の

課外学習活動の開発に有用な共創パートナー・データバンクの構築を始めるなど既に準備を進めている。 

〇国際共修ファカルティ・ディベロップメント 

国際共修授業を効果的に実施するにあたり、教員による緻密な授業設計と適切な教育介入がキーポイントと

なる。これら教育実践の質を維持・向上させるため教員に対する適切な研修を実施する必要がある。本学で

は、国際共修科目履修者と科目担当教員を対象とした効果検証アンケート調査を毎学期実施し、学びと教育

実践の質保証を行っており、その結果を教員研修、国際教育委員会監修の「国際共修授業実践の手引き」や

教員向け「国際共修動画教材」の制作に反映させている。これにより教員の授業設計や適切な教育介入、評

価、授業改善など、様々な観点を基にしたスキルアップを図っている。 

参照：https://intercul.ihe.tohoku.ac.jp/teaching-in-diversity/movie/index.html 

〇留学経験者・国際共修科目修得者のスチューデント・アシスタントとしての活用 

2021 年度に国際共修授業を担当する教員を補助する「国際共修サポーター制度」を創設した。国際共修サ

ポーターは、スチューデント・アシスタント(SA)（本学では、アドミニストレイティブ・アシスタント(AA)）として、グル

ープ単位のディスカッションやプロジェクトのファシリテーションにおいて実際に履修者の活動に関わりながら教

員を補助する。教員からの高い評価を受けて、サポーターを 2021 年の６人から 2024 年は 17 人と４年間で約３

倍に増員した。サポーターには１学期間に３回、継続的な研修を実施しサポーターの質の向上に努めている。

授業の補助のみならず、学生視点で授業の様子を記事にして、本学の国際共修に特化した Web サイトで公開

し啓発活動にあたっている。 

 

〇国際共修を基盤とする海外留学の啓発 

本学の学生生活調査（毎年実施）で、全体の７割が留学に消極的・それほど積極的でないことがわかってい
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る。そこで１年生を対象としたオリエンテーションで国際共修科目の履修を奨励し、履修者には集中的に留学

に関する情報を提供するなど、国際共修から留学に導くための仕掛け作りを行っている。また国際共修科目の

履修に至らない学生には、地元企業との短期集中型 PBL 課外活動、活発な国際交流活動を実施している学

生６団体企画のイベント参加、国際混住型学生寄宿舎での共修活動などへの参加を奨励し、国際共修の理念

を広く浸透させる取組で国際共修キャンパスの構築に取り組んでいる。 

〇グッドプラクティスの共有 

国際共修の先駆者として、JAFSA や国際教育夏季研究大会、全国の大学の FD にてワークショップを多数

開催し国際共修のノウハウを広めている。また国際共修関連の書籍をすでに２冊刊行し、国際共修特設 WEB

サイトで成果を発信するなど国際共修の普及に努めている。 

＜課題＞ 

国際共修によるカリキュラムの国際化は飛躍的に進展したが、必修科目ではないため年間の履修者は一学

年半数以下の 1,107 人にとどまる。また社会共創パートナーは４年間で約３倍に増えたが、連携パートナーの

多くは地元の企業・機関であり、テーマも文化学習や国際交流が主である。人類共通の社会課題を国際的・学

際的なアプローチで多面的に分析し、社会変革に能動的に参画する機会の創出に繋がるような連携先の開

拓はまだ十分であるとはいえない。 

【計画内容】 

これまでの実績をさらに発展させ、国際共修を必修化するとともに、本学の学術的な強みと国内外のネットワ

ークを基盤とした多層的・発展的なカリキュラムで国際共修キャンパスを構築する。企業等の学外機関から得ら

れる実践的な課題やリソースと学内の最先端の研究や教育活動などアカデミックな資源とを結びつけ、国際的

な環境において、全学生の異文化間協働学習を促し、学生の学術的関心や習熟度に沿った学際的な国際共

修カリキュラムで、以下の特色ある取組を実施する。 

 

１．国際共修の必修化と多層的・発展的なカリキュラムによる包括的国際共修の推進                

国際経験、学術的関心、習熟度がそれぞれ異なる学習者に合わせた二段階の国際共修カリキュラムを構築

する。基礎となる Tier１では、大学で学ぶ上での基本的な意識・態度・心構えを入学直後に学ぶ必修科目「学

問論」に、多文化共修セミナー、外国人留学生との英語による国際共修活動、成果発表をセットで取り入れ（多

文化共修モジュール）、2026 年度までに全学生が外国人留学生との協働に基づいた学習を行い、基礎的な

多文化共修リテラシーを習得する機会を創出する。具体的な社会課題に取り組む Tier２では、本学の強みを

活かしたレジリンスやグリーン変革（GX）をテーマとする「グリーン未来社会創造」、「科学技術イノベーション」を

はじめ「グローバル・リーダーシップ」、「グローバル・シティズンシップ」、「グローカル課題解決」、「インターカル

チュラル・スタディーズ」から成る６つの学際的なクラスターのいずれかを必修とした国際共修科目を提供する。

各クラスターは複数の学外ステークホルダーと連携し、東北大学グローバルラーニングセンターがクラスター活

動の円滑な活動を一元的に管理・支援する。 
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２．学外の多様なステークホルダーとの協働による社会共創型国際共修 

Tier２の推進にあたっては、グローバルな視点で社会的課題を理解し、実社会で課題解決に取り組む社会

共創型国際共修科目を拡充する。このため実社会の最先端で社会変革に取り組む学外機関（学外ステークホ

ルダー）との共創が重要であり連携を加速させる。こうした多様な学外ステークホルダーとの授業内での共修に

より、地球規模課題や地域の具体的な課題解決に積極的に関与し、取り組むための汎用能力を身に着ける。

Tier2 の構築にあたっては、海外大学の国際共修では既に定着しているカリキュラム・コーディネータを配置

（外国人含む）し、学外ステークホルダーの開拓・各クラスターの授業目標共有と授業支援・FD 実施・関係機関

との連絡調整などを担うことで、教育支援の体制を整備する。この準備として、既に学外ステークホルダーとグ

ローバルな視点を取り入れた新規科目の開発について協議を始めており、社会共創パートナーに適切に国際

共修授業の意義や価値を理解してもらうための「国際共修社会連携ガイドブック」も作成している。         

３．充実した教員研修と教育の質保証 

以下の３つの観点で教育実践力を維持・向上させ本プログラムの質保証を徹底する。          

①教員研修と支援：国際教育委員会監修の「国際共修授業実践の手引き」の動画版及び FD 動画教材のシラ

バス作成時視聴を必須化する。教員対象の現状・ニーズ調査を継続して実施するとともに新たに国際共修実

践に課題を抱える教員を対象とした相談窓口を設置する。調査と相談内容と課題への対応例を定期的に実施

している FD 及び継続開発する FD 動画教材に反映させる。      

②教育実践の補助：教員を支援する国際共修サポーター制度を飛躍的に発展させ、希望する全教員にサポ

ーターを配置する。サポーターの研修をさらに充実させ、国際共修サポーターネットワークを構築し知識・経験

の好循環を促す。 

③学生の学びの質保証：全ての国際共修活動（正課、課外活動）に対し、指導や評価の一体化を目的とした

日本初の「国際共修ルーブリック（本学の研究者が開発）」を活用する。ルーブリックは活動毎に評価項目を選

べ、教職員や学生自身が目標を設定し、到達程度の確認や振り返りが可能な体系となっている。国際教育委

員会の主導による国際共修の効果検証を学期ごとに実施し、学生の学びの可視化を図る。正課・正課外の活

動を学生と教職員がモニタリングできるシステムを活用するとともに、教育プログラムとして質の高い活動には東

北大学公認のオープンバッジを付与する。 

４. 国際共修による留学啓発と正課外学習活動・交流活動 

本学が実施する全ての短期海外研修・交換留学プログラムの候補者の選定において国際共修活動経験を

審査加点項目とするインセンティブを付与する。また留学の事前研修にも国際共修活動を組み込み留学レデ

ィネスの向上を図る。受入れプログラムについても、全短期研修に国際共修を取り入れるとともに現在一部の

交換留学プログラムで必修化している国際共修を全プログラムに波及させる。課外でも企業・機関との協働プ

ロジェクトやビジネスコンテストなどを強く奨励し、持続可能な成功事例をまずは短期で試行的に実施した上で

授業に発展させる国際共修パイロットプラットフォームを構築する。学生主体の国際交流活動をマッピングし、

教育プログラムとして質の高い活動については東北大学公認のオープンバッジを交付のうえ、キャンパス全体

に国際共修文化を普及させる。 

５．多文化共修・国際共修モデル校としての成果発信・グッドプラクティスの共有 

これまで、学務審議会が主催する学内 FD のほか、学外の FD や学会等の様々な媒体を通じてグッドプラク

ティスを共有してきた。本プログラムでは、本学の国際共修に関するノウハウや教育資源を全国の大学の教職

員に提供し、国際共修キャパシティ・ビルディングプログラムを設置する。プログラム修了者には本学公認のオ

ープンバッジを発行することで、研修履歴の可視化と質保証を行う。また、日本の高等教育機関のみならず、

英語を指導言語としないアジア諸国にも日本型国際共修を積極的に広め、本学及び日本の高等教育機関の

国際プレセンスの向上に努める。さらに、2021 年度に開始した本学を代表とした国立５大学間の国際共修科

目の単位互換交流（ICL プロジェクト）を継続・発展させる。 
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（２―２） 多文化共修科目 【２ページ以内】 

正課の科目 

１ 【科目名（科目区分）】 

学問論 Introduction	to	Academic	Learning （必修） 

【概要】入学直後の学生に国際教養力と多文化共修の基礎的リテラシーを身に付ける。異文化・

自文化に対する理解を深め、多様な価値観を持つ人たちとの協働・交流を通して、コミュニケーシ

ョン力、情報収集・分析力、批判的思考力、柔軟性と適応力、主体性と行動力などのグローバル・

スキルを習得し、将来にわたって協働的な学修・研究を進める基礎力を培う。 

２ 【科目名（科目区分）】 

＜グリーン未来社会創造＞ 多文化共生社会における Bosai をデザインする Designing	Bosai	

in	a	Multicultural	Society （選択必修） 

【概要】海外連携大学、学内関連部署と連携し、自然災害時のマイノリティ支援に着目し、リスクに

強いコミュニティづくりや避難所における合理的配慮など、平時と有事双方の取組を考える。履修

学生は、DEI の観点で自然災害発生時の支援を考察し、多文化共生社会における防災・減災に

向けて、周囲とコミュニケーションを図りながら自分たちの役割を探索する力を、国際共修協働プ

ロジェクトを通して身に付ける。 

３ 【科目名（科目区分）】 

＜科学技術イノベーション＞最先端科学の社会実装 Cutting‐edge	 science	 in	 the	 society 

（選択必修） 

【概要】日本の最先端の研究を行う国立研究開発法人と連携し、研究成果がどのように実装化さ

れ、それがいかに社会課題の解決や産業競争力の向上に関連しているのかを学際的なアプロー

チで学ぶ。国立研究開発法人の研究員のファシリテーションによるワークショップや文理融合国

際協働 PBL、国立研究開発法人への訪問と各研究分野のトップリサーチャーとの交流を通して、

科学技術による知の創造と自身の高度人材としての関りを意識し必要となる知識・姿勢・スキルを

身に付ける。 

４ 【科目名（科目区分）】 

＜グローバル・シティズンシップ＞インターカルチュラルシティとその実現 Intercultural	city	

and	its	realization （選択必修） 

【概要】国内関連機関との協働によりヨーロッパ評議会からインターカルチュラルシティとして認定

されている浜松市の事例、また世界の同様の認定国の事例研究より、インターカルチュラルシティ

が目指す都市像とその中の一人ひとりのかかわりについて学ぶ。その上で、仙台の多文化共生

の実現に立ちはだかる課題を多様な視点で評価し、解決に向けたアクションを起こす。 

５ 【科目名（科目区分）】 

＜グローカル課題解決＞グローバル・コミュニティベースド・ラーニング Global	Community‐

based	Learning （選択必修） 

【概要】地元関連機関と連携し、地域の文化・観光資源と地域社会の課題を掛け合わせ、地域の

新たな価値創造と同時に地域社会の持続性を高めることについて、文化的背景が多様な学生と

地域社会のステークホルダーが協働して取り組む。履修学生には、文化相対的なものの見方、歴

史分析力、創造性、目標遂行力を養う。 
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※該当がある場合に記載。 

正課外の取組 

１ 【取組名】 

社会起業家×ハーバードビジネススクール×東北大学協働プロジェクト 

【概要】ハーバードビジネススクール（HBS）や関連する機関と連携し、震災復興と地域経済の活性

化の未来を担う東北地方の社会起業家のビジネスプランに、HBS と東北大学の学生が国際ファシ

リテーターとして参画し、スタートアップ・国際共修ワークショップを行う。HBS の学生は経営学の専

門的知見の提供者として、地域の事情や文化に精通した東北大学の学生は社会起業家と HBS 学

生を繋ぐ架け橋コミュニケーターとしてワークショップに参画する。東北大学の学生にはハーバード

ビジネススクールより参加証明書が付与される。 

２ 【取組名】 

仙台市の国際化＆インバウンド・プロモーション・プロジェクト 

【概要】地元関連機関と協働し、外国人市民の生活の質の向上とインバウンド事業の拡大を狙った

プロジェクトを東北大学の外国人留学生と日本人学生がチームを組んで実施する。公的機関のみ

ならず民間・商業施設での多言語対策や、観光資源の有効活用及び各施設で外国人旅行者向け

のサービス向上 PBL を通年実施し、提案で終わるのではなく、実装化まで見届ける地域社会貢献

プロジェクトを実施する。これらの単発プロジェクトの中から正課に取り込める事業は授業化する。課

外国際共修活動のパイロットとして位置付けることで正課と課外学習を発展的に連動するためのプ

ラットフォームとして位置付ける。参加者には東北大学のオープンバッジを付与する。 

３ 【取組名】 

ソーシャル・イノベータ・ハブ（SIH）プログラム Social	Innovator	Hub(SIH)	incubation	program 

【概要】独立行政法人や地元自治体と連携して、開発途上国と日本の知恵と想いを繋ぐ課題解決

型の「ソーシャル・イノベータ・ハブ（SIH）プログラム」を日本の大学としては初めてホストし、ビジネス

を通じて各国の社会課題解決を目指す「次世代の社会イノベータ」の育成に貢献する。災害科学や

環境科学における知と、国際共修環境の提供により、インドネシア・モンゴル・ペルー・ナイジェリア

などの新興国の学生と本学の学生が専門家の助言を受けながら学び合う機会を創出する。 
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（３） 日本人学生の送り出し、外国人留学生の受入れのための取組【３ページ以内】 

 ※期待される取組（加点事項）がある場合は、該当部分を青字で記入してください。 

【これまでの取組状況】 

（日本人学生の送り出し） 

・ SGU 事業期間内において、①学部生を中心とした短期海外研修となるスタディアブロードプログラム

や中長期で専門性の高い海外協定校への派遣（単位留学 2013 年度：220 人→2019 年度 824 人）

②SGU で開始した国際共同大学院プログラムによる海外有力大学への学位論文に資する研究派遣

（2016 年度：４人→2023 年度 149 人） ③留学経験学生による学生支援組織であるグローバルキャン

パスサポーターが企画する留学機運の醸成・ピアサポート・文科省や国内大学が参加するプラットフ

ォーム事業 SIPS（Staff＆student Initiative for Promoting Study abroad）での情報発信 ④コロナ禍で

は本学主催または大学間コンソーシアムと共催によるオンライン派遣プログラムを国内大学でいち早

く実現等の取組により、日本人学生の海外留学人数は大幅に増加し、学生の流動性が飛躍的に向

上した。東北大学基金を財源とした「グローバル萩海外留学奨励賞」などの独自奨学金も措置し、経

済的支援においても全学をあげて海外留学を奨励している。 

・ 学部学生の多くは、国際共修（本プログラムの多文化共修）科目の履修（2023 年度 66 クラス・約 1,100

名）を経て海外留学等へ参画しており、より深い学習効果が得られるようになっている。 

・ コロナ禍で激減した海外留学者もコロナ後は順調に回復途上にあったが、円安・物価高により経済的

事情で海外留学を控える学生が増えることが懸念されている。これらを打開するため、オンライン留学

の利点を活かし、対面とオンラインのバランスを取り最適かつ効果的な組み合わせによる「ブレンデッ

ド・モビリティプログラム」を全学波及させ、学生の経済的負担、留年や就職の不安、身体状況に左右

されないレジリエントな国際教育を目指すことが直近の課題となっている。 

・ 本学入学予定者を対象とした「入学前海外研修」に国際共修活動を取り入れ継続実施（国立大学初・

コロナ禍ではオンラインプログラムで継続）するとともに、2019 年度には本研修を入学後単位化するこ

とで、アドバンスト・プレイスメント (AP: Advanced Placement)プログラムとして確立した。 

・ 国内学生を対象に 2013 年度より実施している「東北大学グローバルリーダー育成プログラム（TGL プ

ログラム）」では、所定の条件（必須となる海外留学、国際共修等の授業科目の履修、GPA、語学力）

を満たした特に優秀な学生に授与されるグローバルリーダー認定者数は開始以来 243 人にのぼり、

本学を代表する全学的教育プログラムに成長した。2022 年度からはグローバルリーダー認定を受け

た学生には、これまでの認定証の証書に加え、東北大学公認のオープンバッジ（デジタル証明書）を

発行・交付しており、社会に対する学修履歴の可視化とエンゲージメントの向上に寄与することにも繋

がっている。 

 

（外国人留学生の受入れ・定着支援） 

・ SGU 事業期間内において、①英語で学位取得可能な国際学位コースの拡充（2013 年度：24 コース

→2023 年度：60 コース）②国際共同大学院やダブル・ディグリーなど、海外有力大学との国際共同教

育プログラム（2013 年度：９プログラム→2023 年度：44 プログラム）③6～12 カ月の交換留学プログラ

ム（2013 年度：160 人→2023 年度：245 人）④3 か月未満のショートプログラム（2013 年度：56 人→2023

年度：177 人）⑤国際混住型学生寄宿舎での国際共修キャンパス構築（国内最大規模の 1,720 戸を

整備）など、様々な質の高いプログラムを開発し受入れ・支援体制を完備したことにより留学生数（通

年）は大幅に増加し SGU 最終目標値も上回る成果をあげた。 

・ コロナ禍においても、2020 年度春学期より渡日できない留学生向けにオンライン入学前教育、オンラ

イン交換留学プログラム、メタバースを利用した国際共修授業などを国内大学に先駆けて積極的に実

施した。これにより、新型コロナウイルス感染症の影響による留学生数の一時的な減少を最小限に抑

えることに大きく寄与した。留学生数は、一時的に減少したが、2023 年度はコロナ前の水準に回復し

ている。 

・ 50 年以上の歴史を誇る東北大学留学生協会（TUFSA：Tohoku University Foreign Students 

Association）など複数の留学生支援団体のほか、2019 年度には日本人学生と外国人留学生がペア
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となり、共修しながら留学生のキャンパスライフを支援する窓口「留学生ヘルプデスク」を創設してい

る。さらに、2022 年度には外国人構成員の受入れ支援の全学展開を担う組織として新たに「国際サポ

ートセンター」を立上げ、受入れから離日まで一貫して支援する体制を SGU 事業期間内で完遂させ

た。 

・ 英語で学位取得可能な３学部・３コースによる「国際学士コース」では、入試合格直後より合格者向け

の『入学前研修プログラム』を開発・実施し、STEM 系科目や生活に必要な日本語の学習・日本の生

活文化、入学後の学生生活など多岐にわたった国際共修活動を伴うプログラムを海外に向けオンラ

インで提供している。担当教員のほか、在籍する先輩学生によるピアサポート体制も加わり、新入学

予定者だけでなく在学生にとっても学びを深める良い機会として進化している。本入学前教育は、入

学後単位化する仕組みも構築しており、アドバンスト・プレイスメント (AP: Advanced Placement)プログ

ラムとして確立した。 

・ 本学留学生による海外同窓会の結成（ニューヨーク、ベトナム、韓国、中国、タイ、インドネシア、台

湾、モンゴル）並びに海外アルムナイ組織との連携をコロナ以降、特に強化している。2022 年度に、

海外ステークホルダーとの連携強化、有力な同窓生等の情報を把握・ネットワーク構築を目的として、

海外において顕著な業績を有する同窓生等を顕彰する「東北大学国際功労賞」を創設した。2022 年

度には、個人６名、団体３組織、2023 年度には個人２名、団体１組織を表彰し、本学に招へいのうえ

総長・役員との懇談、現役学生との交流会開催などを通じネットワーク強化を図った。 

・ 留学生の定着支援のため、本学主催による外国人留学生対象ジョブフェアや個別セミナーなどを実

施し、日本における就職活動のノウハウ提供や留学生の採用に積極的な企業等とのマッチング等を

図ってきた。こうした取組の中で、「東北イノベーション人材育成プログラム（DATEntre）」を東北大学

が事務局となり 2017 年より開始した。文部科学省「留学生就職促進プログラム」の支援も受けて、地

元の３経済団体、３行政機関等、７教育機関による産官学のコンソーシアムを設立し、ビジネス日本

語、キャリア教育、PBL・国際共修、インターンシップによるカリキュラムを通じて外国人留学生の自己

理解・企業理解を促した。また、産官学の連携により、国内就職支援と県内定着を目指した企業と学

生との交流会や企業見学会、インターンシップ合同説明会やジョブフェアなど様々な取組を行ってき

た。これまで宮城県内で学ぶ 24 ヶ国・地域の学生 220 名が参加し、93 社がインターンシップ学生を

受け入れ、交流会等の参加者数は 1,885 名、カリキュラムを修了した正規修了生が 20 名、日本企業

に内定した学生は 74 名（うち県内企業への就職者 11 名）となった。文科省による支援終了後も継続

し、日本語、キャリア教育/ビジネス日本語/PBL の学習とインターンシップによる「履修認定プログラ

ム」の実施のほか、OBOG 会を設立し定期的な交流会の開催など、就職後の定着に向けて孤立を防

ぐためのネットワークの構築を図っている。また 2024 年２月には東北地域における高度外国人材の就

職促進・定着を図るため、産官学による「東北高度外国人材活躍推進コンソーシアム」が新たに発足

し、本学は東北経済産業局、ジェトロ仙台とともにコンソーシアム事務局を務めている。 

・ 2024 年 4 月より「キャリア支援センター特別連携プログラム」として東北大生を積極的に採用したい企

業と全学年を対象としたキャリア支援プログラムを開始した。企業の人事担当者や卒業生との交流機

会の提供、授業を通じた日本企業の企業文化や商慣習の理解促進などの様々な取り組みを行って

おり、外国人留学生も入学時より多様なキャリア支援を受けることができる。 

【計画内容】 

（日本人学生の送り出し） 

・ 本プログラムで開発・実施される多層的・発展的なカリキュラムによる外国人留学生と共に学ぶ「国際

共修科目」を、海外留学前の学部初年次から全学部生が履修可能とする。これにより、海外に対する

興味・関心の向上（マインドセット）と国際対応能力（グローバル・コンピテンシー）が育成され、海外留

学者数の拡充に大きく寄与する。こうした学部教育を受けた者が大学院へ進学した際にも、国際共同

大学院やダブル・ディグリーなど留学必須の学位プログラムへ躊躇なく挑むことができ、大学院学生

にとっても国境を超えた研究活動の契機となり、派遣数拡充に向けて大きな波及効果となる。 

・ 国際共修経験者で組織する国際共修サポーター・海外留学経験者で組織するグローバルキャンパス

サポーター、東北大学グローバルリーダー認定を受けた学生で組織する TGL コミュニティアンバサダ
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ー等による外国人留学生も交えた「学生主催の国際交流イベント」を活性化させる。こうした取組によ

り、留学に行きたい層の拡充、国際交流の日常化による国際共修キャンパスの創造を目指す。 

・ 国際共修授業の中で海外現地派遣プログラムを一部取り込んだ「モジュール化された国際共修授

業」を開発・拡充する。例えば、第１モジュール：解決課題を把握するための基礎講座、第２モジュー

ル：テーマ別グループ学習、第３モジュール：現地海外研修での聞き取り調査で構成するなど、15 回

の授業科目をモジュール化し最適な相手と共創することで、より広くより深い学習効果が得られる。 

・ コロナ禍で培ったオンラインによる留学や国際共修も組み合わせた「ブレンデッド国際教育」により、

現地への派遣期間を極力短期化したプログラムを開発するなど、カリキュラムの都合により留学困難

な学生への考慮、学部・研究科の特色にあった留学メニューの開発に努める。 

・ 体系化された「海外体験プログラム」や「学生主催の国際交流イベント」にあっては、本学公認のオー

プンバッジを発行するなど学修成果の可視化を図る。 

（外国人留学生の受入れ・定着支援） 

・ 理系学部のみで実施してきた国際学士コースを他学部へ拡充するほか、日本人学生と外国人留学

生が徹底した国際共修に浸る学士課程ゲートウェイカレッジを開設する。また、SGU で大幅に拡充し

た大学院レベルでの国際学位コース・国際共同大学院プログラムを本学の強みのある研究分野・国

際共同研究と連携させさらに発展させることで優秀な外国人留学生の獲得につなげる。 

・ 本プログラムで拡充する「社会共創型国際共修科目」のうち、外国人学生の評価が高い地域社会の

課題解決や学際性の強いテーマ扱う国際共修クラスの増設、国際共修科目の正規学部学生に加え

全学交換留学プログラム学生への必修化による日本人学生との共修を通じた拡がりにより、教育の国

際化と本学のプレゼンス向上が図られ、本学へ学位留学したい外国人留学生の更なる拡充・獲得に

寄与する。 

・ 本学が海外大学を相手に実施する「学期単位の交換留学プログラム」や「３か月未満のショートプログ

ラム」について、国際共修授業への参画による日本人学生との共修が可能になればよりプログラムの

魅力が増し、更なる参加者数の増加が可能となる。また、プログラム修了者については本学公認の

「オープンバッジ」を発行し国際通用性と学修成果の可視化を図る。 

・ 「東北大学国際功労賞」「同窓会アウォード」を継続開催し、海外で活躍する同窓生等との交流活性

化と活躍する同窓生等の掘り起しを継続的に行う（2024 年度にはインドネシア、ベトナムの同窓生集

会を予定）。本学独自のウェブプラットフォームである「Tohoku University Alumni Network」の登録コ

ンテンツを充実させることにより、登録者数増加とネットワークの拡大・関係強化に寄与する。 

・ 2022 年に創設された国際サポートセンターによるワンストップ支援体制を学内にとどまらず、地元自治

体（仙台市）と協働した取組に発展させる（共同窓口開設等）ことにより、外国人留学生だけでなく外

国人教員も研究に専念できる環境を整備する。外国人留学生と日本人学生がペアとなり生活相談を

受付ける「留学生ヘルプデスク」の複数キャンパスでの展開や、留学生支援団体をはじめ学生主催に

よる多文化共修に関する課外活動を充実させることにより、互いの文化理解や国際共修キャンパスと

しての深化を図る。 

・ 外国人留学生が国際共修授業を履修することにより、日本人や日本社会に対する理解が深まり外国

人留学生の卒業後の国内での定着にも繋がることが期待される。これら学生の定着支援のため、地

元自治体や企業等とのコンソーシアムによる取組として、「DATEntre」を日本語、キャリア教育/ビジネ

ス日本語/PBL の学習とインターンシップによる履修認定プログラムとして継続実施し企業理解の促進

と県内企業への就職を支援するとともに、「東北高度外国人材活躍推進コンソーシアム」と連携した東

北全域での企業受け皿を増加させる。また、東北大学キャリア支援センターでは、企業説明会やジョ

ブフェアを開催するとともに、日本語の習熟度が高くない英語学位コースに所属する学生の受入れ企

業の新規開拓に努める。本学は、現時点でも国内での就職希望者の６割以上の就職割合を確保して

いるが、こうした取組により事業最終年度までに７割以上の国内定着率を目指す。さらに、2026（令和

８）年度までに本プログラムで求められる「留学生就職促進教育プログラム認定制度」による認定を受

ける。 
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※該当がない場合は、「該当なし」と記入。 

（４） （該当あれば）その他 【１ページ以内】 
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審査項目③ 成果目標の設定  

○ 現状分析に基づいて、実施時期別、定量的な数値目標を明確に設定してください。 

  なお、「連携してプログラムを実施する機関」がある場合は、その機関毎に指標を作成してください。 

１）多文化共修科目数・参加学生数【表を除いて１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    

 

 

（大学名：東北大学） 各年度通年の数値を記入

科目数等
令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

正課科目数 8,577科目 8,500科目 8,500科目

　うち多文化共修科目数　① 78 科目 88 科目 113 科目

　【①の内訳】

　　・学士 66 科目 75 科目 100 科目

　　・博士前期 9 科目 10 科目 10 科目

　　・博士後期 3 科目 3 科目 3 科目

参加学生数
令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

①の参加学生数（Ａ：Ｂ＋Ｃ） 1,175人 2,850人 3,150人

　うち日本人学生数（Ｂ） 872人 2,400人 2,350人

　うち外国人学生数（Ｃ） 303人 450人 800人

　【Ａの内訳】

　　・学士 1,107人 2,750人 3,050人

　　・博士前期 61人 90人 90人

　　・博士後期 7人 10人 10人

学生総数
令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

学生総数（Ｄ：Ｅ＋Ｆ） 20,031人 20,000人 20,000人

日本人学生数（Ｅ） 16,621人 16,100人 15,230人

外国人学生数（Ｆ） 3,410人 3,900人 4,770人
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【現状分析】 

・ 本事業が要件とする多文化共修を、本学は国際共修として 2009 年度より国内に先駆け開始した。2009

年度「国際共修ゼミ」の５クラス開講を契機に、その後 GGJ や SGU を通じ、その規模・内容を大幅に拡大・

充実させた。 

・ 国際共修科目を中核として、全学教育（学士課程共通教育）に「国際教育群」を創設し、併せて学務審議

会に「国際教育委員会」も設置するなど、全学的普及と質保証がさらに進んだ。 

・ 2023 年度開講クラス数・受講者数（学部）は、66 クラス・1,107 人（外国人学生比率：約 25％）となり国内最

大規模を誇っている。全学部生を対象に、多様な学部から参画（文系約４割、理系約６割）するとともに、

国際共修を通じ海外有力大学と同等の国際教育環境（約 25％が外国人学生）が実現している。大学院

でも大学院共通科目として 12 科目提供している。コロナ禍においても「オンライン国際共修」を海外協定

校と連携して開講し、その取組は新聞等で先進的事例として紹介された。 

・ 現在の本学国際共修授業は国内最大規模の開講科目数を誇るものの、その内容において「異文化理

解」「文化学習」に焦点を当てた授業が多く、社会との連携による科目は限定的で連携範囲も地元にとど

まる。本学学生アンケートによれば、学外組織と連携した国際共修授業を受けてみたい者が 98％（理由：

グローバルな視点で自国や地域の課題を解決したい、通常の授業では得られない将来に繋がる経験を

得られる等）もおり、社会共創型国際共修への高いニーズと期待が表れている。 

・ 学内で国際共修を中核的に進めるグローバルラーニングセンターは、社会共創型国際共修の実践と開

発、それらをデザイン可能な教職員の整備を図るべく、新たに社会共創推進ユニットをセンター内に創設

し、社会共創型国際共修を学部・研究科へ波及させることを組織のミッションとしている。 

【計画内容】 

・ 学生 1 人ひとりの国際経験、学術的関心、習熟度を考慮し、導入教育から、より専門性・難易度の高い学

習体験へ発展的な国際共修カリキュラムで学生の学び・成長を支援する。首都圏の学生に比べ、大学入

学時までの国際経験が限定的な本学学生に応じた国際共修体験を段階的に提供する。 

・ 導入教育として位置付ける Tier 1 では、学部初年次の必修科目「学問論」に多文化共修セミナー、外国

人留学生との英語による国際共修活動、成果報告をセットにした多文化共修モジュールを統合する。この

モジュールでは国際社会における多文化共生の在り方を学び、実際に国際共修を経験することで多文化

共修リテラシーを身に付ける。2024（令和６）年度より段階的に準備を進め、2026（令和８）年度までに全学

部初年次学生に多文化共修モジュールを提供する。座学だけでなく、実際に国際共修活動を経験させる

ことを重視するため、本学の海外協定校の日本語学習者とのオンライン交流、短期研修、交換留学で受

け入れる留学生との協働・交流を取り入れたダイナミックな国際共修コミュニティを形成する。既に対象大

学・プログラムとの調整を始めている。 

・ Tier 2 として、具体的な社会課題に取り組む国際共修科目を、6 つの学際的クラスターにて提供する。異

文化コミュニケーション、日本文化、比較文化をテーマとする科目を集約した「インターカルチュラル・スタ

ディーズ」に加えよりテーマ性の強い５つのクラスター、「グリーン未来社会創造」、「グローバル・リーダー

シップ」、「科学技術イノベーション」、「グローバル・シティズンシップ」、「グローカル課題解決」を設け、学

生が自身の関心や習熟度に合わせた国際共修活動に挑めるようカリキュラムを設計する。 

・ 全クラスターにおいて学外ステークホルダーを連携し、国際共修科目を現在の 66 科目・履修者 1,107 人

から、事業最終年度には全学部生の履修を可能とする規模まで拡大する。 

・ グローバルラーニングセンターに国際共修カリキュラム・コーディネータ（外国人含む）を配置し、Tier1 科

目の多文化共修モジュール及び Tier2 の社会共創型国際共修科目のカリキュラム構築・運営を行う。国

際共修科目担当者については各学部からも参画を得て、国際共修を全学的に推進する。 

・ 2021 年度より国立大学５大学と実施している国際共修科目の単位互換交流（ICL プロジェクト）について、

更なるコンテンツ充実と本プログラムの採択大学との連携を図り、参加数・科目数を増加させる。 
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２）多文化共修科目に関連する担当教員や多文化共修に関連する TA・SA の数 

【表を除いて１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    

 

 

 

 

 

（大学名：東北大学） 各年度５月１日の数値を記入

担当教員数
令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

教員総数（Ａ) 3,145人 3,145人 3,145人

　うち多文化共修科目の担当教員数（Ｂ) 31 人 45 人 62 人

割合（Ｂ／Ａ) 1.0% 1.4% 2.0%

年間の総数（のべ）の数値を記入

ＴＡ・ＳＡ数
令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

TA・SA総数（Ｃ) 7,883人 7,800人 7,800人

　うち多文化共修に関連して雇用する
　TA・SA数（Ｄ)

241人 400人 600人
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【現状分析】 

（担当教員） 

・ 上記実績値のとおり、国際共修授業の教員は非常勤講師を含め約 30 名で、異文化間教育・国際教

育・日本語教育を専門とする教員が主要メンバーである。また、総合研究大学の強みを活かし、各学

部・研究科から専門性を持つ教員が参加し、全学一体となって授業を運営している。 

・ 全 15 回の授業は教育目的ごとにモジュール化し、最適な学外の実務家・有識者等を非常勤講師やゲ

ストスピーカーとして招くことで、個々の学生のニーズに応じ重層的な教育経験を提供している。 

・ 多くの教員やゲストスピーカーの参加により高評価の授業を提供しているものの、社会共創型国際共

修授業の拡大には、学内の社会共創リソースの活用と国内外の実務家や有識者との共創が必要であ

る。これにより新たな国際共修モデルを創造し、学生に提供することが求められている。 

（ＴＡ・ＳＡ） 

・ 上記実績値のとおり、全学教育科目における国際共修授業では、全クラスに TA を措置し授業運営を

支えている。本学は、2022 年度新たに３種の段階的 TA 制度：Basic Teaching Assistant（BTA）、

Teaching Assistant（TA）、Teaching Fellow（TF）を設け、教育を行う側へのトレーニングの機会を提供し

ている。 

・ 上記 TA に加え、本学独自の取組として国際共修授業経験者を対象とした「国際共修サポーター制

度」を設け AA（アドミニストレイティブ・アシスタント）として任用している。先輩となる国際共修サポータ

ーが、国際共修授業を通じて教員と受講学生を繋ぐファシリテーターとなり学習を支援している。 

・ その他、グローバルキャンパスサポーター（海外留学経験者による支援）、TGL コミュニティアンバサダ

ー（TGL 認定者によるグローバルリーダー育成）、留学生ヘルプデスク AA（日本人学生と外国人留学

生のペアによる生活支援）、IPLANET リーダー（交換留学生との共修活動企画）など、多岐にわたる学

生活動を支援する制度を設け、雇用を通じ教育活動に参画させている。 

・ 多くの学外ステークホルダーが関与する国際共修授業の円滑な実施のため、教職員だけでなく国際

交流経験豊富な学生の支援も欠かせないため、TA や SA としてより多くの学生の参画が必要である。 

【計画内容】 

（担当教員） 

・ 学務審議会の科目委員会のもと、2026（令和８）年度の多文化共修モジュールの学部初年次必修科目

への導入までに、国際共修科目担当教員（外国人を含む）を新たに 14 人配置し、計 45 人で学問論の

多文化共修モジュール（必修）と国際共修科目 75 科目を実施する。14 人の内訳は、専任教員３人、非

常勤講師６人、学部や研究所などの学内協力教員５人である。専任教員はカリキュラム・コーディネー

タとして多文化共修モジュールの円滑運営、国際共修活動連携先の開拓、教員や学生への支援を行

うとともに、複数の国際共修科目を担当する。学内協力教員については、最先端の研究成果を教育に

還元する場として国際共修の開講を希望する外国人教員数名と既に打ち合わせを始めている。 

・ 2029（令和 11）年度には、教員数を 62 人に増員し、上記の３人の専任教員以外に、新たに非常勤講

師４人、学内協力教員 13 人を増員したうえで、より多くの学内協力教員が参画しながら、本学が持つ

様々な社会課題解決の取組を本プログラムに取り込んでいく体制とする。 

（ＴＡ・ＳＡ） 

・ Tier１で実施する学部必修科目での多文化共修モジュール、国際共修科目の増設とともにティーチン

グ・アシスタント（TA）、国際共修サポーター（AA）を拡充し、現在の 241 人から 2026（令和８）年度まで

に 400 人、2029（令和 11）年度までに 600 人とする。なお、事業終了後の自立化に向けて、授業を支

援する TA、国際共修サポーター制度については内在化を図る。 

・ 本学独自の TA 制度（BTA・TA・TF）に基づき段階的に雇用することで、将来国際共修の教育を

行う者や社会共創型国際共修のカリキュラム・コーディネータのほか、社会課題に積極的に取り組

むグローバルリーダーの育成を図る。 

・ 国際共修サポーター等の拡充と学生による活動活性化と裾野拡大のため、国際交流や海外留学

に興味のある学生層に対し、学内留学啓発イベント、授業、SNA 等の場を通じ積極的に広報のう

え優秀な TA や SA を確保する。 
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３）多文化共修科目に関連して、連携する地方公共団体や企業、NPO・NGO・国際機関等の数 

【表を除いて１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                      

 

 

 

 

  

（大学名：東北大学） 各年度通年の数値を記入

令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

連携する地方公共団体の数 5 件 8 件 10 件

連携する企業等の数 3 件 12 件 20 件

連携するNGO・NPO・国際機関等の団体 2 件 10 件 20 件
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【現状分析】 

・ 上記の実績値は、カリキュラムデザインから授業、評価に至るまでを組織的に連携しながら形作る「社

会共創型国際共修」授業における、学外共創機関数を示している。一時的なフィールドワーク先や学

外スピーカーとの連携機関数は含まれていない。 

・ 地元自治体や企業、復興支援を共通課題とする自治体、海外大学・国際機関等と共創することで、グ

リーン未来社会創造、グローバル・シティズンシップ形成、グローカル課題解決、インターカルチュラ

ル・スタディーズ等を領域とした国際共修を展開している。 

・ 現在の本学国際共修授業はその内容において最も基礎となる多様な背景を持つ他者との理解を深め

る「異文化理解」に焦点を当てた授業が多く、社会との連携による科目は限定的で連携範囲も地元にと

どまっており、より広い学外ステークホルダーとの組織的連携が重要である。 

・ コロナ禍の経験を経て、欧米ではオンラインや COIL を活用したブレンデッド・モビリティプログラムが多

くの大学で実施されており本学にも連携要請が多く届いている。対面とオンラインを活用したブレンデ

ッド型国際共修授業により、より広い共創機関との連携が可能になると考える。 

【計画内容】 

・ 大学入学前の予備教育から高年次まで一貫してグローバルな視点で社会的課題を理解し、実社会で

課題解決に取り組む社会共創型の国際共修科目を 2026（令和８）年度までに 30 科目、2029（令和 11）

年度までに 50 科目に拡充するため、多様な学外ステークホルダーとの連携を加速させる。 

・ これまで連携を進めてきた仙台市商工会議所、宮城県国際化協会などの地方公共団体を現在の５団

体から 2026（令和８）年度には８団体へ、2029（令和 11）年度までに 10 団体に拡大する。 

・ 国際共修 PBL 授業で連携する企業については、現在の地域社会に根差した 3 社から、2026(令和 8) 

年度にはグローバルに展開する企業を含む 12 社、2029(令和 11)年度には 20 社とする。本学で留

学や国際共修を経験した卒業生がグローバルに活躍しているため、それらのネットワークを活用し、連

携企業を増やす準備を既に始めている。 

・ 例えば、技術の創出と実用化で社会課題の解決に取り組む日本最大級の研究機関である産総研

とは、オンラインミーティング、産総研東北センター訪問・所長との面談、産総研授業開発担当者

による本学の国際共修授業視察を終え、日本の最先端の研究成果が国際社会に与えるインパク

トをテーマとした＜科学技術イノベーション＞クラスターでの次年度の開講に向け、具体的な準備

を進めている。 

・ 国際機関、NGO・NPO、海外協定校などの多様なプレーヤーとの組織的連携を進め、2026（令和８）年

度には現在の 2 団体から 10 団体に、2029（令和 11）年度には 20 団体へと現在の 10 倍に拡大する。

本学は 2024 年度に JICA 並びに仙台市と新たなプログラムに関する覚書を締結し、グローバル人材育

成や外国人留学生の定着支援において協働を進めている。具体的には JICA、仙台市と連携して、開

発途上国と日本の知恵と想いを繋ぐ課題解決型の「ソーシャル・イノベータ・ハブ（SIH）プログラム」を日

本の大学としては初めてホストし、ビジネスを通じて各国の社会課題解決を目指す「次世代の社会イノ

ベータ」の育成に貢献している。災害科学や環境科学における知と、国際共修環境の提供により、イン

ドネシア・モンゴル・ペルー・ナイジェリアの新興国の学生と本学の学生が専門家の助言を受けながら

学び合う機会を創出している。 

・ これらの社会共創パートナーとの連携を円滑に進めるため、国際共修の意義や連携方法をわかりやす

く解説する共創パートナー向けの「国際共修社会連携ガイドブック」も作成している。 
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４）日本人学生の海外留学人数・割合【表を除いて１ページ以内】 

 ※要件：事業計画最終年度の人数が、令和５年度比 220％以上もしくは全学生数の３割以上に設定すること 

【実績及び目標設定】                     

 

 

  

（大学名：東北大学） 各年度通年の数値を記入

（目標値）
令和５年

度比

日本人学生数（Ａ） 16,621人 16,100人 15,230人

日本人学生の海外留学人数（Ｂ) 923人 1,375人 2,030人 220%

　うち、多文化共修科目に関連して海外
留学する日本人学生数（Ｃ）

308人 450人 1,000人

　【内訳】

　　①短期留学人数 146人 200人 500人

　　②中期留学人数 84人 130人 250人

　　③長期留学人数 78人 120人 250人

割合（Ｂ／Ａ) 5.6% 8.5% 13.3%

令和５年度
(実績値）

令和８年度
（目標値）

令和11年度
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【現状分析】 

・ SGU 事業期間内において、①学部生を中心とした短期海外研修となるスタディアブロードプログラムや

中長期で専門性の高い海外協定校への派遣 ②SGU で開始した国際共同大学院プログラムによる海

外有力大学への研究派遣 ③留学経験学生によるグローバルキャンパスサポーター企画イベントによ

る留学機運の醸成・ピアサポート・文科省や国内大学が参加するプラットフォーム事業 SIPS（Staff＆

student Initiative for Promoting Study abroad）での情報発信 ④コロナ禍では本学主催または大学間

コンソーシアムと共催によるオンライン派遣プログラムを国内大学でいち早く実現等の取組により、日本

人学生の海外留学人数は大幅に増加し、学生の流動性が飛躍的に向上した。 

・ 学部学生の多くは、国際共修（本プログラムの多文化共修）科目の履修を経て海外留学等へ参画して

おり、より深い学習効果が得られるようになっている。 

・ コロナ禍で激減した海外留学者もコロナ後は順調に回復途上にあったが、円安・物価高により経済的

事情で海外留学を控える学生が増えていることが直近の課題である。 

・ コロナ禍で培ったオンライン留学の利点を活かし、対面とオンラインのバランスを取り最適かつ効果的

な組み合わせによる「ブレンデッド・モビリティプログラム」を全学波及させ、学生の経済的負担、留年や

就職の不安、身体状況に左右されないレジリエントな国際教育を目指すことが今後重要である。 

【計画内容】 

・ 正課内外の国際共修経験と派遣留学を連動させることで、派遣留学者数の増加と内容の充実を図る。

本プログラムで開発・実施される多層的・発展的なカリキュラムによる外国人留学生と共に学ぶ「国際共

修科目」を学部学生が受講することで、海外に対する興味・関心の向上（マインドセット）と国際対応能

力（グローバル・コンピテンシー）が育成され、海外留学者数の増加が見込まれる。こうした学部教育を

受けた者が大学院へ進学した際にも、国際共同大学院やダブル・ディグリーなど留学必須の学位プロ

グラムへ躊躇なく挑むことができ、大学院学生にとっても国境を超えた研究活動の契機になるとともに、

派遣数拡充に向けて大きな波及効果となる。 

・ 本学が実施する全ての短期海外研修・交換留学プログラムの候補者の選定において国際共修活動経

験を審査加点項目とするインセンティブを付与し、留学での学びをより深いものになるようにする。 

・ 短期海外研修プログラムの事前研修として派遣先大学の学生及び教員とのオンラインによる国際共修

を組み込む（既にカリフォルニア大学、ノースカロライナ大学、マラヤ大学、ヨーク大学等と取組を開始

し効果を確認済み）。 

・ コロナ禍で培ったオンラインによる留学や国際共修も組み合わせた「ブレンデッド国際教育」により、現

地への派遣期間を極力短期化したプログラムを開発するなど、カリキュラムの都合により留学困難な学

生への考慮、学部・研究科の特色にあった留学メニューの開発につとめる。 

・ 国際共修授業の中で海外現地派遣プログラムを一部取り込んだ「モジュール化された国際共修授業」

を開発・拡充する。例えば、第１モジュール：解決課題を把握するための基礎講座、第２モジュール：テ

ーマ別グループ学習、第３モジュール：現地海外研修での聞き取り調査で構成するなど、15 回の授業

科目をモジュール化し最適な相手と共創することで、より広くより深い学習効果が得られる。 

・ 国際共修経験者で組織する国際共修サポーター・海外留学経験者で組織するグローバルキャンパス

サポーター、東北大学グローバルリーダー認定を受けた学生で組織する TGL コミュニティアンバサダ

ー等による外国人留学生も交えた「学生主催の国際交流イベント」を活性化させる。こうした取組によ

り、留学に行きたい層の拡充、真の国際共修キャンパスの創造をめざす。 

・ 教育プログラムとして、体系化された質の高い「海外体験プログラム」や「学生主催の国際交流イベン

ト」にあっては、本学公認のオープンバッジを発行するなど学修成果の可視化を図る。 

・ SIPS（Staff＆student Initiative for Promoting Study abroad）には創設当初から参加し、情報交換会での

本学学生や教員による取組の発表など、教職員と学生が一体となり留学機運醸成にチームで取り組む

大学間のプラットフォーム構築に貢献している。この知見を本学の留学機運醸成に生かす。 

・ 上記の計画・取組等により、事業最終年度までに 2023（令和５）年度比 220％以上の日本人学生海外

留学者数を達成する。 
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 ５）外国人留学生数・割合【表を除いて１ページ以内】 

 ※要件：事業計画最終年度の人数が、令和５年度比 140％以上もしくは全学生数の３割以上に設定すること 

【実績及び目標設定】                   

 

 

 

 

  

（大学名：東北大学） 各年度５月１日の数値を記入

全学生数（Ａ) 18,218人 18,200人 18,200人

令和５年度
(実績値）

令和８年度
（目標値）

令和11年度
（目標値）

各年度通年の数値を記入

（目標値）
令和５年

度比

外国人留学生数（※短期留学生含む）
（Ｂ)

3,226人 3,710人 4,520人 140%

【内訳１】

　うち、外国人留学生数（※短期留学生
含まず）

2,807人 3,230人 3,930人

　うち、短期留学生数 419人 480人 590人

割合（Ｂ／Ａ) 17.7% 20.4% 24.8%

令和５年度
(実績値）

令和８年度
（目標値）

令和11年度
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【現状分析】 

・ SGU 事業期間内において、①英語で学位取得可能な国際学位コースの拡充（2013 年度：24 コース

→2023 年度：60 コース）②国際共同大学院やダブル・ディグリーなど、海外有力大学との国際共同教

育プログラム（2013 年度：９プログラム→2023 年度：44 プログラム）③6～12 カ月の交換留学プログラム

（2013 年度：160 人→2023 年度：245 人）④3 か月未満のショートプログラム（2013 年度：56 人→2023

年度：177 人）⑤国際混住型学生寄宿舎での国際共修キャンパス構築（国内最大規模の 1,720 戸を整

備）など、様々な質の高いプログラムを開発し、受入れ・支援体制を完備したことにより留学生数は大幅

に増加し SGU 最終目標値も上回る成果をあげた。 

・ コロナ禍においても、2020 年度春学期より渡日できない留学生向けにオンライン入学前教育、オンライ

ン交換留学プログラム、海外協定校と連携したオンライン国際共修授業などを国内大学に先駆けて積

極的に実施した。これにより、新型コロナウイルス感染症の影響による留学生数の一時的な減少を最小

限に抑えることに大きく寄与した。 

・ 2019 年度に日本人学生と外国人留学生がペアとなり、共修しながら留学生のキャンパスライフを支援

する窓口「留学生ヘルプデスク」を創設した。また、2022 年度には外国人構成員の受入れ支援の全学

展開を担う組織として新たに「国際サポートセンター」を立上げ受入れから離日まで一貫して支援する

体制を SGU 事業期間内で完遂させた。 

・ 国内他大学と同様に、本学における学部正規学生の留学生比率は２％弱と低い。本学の現状として、

国際共修を担う外国人学生の多くが交換留学生（非正規学生）であることから安定かつ充実した国際

共修の実施に向けては学部レベルでの留学生数増加と出身国・地域の多様化、戦略的海外リクルー

ティングが必要である。また、学部課程における定員管理上の問題も拡充に向け課題となっている。 

【計画内容】 

・ 理系学部のみで実施してきた国際学士コースを他学部へ拡充するほか、徹底した国際共修に浸るゲ

ートウェイカレッジを開設する。また、SGU で大幅に拡充した大学院レベルでの国際学位コース・国際

共同大学院プログラムを本学の強みのある研究分野・国際共同研究と連携させ、さらに発展させること

で優秀な外国人留学生の獲得につなげる。 

・ 本学が海外大学を相手に実施する「学期単位の交換留学プログラム」や「３か月未満のショートプログ

ラム」について、国際共修授業への参画による日本人学生との共修が可能になれば、よりプログラムの

魅力が増し、更なる参加者数の増加が見込める。また、プログラム修了者については本学公認の「オー

プンバッジ」を発行し国際通用性と学修成果の可視化を図る。 

・ 「東北大学国際功労賞」「同窓会アウォード」を継続開催し、海外で活躍する同窓生等との交流活性化

と活躍する同窓生等の掘り起しを継続的に行う（2024 年度にはインドネシア、ベトナムの同窓生集会を

予定）。本学独自のウェブプラットフォームである「Tohoku University Alumni Network」の登録コンテン

ツを充実させることにより、登録者数増加とネットワークの拡大・関係強化に寄与する。 

・ 学部・大学院の入学者選抜を統括する全学的組織「アドミッション機構」を設置し、機構内に海外リクル

ーティングを担当する部門創設と専門人材の配置を進め海外での広報を強化する。 

・ 2022 年に創設された国際サポートセンターによるワンストップ支援体制を学内にとどまらず、仙台市と

協働した取組（共同窓口開設等）に発展させることにより、外国人留学生だけでなく外国人教員も研究

に専念できる環境を整備する。外国人留学生と日本人学生がペアとなり生活相談を受付ける「留学生

ヘルプデスク」の複数キャンパスでの展開や、学生主催による多文化共修に関する課外活動を充実さ

せることにより、互いの文化理解や国際共修キャンパスとしての深化を図る。 

・ 本プログラムで拡充する「社会共創型国際共修科目」のうち、特に外国人学生の評価が高い地域社会

の課題解決や学際性の強いテーマ扱う国際共修クラスの増設、国際共修科目の正規学部学生に加え

全学交換留学プログラム学生への必修化による日本人学生との共修を通じた拡がりにより、教育の国

際化と本学のプレゼンス向上が図られ、本学へ学位留学したい外国人留学生の更なる拡充・獲得に寄

与する。 

・ 上記の計画・取組等により、事業最終年度までに 2023（令和５）年度比 140％以上の外国人留学生数

を達成する。 
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６）外国人留学生の国内及び地域への就職人数・割合【表を除いて１ページ以内】 

 ※要件：事業計画最終年度の進学者を除く国内での就職希望者の６割以上を占めること 

【実績及び目標設定】                   

 

 

 

  

（大学名：東北大学）

令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

外国人留学生のうち就職希望者数① 428 人 450 人 473 人

　　【①の内訳】

　　　・国内就職希望者数 （ア） 256 人 270 人 283 人

　　　・海外就職希望者数 （イ） 172 人 180 人 190 人

外国人留学生のうち就職者数② 246 人 258 人 271 人

 　 ・②のうち、国内就職者数 （ウ） 161 人 180 人 200 人

【割合】
　国内就職者数（ウ）／国内就職希望者
数（ア）

62.9% 66.7% 70.7%

各年度内に卒業・修了する者に対して行った調査の数値を記入
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【現状分析】 

・ 本学の 2023（令和５）年度外国人留学生国内就職者数の内訳は、学士課程７名、修士課程 81 名、博

士課程 73 名となっている。修士課程学生の場合、文系の研究科修了者は総合職等に、理系の研究科

修了者は企業等において研究職に従事している者が多い。また博士課程修了者の多くは国内大学等

での研究に従事している。博士課程学生の多くはアカデミアへの就職を希望しているが、そのことは民

間企業をはじめとするアカデミア以外への進路にも視野を広げることで、国内就職の可能性が高まるこ

とを示している。 

・ 本学の外国人留学生の就職においては 2023（令和５）年度では大学院生が 95％以上を占めており大

学院生を対象とした支援が重要である。前年度と比較すると特に修士課程からの国内就職者が 54 人

から 81 人に大幅に増加しており、このことが外国人留学生の卒業・修了者に占める国内就職者の比率

が約 24％から 27％に増加したことに大きく貢献している。 

・ しかし、この大学院生の国内就職を難しくする要因のひとつが大学所在地への就職選好の弱さであ

る。2023（令和５）年度の国内就職者のうち、宮城県内就職者は 61 名と 38％ほどを占めているが、課

程別の内訳は学士課程４名、修士課程５名、博士課程 52 名となっており、人数規模の大きい修士課程

での流出傾向が顕著である。博士課程の県内就職者の多くは本学を含む研究機関への就職である。

産業の状況等から容易なことではないが、修士課程学生の宮城県内あるいは東北地域への就職を拡

大させることは、本学からの国内就職者数をさらに拡大させる可能性がある。また博士課程修了後の民

間企業等への就職促進を進めることは博士課程進学者の増加とも相乗効果を持ち、重要な取組となり

得るものであると考えられる。 

・ 本学高等大学院機構には博士課程学生のキャリア支援を行っている高度イノベーション博士人材ユニ

ットが設置されており連携を強化しながら博士課程学生の国内就職支援を進めている。 

【計画内容】 

・ 外国人留学生の国内就職者の増加に向けて、コンソーシアムの連携を活かした取組による効果と本学

独自の取組の両輪による効果によって目標値の達成を目指す。まず「東北イノベーション人材育成コン

ソーシアム（DATEntre）」においては、宮城県内の企業や経済団体、行政機関等と連携して取り組んで

きた実績があり、県内企業の認知度を高め、学生の進路の選択肢を増やすために今後も積極的に運

営に関わっていく。県内企業のインターンシップ実施率向上に向けて、出会いの場の創出などを通じ

て国内就職者数を増加させる取組を続ける。 

・ さらに「東北高度外国人材活躍推進コンソーシアム」においても、本学は東北経済産業局、ジェトロ仙

台とともにコンソーシアム事務局の一員として事業企画などに関与している。本コンソーシアムでは県

内のみならず、岩手県、山形県、福島県の企業との連携を推進しており、外国人留学生が東北の企業

を知り、東北の企業が就職先として選択されるよう取り組んでいる。全国的に見ても東北地域の高度外

国人材の採用は低い水準にあるが、こうした取組を継続することにより、採用する側と就職する側の双

方の意識を変化させていくことを目指す。 

・ 大学主催による「特別連携プログラム」を継続的に開催し、卒業生も活躍する本学生を積極的に採用

する企業による企業説明会やセミナー、外国人留学生対象ジョブフェアなどの年間を通じて接点を創

出する。また、英語のみで修了できるコースの学生を受け入れる企業の開拓も併せて進めていく。具体

的には、企業を対象としたセミナーなども実施し、これまで外国人留学生の採用を検討していなかった

中堅企業にも採用の可能性について検討を促す体制を構築する。 

・ 2026（令和８）年度までに「外国人留学生就職促進教育プログラム」の認定を受けるため、インターンシ

ップや日本語教育の強化を図り履修者の国内就職を強力に後押しする。また、2023（令和５）年度から

実施しているキャリア支援センター特別連携プログラムによって本学と企業団体約 150 社との密な連携

体制が構築されており、国内就職希望者に対する細やかな支援ができる状況を維持発展させていく。 

・ これらの取組によって外国人留学生の国内就職希望者数に対する国内就職者数を 2029（令和 11）年

度までに８％程度増加させ、合計で国内就職希望者の 70％以上がその希望を達成できるようになるこ

とを目標とする。 
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７）プログラム実施の前提となる大学の国際化【表を除いて１ページ以内】 

【実績及び目標設定】   

                 

 

 

 

 

【全体情報】 各年度５月１日の数値を記入

令和５年度 令和８年度 令和11年度

（実績値） （目標値） （目標値）

18,218人 18,200人 18,200人

3,141人 3,100人 3,100人

※「全学生数」は、学校基本調査の定義によるものとする（非正規生課程の学生を含む）。

※「専任教員」は、従前の大学設置基準第十二条で定める「専任教員」の数値を記入すること。

各年度通年の数値を記入

令和５年度 令和８年度 令和11年度

（実績値） （目標値） （目標値）

8,577科目 8,500科目 8,500科目

※「授業科目」は、「授業総数」を記入すること。

【人数、科目】 各年度通年の数値を記入

令和５年度 令和８年度 令和11年度

（実績値） （目標値） （目標値）

3,226人 3,710人 4,520人

1,209科目 1,400科目 2,125科目

各年度５月１日の数値を記入

令和５年度 令和８年度 令和11年度

（実績値） （目標値） （目標値）

303人 350人 420人

※「外国人教員」は、従前の大学設置基準第十二条で定める「専任教員」のうち、該当する数値を記入すること。

【割合】

令和５年度 令和８年度 令和11年度

（実績値） （目標値） （目標値）

17.7% 20.4% 24.8%

9.6% 11.3% 13.5%

14.1% 16.5% 25.0%

※：  i）外国人留学生の割合は、全学生数に占める年間の外国人留学生

　   ii）外国人教員の割合は、全専任教員に占める外国人教員

　  iii）外国語による授業は、全授業科目に占める外国語により実施される授業科目（語学としての授業を除く）

大学名 東北大学

（SGU採択の有無） 〇

ii）   外国人教員

B.全専任教員

A.全学生数

C.全授業科目

i）   外国人留学生（※短期留学生含む）

iii） 外国語による授業

※ここで定める「外国人留学生」とは、外国人学生のうち、「出入国管理及び難民認定法」別表第1に定める「留学」の在留資格
　により、申請大学において教育を受ける学生、及び「留学」の在留資格を有さない短期留学生も含めるものとする。

i）  外国人留学生

ii） 外国人教員

iii）外国語による授業
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【現状分析】 

目標ⅰ：外国人留学生 

・ 英語で学位取得可能な「国際学位コース」の充実、海外有力大学との「国際共同大学院」、海外協定校

との「交換留学プログラム、ショートプログラム」、国際混住型学生寄宿舎の整備などにより、SGU 事業期

間中に外国人留学生数・割合は 2023（令和５）年度：3,226 人/17.7％と大幅に増加し、最終目標値を達

成した。一方、国内他大学と同様、学部正規学生の外国人留学生比率が低いため、安定かつ充実した

国際共修の実施に向けては学部レベルでの留学生数増加と出身国・地域の多様化、戦略的な海外リク

ルーティングが必要である。 

目標 ii：外国人教員 

・ 「外国人教員雇用促進経費」など、学内財源を原資とした支援制度の構築と国際公募の推進、外国人構

成員の一元的支援組織「国際サポートセンター」の創設などの環境整備により、SGU 事業期間中に外国

人教員数・割合は 2023（令和５）年度：303 人/9.6％と大幅に増加し、最終目標値は達成した。今後の増

員にあたっては、魅力的な研究環境の提供と自治体等と連携した生活支援体制が必要である。 

目標 iii：外国語による授業 

・ 「国際学位コース」の充実等による留学生の大幅な増加、「外国人教員支援制度」の充実等による外国

籍教員の増加、「国際共同大学院」の成長による教育の国際化などにより、SGU 事業期間中に外国語に

よる授業数・割合は 2023（令和５）年度：1,209 科目/14.1％と大幅に増加し、最終目標値を達成した。大

学院に比して大きな伸長に至らなかった学部での科目数・割合を拡充することが今後必要である。 

【計画内容】 

目標ⅰ：外国人留学生 

・ 「国際学位コース」をさらに充実させ、理系学部のみで実施してきた国際学士コースを他学部へ拡充する

ほか、日本人学生と外国人留学生が徹底した国際共修に浸る学士課程ゲートウェイカレッジを開設す

る。大学院レベルでの国際学位コース・国際共同大学院プログラムを本学の強みのある研究分野・国際

共同研究と連携し、さらに魅力的なプログラムとして発展させ優秀な外国人留学生の獲得に繋げる。 

・ 日本の特徴、本学の研究の強みを活かした交換留学プログラム、戦略的パートナー校向けの国際プレ

ゼンスの高いオーダーメイド型留学プログラムを開発・提供する。 

・ 学部・大学院の入学者選抜を統括する全学的組織「アドミッション機構」を設置し、機構内に海外リクル

ーティングを担当する部門創設と専門人材の配置を進め海外での広報を強化する。 

・ 本プログラムを通じた、学外ステークホルダーと共創した国際共修科目等の拡充、特に外国人学生の評

価が高い地域社会の課題解決や学際性の強いテーマを扱う国際共修クラスの増設と国際共修科目の

交換留学生への必修化、英語を中心とする国際共修科目の学生全体への拡がりにより、国内学生と外

国人留学生が真に学び合う場の創出し、外国人留学生の増加に繋げる。 

目標 ii：外国人教員 

・ 国際公募や海外有力大学とのクロスアポイントメントを積極的に進めるとともに、採用したテニュア／テニ

ュアトラック教員が PI（Principal Investigator）として独立した研究ユニットを運営可能な制度の確立等、世

界の研究者を惹きつける研究環境を整備のうえより多くの優秀な外国人教員を獲得する。 

・ 国際サポートセンターによるワンストップ支援体制を学内にとどまらず、仙台市と協働した取組（共同窓口

開設等）に発展させ、社会とともに外国人教員が研究に専念できる環境を整備する。 

・ 本プログラムで開始する英語による国際共修科目の増設に伴い、専門分野での高い研究力と、海外ス

テークホルダーと強力なネットワークを有する外国人授業担当教員等を増員する。 

目標 iii：外国語による授業 

・ 上述した目標ⅰ～ⅱの計画に加え、本プログラムを通じた、国際共修科目（英語科目）の学部教育への

拡充と必修化を通じ、特に学部での外国語の授業科目数・割合を拡充させる。 

・ 国際共同大学院プログラムを成功事例として、海外有力大学との協働により学術の進展や社会ニーズの

変化に柔軟かつ機動的に対応できる英語を標準とする大学院プログラムの拡充等により、大学院での外

国語の授業科目数・割合を拡充させる。。 
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※必ず作成すること。 

８）その他 任意指標【表を除いて１ページ以内】 

【実績及び目標設定】                    

 

 

 

（大学名：東北大学） 各年度任意の数値を記入

令和５年度
(実績値）

令和８年度
(目標値）

令和11年度
(目標値）

多文化共修等による「学生主催イベント
数・参加学生数（年）」

38回／1,410人 50回／2,500人 60回／3,000人

学生を対象とした「オープンバッジ発行
数（年）」

2,531個 3,500個 5,000個

※多⽂化共修等による「学⽣主催イベント数・参加学⽣数（年）」は、多⽂化共
修、海外留学への興味・関⼼の掘り起こし・意欲醸成、外国⼈留学⽣への受⼊⽀援
などを⽬的とした学⽣（団体）⾃ら企画・実施した通年のイベント数・参加学⽣数
とする。

※学⽣を対象とした「オープンバッジ発⾏数（年）」は、多⽂化共修以外の科⽬を
含むマイクロクレデンシャル発⾏・活⽤のため、学⽣を対象とした通年のオープン
バッジ発⾏数とする。
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【現状分析】 

（指標１）多文化共修を通じた「学生主催イベント数・参加学生数（年）」 

・ 本学は、GGJ や SGU 事業を契機に、国際交流や海外留学への興味・意欲を高めるため、国際共修や

留学経験のある学生、グローバルリーダー認定学生たちが企画する国際交流イベントや学外活動を大

学全体で支援し、運営に参画させてきた。 

・ 本学独自の取組として、国際共修授業経験者を対象とした国際共修サポーター（教員と受講学生を繋

ぐファシリテーターとなり学習を支援）、グローバルキャンパスサポーター（海外留学経験者による留学

支援）、TGL コミュニティアンバサダー（TGL 認定者によるグローバルリーダー育成）、留学生ヘルプデ

スク AA（日本人と留学生とのペアによる生活支援）、IPLANET リーダー（交換留学生との共修活動企

画）など、多岐にわたる学生活動を支援する制度を設け、雇用を通じ教育活動に参画させている。 

・ 国際交流や留学経験が豊富な学生たちの多文化共修による自主的な企画・活動を通じて、国際共修

履修者や留学者数の増加と裾野の拡大を図ることが必要である。 

（指標２）学生を対象とした「オープンバッジ発行数（年）」 

・ 本学は、学内議論を経て 2022 年度に学務審議会で「オープンバッジ発行」方針が承認され、統一発

行基準が定められた。プログラムの内容やレベル、学修時間に応じて３種類のバッジが発行され、学修

履歴の可視化と意欲向上に繋がっている。本学学生への発行はもとより、東北大学 MOOC、履修証明

プログラムなどのリカレント教育プログラム修了者（社会人など）にも発行している。 

・ 本取組は、2023 オープンバッジ大賞（教育機関部門）で国内大学唯一の受賞を果たすなど高く評価さ

れた。 

・ 上記のとおり、本学ではオープンバッジに対する学内インフラやバッジ発行に関する全学的基準（質保

証含む）など、既に学内で整備され運用実績もある。マイクロクレデンシャルの更なる実現に向けては、

留学先や国内他大学で取得したオープンバッジを科目振替で単位を認定する制度導入など、複数の

体系化されたオープンバッジによる単位互換制度の設計による学生の学習意欲向上が必要かつ重要

である。 

【計画内容】 

（指標１）多文化共修を通じた「学生主催イベント数・参加学生数（年）」 

・ 学生主催（学生目線）によるこれまでの取組をさらに充実させることで学生参加者数の拡充を図る。TA

や SA での雇用のほか、テーマや形式が多様化と重層化を伴うものとなるよう学生を支援する。 

・ 学生主催イベント等については SNS 等で積極的に広報のうえ多くの参加者を募るとともに、主催学生

の活躍については、文科省や国内大学が参加するプラットフォーム事業 SIPS（Staff＆student Initiative 

for Promoting Study abroad）など学外に広く発信・横展開することで学生の意欲向上と成長を促す。 

・ 学生主体の国際交流活動をマッピングし教育プログラムとして質の高い活動に対し、東北大学公認の

オープンバッジを交付し、学修履歴の可視化と学びの質を保証することで学生主催イベント数・参加者

数を増加させる。 

・ 海外留学プログラム候補者の選定において国際共修活動経験を審査加点項目とするインセンティブを

付与することでイベント数・参加者数のほか海外留学者数も増加させる。 

（指標２）学生を対象とした「オープンバッジ発行数（年）」 

・ 学生主体の国際交流活動をマッピングし教育プログラムとして質の高い活動に対し、東北大学公認の

オープンバッジを交付する。学修履歴の可視化や学びの質保証に加え、キャンパス全体に国際共修

文化を普及させる。 

・ 具体的には、国際交流や海外留学への興味・意欲を高めるため国際共修や留学経験のある学生、外

国人留学生やその支援団体が企画・運営する国際交流プログラムや課外活動プログラム、本学が海

外大学を相手に実施する学期単位の交換留学プログラムや３か月未満のショートプログラムをオープ

ンバッジの対象として拡げ、学生への発行数を拡大させる。 

・ 留学先や国内他大学で取得したオープンバッジを単位として認定する制度導入などの制度設計を行う

ことで、バッジ発行プログラムの積極的な参画と増加を促す。 
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審査項目④ プログラム計画の適切性  

（１）年度別の計画 【２ページ以内】 

○ 年度ごとのプログラム計画について具体的に記入してください。 

【令和６年度】  

・ 開講科目 Tier１の学部初年次での国際共修活動に関する詳細な制度設計を行う。 

・ 開講科目 Tier２の多様なステークホルダーと社会共創型国際共修科目の開発に向け協議及び次

年度に向けた開講準備を進める。 

・ 国際交流や海外留学への興味・意欲を高めるため、国際共修や留学経験のある学生、外国人留学

生たちが企画・運営する国際交流イベントや課外活動を実施し、TA や SA として雇用し支援する。

これらの活動へのオープンバッジ発行による可視化を次年度より可能となるよう準備を進める。 

・ これまで実施してきた各種派遣留学プログラムの継続実施とともに、事前研修に国際共修を取り入

れた短期海外研修プログラムを実施する。 

・ これまで実施してきた各種受入れ留学プログラムの継続実施とともに、全学交換留学プログラムのう

ち、人文社会科学系プログラム（IPLA）において国際共修を必修化する。 

・ 東北イノベーション人材育成コンソーシアム（DATEntre）の継続実施とともに、東北高度外国人材活

躍推進コンソーシアムへ継続的に参画する。 

・ 本プログラムに関するキックオフシンポジウムを開催するとともに、専用 WEB サイトを開設する。 

・ 外部資金獲得、自己収入拡大を図る。 

【令和７年度】 

・ 科目開講 Tier１の学部初年次での国際共修科目の次年度開講に向け、学務審議会のもとで準備

を進める。次年度の全学展開に向け、一部の授業科目で試行的に実施する。 

・ 前年度に開発した開講科目Tier２の社会共創型国際共修科目の実施・拡大と新たな社会共創型国

際共修科目の開発を継続する。 

・ 学生（TA・SA）が企画する課外での国際共修活動等を実施・拡大する。この中で要件に合致する取

組については、東北大学公認のオープンバッジを発行する。 

・ これまで実施してきた各種派遣留学プログラムや事前研修に国際共修を取り入れた海外研修プロ

グラムを継続実施する。海外留学プログラム候補者の選定において国際共修活動経験を審査加点

項目とするインセンティブの付与を開始する。 

・ ３か月未満の受入れショートプログラムのカリキュラムに国際共修を組み込み、日本人学生との共修

を推進する。要件を満たしたプログラム修了者には本学公認のオープンバッジを発行する。 

・ 東北イノベーション人材育成コンソーシアム（DATEntre）の継続実施とともに、東北高度外国人材活

躍推進コンソーシアムへ継続的に参画する。 

・ 学内外の FD のほか、カリキュラム・コーディネータ及び国際共修サポーターの研修プログラムを立

上げる。 

・ 外部資金獲得、自己収入拡大を図る。 

【令和８年度】 

・ 科目開講 Tier１の必修科目「学問論」に国際共修を組み入れ全学部初年次学生へ提供開始。 

・ 前年度に開発した開講科目 Tier２の社会共創型国際共修科目の実施・拡大と新たな社会共創型国

際共修科目の開発を継続する。 

・ 学生（TA・SA）が企画する課外での国際共修活動等を実施・拡大する。この中で要件に合致する取

組については、東北大学公認のオープンバッジを発行する。 

・ これまでの派遣プログラムの取組に加え、オンラインによる留学や国際共修も組み合わせたブレン

デッドプログラムを実施する。 

・ 英語で学位取得可能な国際学士コースの拡充とゲートウェイカレッジの開設を準備する。 

・ これまでの留学生就職支援の取組に加え、本プログラムで求められる「留学生就職促進教育プログ

ラム」による認定を受ける。 
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・ 次年度の中間評価に向けこれまでの成果を国内外に発信する。国際共修キャパシティ・ビルディン

グプログラムを立上げる。 

・ 外部資金獲得、自己収入拡大を図る。 

【令和９年度】 

・ 科目開講 Tier１の必修科目を継続するとともに科目の評価・改善を行う。 

・ 前年度に開発した開講科目 Tier２の社会共創型国際共修科目の実施・拡大と新たな社会共創型国

際共修科目の開発を継続する。 

・ 学生（TA・SA）が企画する課外での国際共修活動等を実施・拡大する。この中で要件に合致する取

組については、東北大学公認のオープンバッジを発行する。 

・ これまでの派遣プログラムの取組に加え、国際共修授業の中で海外現地派遣プログラムを一部取り

込んだモジュール化された国際共修授業を開発・拡充する。 

・ これまでの英語で学位取得可能な国際学士コースの拡充とゲートウェイカレッジを開設する。 

・ 認定された留学生就職促進教育プログラムによりインターンシップや日本語教育の強化を図る。 

・ これまでの取組に加え、国際共修に関するノウハウや教育資源を全国の大学の教職員に提供し、

国際共修キャパシティ・ビルディングプログラムを継続する。 

・ 学内予算の確保、外部資金獲得、自己収入拡大によりプログラム運営に係る財源多様化を図る。 

【令和１０年度】 

・ 科目開講 Tier１の必修科目を継続するとともに科目の評価・改善を行う。 

・ 前年度に開発した開講科目 Tier２の社会共創型国際共修科目の実施・拡大と次年度の必修化に

向け学務審議会のもとで準備を行う。 

・ 学生（TA・SA）が企画する課外での国際共修活動等を実施・拡大する。この中で要件に合致する取

組については、東北大学公認のオープンバッジを発行する。 

・ これまでの派遣プログラムの取組に加え、その評価・改善を行う。 

・ これまでの受入れプログラムの取組に加え、国際共修科目の全学交換留学プログラム学生への必

修化を拡大する。 

・ 認定された留学生就職促進教育プログラムによりインターンシップや日本語教育の強化を図る。 

・ これまでの取組に加え、国際共修に関するノウハウや教育資源を国外の大学の教職員にも提供し、

国際共修キャパシティ・ビルディングプログラムを拡大する。 

・ 学内予算確保のほか外部資金獲得、自己収入拡大によりプログラム運営に係る財源多様化を図り、

財政支援期間終了後の自走化計画を策定する。 

【令和１１年度】 

・ 科目開講 Tier１の必修科目を継続するとともに科目の評価・改善を行う。 

・ 開講科目 Tier２の社会共創型国際共修科目を全学部生が履修可能な体制を構築し、必修化する。 

・ 学生（TA・SA）が企画する課外での国際共修活動等を実施・拡大する。この中で要件に合致する取

組については、東北大学公認のオープンバッジを発行する。 

・ これまでの派遣プログラムの取組に加え、その評価・改善を行う。 

・ これまでの受入れプログラムの取組に加え、その評価・改善を行う。 

・ 認定された留学生就職促進教育プログラムによりインターンシップや日本語教育の強化を図る。 

・ これまでの取組に加え、本プログラムの成果を発信する。 

・ 前年度の自走化計画に基づく継続事業の選定と財源確保について学内合意し、財政支援期間終

了後（2030 年度以降）も内在化させ、事業を継続。 
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（２)プログラム計画の継続性 【２ページ以内】 

【継続性を担保するための学内外の体制や仕組みについて】 

本プログラムを推進する母体となるグローバルラーニングセンターは、国際交流センターを源とする恒

常的な組織であり、財政支援期間終了後も継続的に実施することに支障はない。また、今回申請してい

るプログラムの内容は、本学が過去 15 年にわたって積み重ねてきた外国人留学生の受入れ、日本人学

生の海外派遣とグローバル教育、そして国際共修の拡大に裏打ちされたものであり、今後さらに発展する

ことはあれ、後退することはあり得ない。さらに、こうした実直で着実な教育の歩みが、高校をはじめとする

様々なステークホルダーからの高い評価と信頼に繋がっていると自負しており、今後もその姿勢を持ち続

ける。 

本プログラムの方向性は、また、東北大学ビジョン２０３０に掲げる複数の重点戦略③国際共修キャンパ

スの創造において本学が先導的に進めてきた国際共修の展開、⑫「社会とともにある大学」としての社会

連携の強化、⑰戦略的な国際協働の深化にかなうものであり、本プログラムが目指す「共創型国際共修

を核とした包括的国際化」と「社会価値創造」は、これら重点戦略を進める上での主要施策とも整合するも

のである。さらには、国際卓越研究大学における体制強化計画で提唱した、徹底的な国際共修環境で行

う新たな学部教育である「ゲートウェイカレッジ」の推進や「全方位の国際化」にも資するものである。この

プログラムの価値は、東北大学ビジョン 2030 のターゲットである 2030 年以降も増大することはあれ、縮小

することは決してない。 

したがって、東北大学は財政支援期間終了後も本プログラムを継続・発展させていくと断言する。 

【継続性を担保するための資金計画について】 

本学は、グローバル 30 やスーパーグローバル大学創成支援（SGU）など補助金だけでは不足する経

費を自主財源(総長裁量経費など)で確保したうえ継続しており、SGU 事業終了後にあたる 2024 年度も

教育プログラム実施経費や教職員の人件費等について多様な財源を確保のうえ継続している。本プログ

ラムにおいても、構想に掲げる取組や体制整備について事業期間中の予算逓減並びに財政支援期間

終了後も見据え、必要な財源を以下のとおり確保し持続的に運営していく。 

 

＜中長期計画に基づく学内予算の安定的確保と内在化＞ 

・ 本学の中長期計画である『東北大学ビジョン 2030』では、「オープンでボーダレスなキャンパスにお

ける国際共修の展開」等を主要施策とし、海外留学や海外研修プログラムの全学的な促進・拡充と

オンラインも含む国際共修型授業の新規開発、国際学位コースの充実などを図ることを行動計画と

している。また、2024 年度中に認定・認可予定の「国際卓越研究大学」における体制強化計画にお

いても、研究大学にふさわしい学部変革として徹底した国際共修に浸るゲートウェイカレッジの開設

を計画するなど、この度申請する取組が中長期の将来構想並びに成長戦略として内在化され、総

長裁量経費等による学内予算を確保し継続されている。事業期間中の予算逓減並びに財政支援

期間終了後も総長裁量経費等の学内予算を確保し継続する。 

 

＜東北大学基金の活用と獲得＞ 

・ 東北大学基金では一般基金を財源として、「東北大学基金グローバル萩海外留学奨励賞」「スタデ

ィアブロードプログラム奨学金」「入学前海外研修プログラム」、個人のご寄付による「外国人留学生

奨学金創設」のほか、日本人学生と外国人留学生、留学生支援団体との協働による「国際まつり」な

どの活動費用も基金を活用している。また、海外同窓会の結成（ニューヨーク、ベトナム、韓国、中

国、タイ、インドネシア、台湾、モンゴル）並びに海外アルムナイ組織との連携をコロナ後は特に強化

している。今後はコミュニケーションの日常化を図ることで優秀な留学生獲得と本プログラムへの参

画、基金への賛同を得ていく。さらに、社会共創型国際共修科目の実施においては、共創する学外

ステークホルダーからの寄附講義や連携講義として賛同を得ながら自立的な科目運営を目指す。 
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＜外部資金の獲得＞ 

 本プログラムの取組に資する他の外部資金を既に獲得している（大学の世界展開力強化事業４プロ

ジェクトなど）が、今後も本学の将来構想や本プログラムの取組に合致する他の外部資金へ積極的

に申請のうえ獲得する。また、日本人学生に対する海外での修学支援、外国人留学生に対する日

本での修学支援に関する奨学金は日本学生支援機構「海外留学支援制度（協定受入・協定派

遣）」へ積極的に申請のうえ国内大学最大規模の財源を確保している（2024 年度：派遣 641 人/約

1.05 億円、受入 553 人/約 1.29 億円の支援枠を獲得）。文部科学省国費外国人留学生優先配置

プログラムも積極的に活用し、2021～2023 年度で見ると申請した全てのプログラムが毎年採択され

ており、一大学が獲得可能な最大の配置枠数 50 人を確保するなど、優秀な国費留学生の受入れ

財源を確保している。 

 

＜外国人学生を対象としたプログラムフィーの徴収＞ 

 本学が海外大学の外国人学生を相手に実施する「短期受入れプログラム」については受講料を段

階的に引き上げながら（2019 年度（４週）：12 万円→2024 年度（４週）：18 万円）、自己収入を拡大さ

せている。自己収入、実施経費（スタッフ人件費含む）を差し引いた収益は、円安と物価高で高騰す

る日本人学生の派遣プログラムへ一部充当している。今後の国際共修科目や外国人留学生の増加

を見据え利益の創出に繋がるよう、受入れプログラムでの収益を日本人学生の派遣プログラムへの

支援に活用するビジネスモデルが構築されている。 

 

＜戦略的資源配分マネジメント＞ 

 本学では、国立大学法人化後の資源配分改革を進めてきた結果「総長裁量経費（法人戦略財源）」

として戦略的な資源配分システムが確立されており、現状で国立大学最大級の 100 億円規模となっ

ている。2024 年度中に認定・認可予定の国際卓越研究大学による大学ファンド助成金のほか外部

資金の拡大や大学債等と連動し、法人戦略財源はさらに拡大することが見込まれる。これにより、安

定的で多様な財源確保を実現し戦略的経営マネジメント改革をさらに推進していく。 
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※申請大学：東北大学（１～10） 
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３
－
1
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
科
目
】
 
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

度

1
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
1
学

期
必

修
R

8
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度
‐

2
,7
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0
人

3
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5
0
人
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5
.0

%

2
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
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学
期
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択
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修

R
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度
‐

3
0
 人
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0
 人
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5
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%

3
学
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全

学
部

1
年

次
2
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２

学
期

選
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必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

5
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

6
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

7
学

士
全

学
部

1
年

次
1
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

8
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

9
学

士
全

学
部

1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
0

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
グ

ロ
ー

バ
ル

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ベ

ー
ス

ド
・
ラ

ー
ニ

ン
グ

G
lo

ba
l 
C

o
m

m
u
n
it

y-
ba

se
d 

L
e
ar

n
in

g【
英

語
】

地
域

の
文

化
・
観

光
資

源
と

地
域

社
会

の
課

題
を

掛
け

合
わ

せ
、

地
域

の
新

た
な

価
値

創
造

と
同

時
に

地
域

社
会

の
持

続
性

を
高

め
る

こ
と

に
つ

い
て

、
文

化
的

背
景

が
多

様
な

学
生

と
地

域
社

会
の

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

が
協

働
し

て
取

り
組

む
。

履
修

学
生

に
は

、
文

化
相

対
的

な
も

の
の

見
方

、
歴

史
分

析
力

、
創

造
性

、
目

標
遂

行
力

を
養

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

イ
ン

タ
ー

カ
ル

チ
ュ

ラ
ル

シ
テ

ィ
と

そ
の

実
現

（
In

te
rc

u
lt

u
ra

l 
c
it

y 
an

d 
it

s 
re

al
iz

at
io

n
）
【
英

語
】

国
内

関
連

機
関

と
の

協
働

に
よ

り
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

評
議

会
か

ら
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
シ

テ
ィ

と
し

て
認

定
さ

れ
て

い
る

浜
松

市
の

事
例

、
ま

た
世

界
の

同
様

の
認

定
国

の
事

例
研

究
よ

り
、

イ
ン

タ
ー

カ
ル

チ
ュ

ラ
ル

シ
テ

ィ
が

目
指

す
都

市
像

と
そ

の
中

の
一

人
ひ

と
り

の
か

か
わ

り
に

つ
い

て
学

ぶ
。

そ
の

う
え

で
、

仙
台

の
多

文
化

共
生

の
実

現
に

立
ち

は
だ

か
る

課
題

を
多

様
な

視
点

で
評

価
し

、
解

決
に

向
け

た
ア

ク
シ

ョ
ン

を
起

こ
す

。

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

世
界

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

事
情

　
E
n
e
rg

y 
is

su
e
s 

in
 t

h
e

w
o
rl
d 

【
英

語
】

世
界

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

や
技

術
革

新
、

ま
た

、
国

や
地

域
の

文
化

・
慣

習
が

色
濃

く
反

映
さ

れ
る

衣
食

住
に

お
け

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

に
つ

い
て

学
ぶ

。
履

修
学

生
は

、
国

際
社

会
や

地
域

社
会

の
課

題
と

し
て

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

捉
え

る
マ

ク
ロ

な
視

点
と

、
消

費
行

動
な

ど
人

間
生

活
に

密
着

し
た

ミ
ク

ロ
な

視
点

の
両

方
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

自
然

災
害

か
ら

の
復

興
：
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
と

は
何

か
を

考
え

行
動

を
起

こ
す

　
R

e
c
o
ve

ri
n
g 

fr
o
m

 N
at

u
ra

l 
D
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te
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:
T

h
in

ki
n
g 

an
d 

A
c
ti

n
g 

o
n
 V

o
lu

n
te

e
ri

sm
【
英

語
】

東
日

本
大

震
災

、
能

登
半

島
地

震
等

の
自

然
災

害
に

よ
る

被
害

と
社

会
課

題
に

つ
い

て
学

び
、

防
災

・
減

災
に

向
け

て
私

た
ち

が
で

き
る

こ
と

を
考

え
、

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

を
立

て
る

。
ま

た
、

実
際

に
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
を

行
い

、
社

会
貢

献
に

つ
い

て
体

験
を

通
じ

て
学

ぶ
。

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

農
林

水
産

業
を

通
じ

て
世

界
の

未
来

を
考

え
る

E
va

lu
at

in
g

th
e
 F

u
tu

re
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f 
th

e
 W

o
rl

d 
th
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u
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 A
gr

ic
u
lt

u
re

,
F
o
re

st
ry

 a
n
d 

F
is

h
e
ri

e
s【

英
語

】

農
林

水
産

業
に

関
す

る
世

界
の

現
状

と
課

題
を

学
ぶ

。
学

内
関

連
施

設
の

実
習

や
生

産
者

と
の

交
流

を
通

じ
、

気
候

変
動

、
後

継
者

不
足

な
ど

複
数

の
課

題
を

理
解

す
る

。
履

修
学

生
は

、
食

と
環

境
の

問
題

に
当

事
者

意
識

を
も

っ
て

取
り

組
み

、
国

際
的

な
視

野
で

持
続

可
能

な
農

林
水

産
業

の
発

展
を

志
向

す
る

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

海
洋

食
料

資
源

と
私

た
ち

の
未

来
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人

の
健

康
と

地
球
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環

境
を

考
え
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n
vi
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n
m

e
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【
英

語
】

海
洋

食
料

資
源

に
関

す
る

世
界

の
現

状
を

学
び

、
持

続
可

能
な

漁
業

と
そ

の
影

響
を

学
ぶ

。
特

に
、

未
来

の
食

料
資

源
と

し
て

注
目

さ
れ

て
い

る
海

藻
を

取
り

上
げ

、
環

境
保

全
や

地
域

産
業

の
活

性
化

に
つ

い
て

考
え

る
。

履
修

学
生

は
、

人
間

と
環

境
を

取
り

巻
く

課
題

に
対

す
る

批
判

的
思

考
力

、
異

な
る

背
景

を
も

つ
学

生
と

建
設

的
に

議
論

す
る

協
働

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

履
修

目
標

人
数

（
※

4
）

【
目

標
】
最

終
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1
1
)年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数
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対
す

る
外

国
人

学
生

の
履

修

割
合

（
※

5
）

科
目
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概
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※

6
）
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最

大
1
5
0
字

程
度
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／
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o
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m
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e
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g　
【
英
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】

国
際

教
養

力
と

多
文

化
共

修
の

基
礎

的
リ

テ
ラ

シ
ー

を
身

に
つ

け
る

。
異

文
化

・
自

文
化

に
対

す
る

理
解

を
深

め
、

多
様

な
価

値
観

を
持

つ
人

た
ち

と
の

協
働

・
交

流
を

通
し

て
、

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
力

、
情

報
収

集
・
分

析
力

、
批

判
的

思
考

力
、

柔
軟

性
と

適
応

力
、

主
体

性
と

行
動

力
な

ど
の

グ
ロ

ー
バ

ル
・
ス

キ
ル

を
習

得
し

、
将

来
に

わ
た

っ
て

協
働

的
な

学
修

・
研

究
を

進
め

る
基

礎
力

を
培

う
。

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

環
境

放
射

線
と

リ
ス

ク
管

理
：
福

島
の

今
と

未
来

を
考

え
る

E
n
vi
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n
m

e
n
ta

l 
R

ad
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o
n
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n
d 
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is

k 
M

an
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e
m

e
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t:

F
u
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sh
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a 
N

o
w

 a
n
d 

in
 t

h
e
 F

u
tu

re
【
英

語
】

東
日

本
大

震
災

の
被

災
地

を
訪

問
し

、
関

連
施

設
の

見
学

、
現

地
住

民
や

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

と
の

交
流

を
通

じ
て

、
東

日
本

大
震

災
被

災
地

域
の

現
状

を
見

聞
・
調

査
す

る
。

履
修

学
生

は
、

リ
ス

ク
の

科
学

的
知

見
を

も
と

に
福

島
の

今
を

正
し

く
理

解
し

、
希

望
あ

る
未

来
に

向
け

て
提

言
す

る
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

課
程

学
部

（
※

1
）

年
次

単
位

数
学

期
（
※

2
）

科
目

区
分

科
目

名
（
※

3
）

開
設

年
度

＜
グ

リ
ー

ン
未

来
社

会
創

造
＞

多
文

化
共

生
社

会
に

お
け

る
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o
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デ

ザ
イ

ン
す

る
D

e
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gn
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B

o
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u
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u
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u
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S

o
c
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【
英

語
】

災
害

時
の

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

支
援

に
着

目
し

、
リ

ス
ク

に
強

い
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
づ

く
り

や
避

難
所

に
お

け
る

合
理

的
配

慮
な

ど
、

平
時

と
有

事
双

方
の

取
り

組
み

を
考

え
る

。
履

修
学

生
は

、
D

E
Iの

観
点

を
身

に
つ

け
、

多
文

化
共

生
社

会
に

お
け

る
防

災
・
減

災
に

向
け

て
、

周
囲

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
図

り
な

が
ら

自
分

の
役

割
を

探
索

す
る

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
最

先
端

科
学

の
社

会
実

装
　

C
u
tt

in
g-

e
dg

e
 s

c
ie

n
c
e
 i
n

th
e
 s

o
c
ie

ty
【
英

語
】

私
た

ち
の

日
常

生
活

に
お

い
て

、
研

究
成

果
が

ど
の

よ
う

に
実

装
化

さ
れ

、
そ

れ
が

い
か

に
社

会
課

題
の

解
決

や
産

業
競

争
力

の
向

上
に

関
連

し
て

い
る

の
か

を
学

ぶ
。

国
立

研
究

開
発

法
人

の
研

究
員

に
よ

る
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

や
施

設
訪

問
を

実
施

す
る

。
履

修
学

生
は

、
身

の
回

り
の

科
学

技
術

に
親

し
み

、
知

の
創

出
と

活
用

に
必

要
な

態
度

・
ス

キ
ル

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。
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※申請大学：東北大学（11～20） 

 
（
３
－
1
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
科
目
】
 
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

度

1
1

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
2

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
3

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
4

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
5

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
6

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
7

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
8

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

1
9

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
0

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

履
修

目
標

人
数

（
※

4
）

【
目

標
】
最

終
(R

1
1
)年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に

対
す

る
外

国
人

学
生

の
履

修

割
合

（※
5
）

科
目

の
概

要
（
※

6
）

（
最

大
1
5
0
字

程
度

）
課

程
学

部
（
※

1
）

年
次

単
位

数
学

期
（
※

2
）

科
目

区
分

科
目

名
（
※

3
）

開
設

年
度

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
日

本
企

業
の

人
事

管
理

シ
ス

テ
ム

と
キ

ャ
リ

ア
デ

ザ
イ

ン
講

座
 /

 B
u
si

n
e
ss

 G
lo

ba
l 
L
e
ad

e
rs

h
ip

 a
n
d 

C
ar

e
e
r

de
si

gn
 o

n
 J

ap
an

e
se

 C
o
m

pa
n
y【

英
語

】

日
本

企
業

で
ど

の
よ

う
に

外
国

人
が

働
い

た
ら

い
い

か
を

実
践

的
に

解
説

し
、

日
本

企
業

の
採

用
や

人
事

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
理

解
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

キ
ャ

リ
ア

設
計

及
び

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

を
行

う
前

に
実

践
的

な
就

労
準

備
を

行
う

プ
ロ

グ
ラ

ム
で

、
企

業
を

事
前

に
調

査
し

た
上

で
、

企
業

と
学

生
の

双
方

に
と

っ
て

相
乗

効
果

を
引

き
出

す
総

合
的

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
と

し
て

い
る

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
多

様
な

文
化

的
背

景
を

持
つ

学
生

と
協

働
す

る
こ

と
で

、
起

業
家

精
神

、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

、
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
学

ぶ
 /

E
n
tr

e
pr

e
n
e
u
rs

h
ip

, 
In

n
o
va

ti
o
n
, 
an

d 
L
e
ad

e
rs

h
ip

 b
y

w
o
rk

in
g 

w
it
h
 s

tu
de

n
ts

 f
ro

m
 d

iv
e
rs

e
 c

u
lt

u
ra

l
ba

c
kg

ro
u
n
ds

【
英

語
】

学
生

が
自

ら
の

キ
ャ

リ
ア

を
デ

ザ
イ

ン
す

る
上

で
必

要
と

な
る

起
業

家
精

神
の

基
礎

を
体

系
的

か
つ

実
践

的
に

学
ぶ

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
講

義
は

体
験

学
習

の
方

法
論

に
基

づ
い

て
双

方
向

的
に

進
め

る
こ

と
を

意
図

し
て

い
る

。
全

体
を

通
じ

て
各

領
域

の
実

務
家

・
専

門
家

が
ゲ

ス
ト

と
し

て
登

壇
す

る
こ

と
に

よ
り

、
よ

り
学

習
効

果
を

高
め

る
こ

と
を

意
図

し
て

い
る

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
国

際
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
 I
n
te

rn
at

io
n
al

 I
n
te

rn
sh

ip
 【

英
語

】

多
文

化
環

境
に

お
け

る
グ

ロ
ー

バ
ル

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
を

学
び

、
グ

ロ
ー

バ
ル

企
業

が
取

り
組

む
社

会
課

題
や

将
来

の
社

会
像

の
実

現
に

向
け

た
課

題
に

つ
い

て
、

学
生

同
士

お
よ

び
企

業
人

と
の

国
際

共
修

を
通

し
て

実
践

的
に

学
ぶ

。
履

修
学

生
に

は
、

多
文

化
事

態
で

の
適

切
な

行
動

力
、

観
察

・
傾

聴
力

、
批

判
的

分
析

力
を

養
う

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
ケ

ー
ス

・
ス

タ
デ

ィ
で

学
ぶ

グ
ロ

ー
バ

ル
ベ

ン
チ

ャ
ー

G
lo

ba
l 
V

e
n
tu

re
s 

th
ro

u
gh

 C
as

e
 S

tu
di

e
s【

英
語

】

連
携

企
業

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
も

と
、

グ
ロ

ー
バ

ル
市

場
で

の
ベ

ン
チ

ャ
ー

企
業

の
成

長
戦

略
や

課
題

を
ケ

ー
ス

・
ス

タ
デ

ィ
で

学
ぶ

。
履

修
学

生
は

、
国

際
ビ

ジ
ネ

ス
の

動
向

に
精

通
し

、
チ

ー
ム

と
し

て
課

題
解

決
に

向
か

う
際

の
役

割
の

遂
行

力
や

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

、
対

立
へ

の
対

応
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
キ

ャ
リ

ア
と

向
き

合
う

：
先

輩
に

会
い

、
自

身
の

キ
ャ

リ
ア

モ
デ

ル
を

つ
く

る
 /

 F
ac

in
g 

yo
u
r 

c
ar

e
e
r:

 M
e
e
t 

S
e
n
pa

i
an

d 
c
re

at
e
 y

o
u
r 

o
w

n
 m

o
de

l【
英

語
】

キ
ャ

リ
ア

を
生

涯
に

わ
た

り
継

続
的

に
学

び
行

動
す

る
プ

ロ
セ

ス
と

と
ら

え
、

こ
れ

か
ら

の
自

身
の

キ
ャ

リ
ア

を
主

体
的

に
作

り
上

げ
て

い
く
た

め
の

基
礎

的
な

知
識

、
ス

キ
ル

、
態

度
を

学
ぶ

。
ゲ

ス
ト
ス

ピ
ー

カ
ー

に
よ

る
講

義
か

ら
学

び
、

他
の

学
生

と
協

同
学

習
を

行
い

、
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

や
レ

ポ
ー

ト
な

ど
の

成
果

を
提

出
す

る
。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
日

本
の

企
業

文
化

と
意

思
決

定
 /

 J
ap

an
e
se

C
o
rp

o
ra

te
 C

u
lt

u
re

, 
D

e
c
is

io
n
-
M

ak
in

g【
英

語
】

典
型

的
な

日
本

の
企

業
に

お
け

る
意

思
決

定
に

つ
い

て
紹

介
す

る
と

と
も

に
、

西
洋

社
会

で
の

意
思

決
定

の
方

法
も

学
習

す
る

。
日

本
企

業
が

取
る

コ
ン

セ
ン

サ
ス

方
式

の
意

思
決

定
を

通
じ

て
、

日
本

人
が

最
も

考
慮

す
る

こ
と

を
説

明
し

て
い

く
。

ま
た

、
日

本
的

討
議

法
お

よ
び

コ
ン

セ
ン

サ
ス

を
よ

り
容

易
に

得
る

た
め

の
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
タ

ー
の

知
識

を
得

る
こ

と
も

目
標

と
す

る
。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

＞
日

本
の

企
業

文
化

と
雇

用
慣

行
 /

 J
ap

an
e
se

C
o
rp

o
ra

te
 C

u
lt

u
re

, 
E
m

pl
o
ym

e
n
t 

P
ra

c
ti

c
e
s【

英
語

】

ど
の

よ
う

に
日

本
的

経
営

は
な

さ
れ

た
か

、
何

故
日

本
製

造
業

は
最

強
と

み
な

さ
れ

た
か

、
何

が
バ

ブ
ル

経
済

を
も

た
ら

し
た

か
、

こ
れ

ら
に

回
答

し
な

が
ら

、
日

本
文

化
を

学
ぶ

た
め

、
雇

用
慣

行
の

役
割

を
把

握
す

る
。

日
本

的
雇

用
慣

行
に

つ
い

て
の

知
識

を
深

め
る

と
と

も
に

、
過

去
２

０
年

間
の

雇
用

慣
行

変
化

に
つ

い
て

原
因

を
理

解
す

る
。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
X

R
技

術
を

通
し

て
IT

企
業

と
体

験
す

る
起

業
事

始
E
n
tr

e
pr

e
n
e
u
rs

h
ip

 e
xp

e
ri
e
n
c
e
 w

it
h
 I
T
 c

o
m

pa
n
ie

s
th

ro
u
gh

 X
R

 t
e
c
h
n
o
lo

gy
【
英

語
】

仙
台

に
本

社
を

置
き

、
米

国
に

も
展

開
す

る
IT

企
業

の
エ

ン
ジ

ニ
ア

の
指

導
の

も
と

、
デ

ザ
イ

ン
思

考
と

起
業

と
の

関
連

を
学

ぶ
。

履
修

学
生

は
、

発
案

か
ら

製
品

の
開

発
、

ビ
ジ

ネ
ス

プ
レ

ゼ
ン

ま
で

の
一

通
り

の
流

れ
を

経
験

す
る

中
で

、
異

文
化

間
、

異
分

野
横

断
的

な
環

境
で

の
協

働
力

や
柔

軟
性

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
X

R
・
メ

タ
バ

ー
ス

で
世

界
を

つ
く

る
 /

 C
re

at
in

g 
W

o
rl

ds
w

it
h
 X

R
 a

n
d 

th
e
 M

e
ta

ve
rs

e
【
英

日
】

こ
の

授
業

の
目

的
は

3
つ

あ
る

。
1
)海

外
学

生
と

国
内

学
生

が
「
メ

タ
バ

ー
ス

」
を

通
し

て
自

国
の

文
化

を
紹

介
し

合
い

、
知

識
・
理

解
を

深
め

る
。

2
)「

X
R
技

術
」
を

活
用

し
て

よ
り

現
実

感
・

没
入

感
・
臨

場
感

の
よ

り
高

い
文

化
紹

介
を

目
指

す
。

3
)国

の
文

化
と

比
較

し
て

自
国

の
文

化
を

外
か

ら
捉

え
る

と
と

も
に

、
他

文
化

へ
の

関
心

と
尊

重
す

る
態

度
を

身
に

着
け

る
。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
X

R
・
メ

タ
バ

ー
ス

で
世

界
を

つ
な

ぐ
/
 C

o
n
n
e
c
ti

n
g 

th
e

W
o
rl
d 

vi
a 

X
R

 a
n
d 

th
e
 M

e
ta

ve
rs

e
）
【
英

日
】

こ
の

授
業

の
目

的
は

3
つ

あ
る

。
1
)海

外
学

生
と

国
内

学
生

が
「
メ

タ
バ

ー
ス

」
を

通
し

て
自

国
の

文
化

を
紹

介
し

合
い

、
知

識
・
理

解
を

深
め

る
。

2
)「

X
R
技

術
」
を

活
用

し
て

よ
り

現
実

感
・

没
入

感
・
臨

場
感

の
よ

り
高

い
文

化
紹

介
を

目
指

す
。

3
)他

国
の

文
化

と
比

較
し

て
自

国
の

文
化

を
外

か
ら

捉
え

る
と

と
も

に
、

他
文

化
へ

の
関

心
と

尊
重

す
る

態
度

を
身

に
着

け
る

。
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※申請大学：東北大学（21～30） 

 
（
３
－
1
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
科
目
】
 
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

度

2
1

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
2

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
3

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
4

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
5

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
6

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
7

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
8

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

2
9

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
0

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

履
修

目
標

人
数

（
※

4
）

【
目

標
】
最

終
(R

1
1
)年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に

対
す

る
外

国
人

学
生

の
履

修

割
合

（
※

5
）

科
目

の
概

要
（
※

6
）

（
最

大
1
5
0
字

程
度

）
課

程
学

部
（
※

1
）

年
次

単
位

数
学

期
（
※

2
）

科
目

区
分

科
目

名
（
※

3
）

開
設

年
度

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
脳

科
学

と
政

治
の

観
点

か
ら

多
文

化
共

生
社

会
を

考
え

る
C

o
n
si

de
ri

n
g 

a 
m

u
lt

ic
u
lt

u
ra

l 
S

o
c
ie

ty
 f

ro
m

 B
ra

in
S

c
ie

n
c
e
 a

n
d 

po
lit

ic
al

 p
e
rs

pe
c
ti

ve
s 

【
英

語
】

異
な

る
背

景
を

も
つ

者
が

共
に

暮
ら

す
国

家
・
社

会
を

形
成

す
る

こ
と

に
つ

い
て

、
そ

の
集

団
や

個
人

に
作

用
す

る
影

響
を

多
層

的
に

捉
え

る
。

履
修

学
生

は
、

異
文

化
間

環
境

で
の

学
際

的
な

研
究

を
体

験
し

な
が

ら
、

社
会

に
存

在
す

る
課

題
を

読
み

取
り

、
解

決
に

向
け

て
行

動
を

起
こ

す
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
農

林
水

産
業

を
通

じ
て

世
界

の
未

来
を

考
え

る
C

o
n
si

de
ri

n
g 

th
e
 F

u
tu

re
 o

f 
th

e
 W

o
rl

d 
th

ro
u
gh

A
gr

ic
u
lt

u
re

, 
F
o
re

st
ry

 a
n
d 

F
is

h
e
ri

e
s【

英
語

】

農
林

水
産

業
に

関
す

る
世

界
の

現
状

と
課

題
を

学
ぶ

。
学

内
関

連
施

設
で

の
実

習
や

生
産

者
と

の
交

流
を

通
じ

、
気

候
変

動
、

後
継

者
不

足
な

ど
複

数
の

課
題

を
理

解
す

る
。

履
修

学
生

は
、

食
と

環
境

の
問

題
に

当
事

者
意

識
を

も
っ

て
取

り
組

み
、

国
際

的
な

視
野

で
持

続
可

能
な

農
林

水
産

業
の

発
展

を
志

向
す

る
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

国
際

サ
ー

ビ
ス

ラ
ー

ニ
ン

グ
In

te
rn

at
io

n
al

 S
e
rv

ic
e

L
e
ar

n
in

g 
【
英

語
】

グ
ロ

ー
バ

ル
市

民
と

し
て

の
社

会
的

責
任

感
を

基
礎

と
し

、
教

室
で

の
学

び
を

地
域

社
会

で
の

国
際

共
修

を
と

お
し

た
社

会
貢

献
活

動
に

活
か

す
。

履
修

学
生

に
は

、
実

践
的

な
比

較
分

析
力

、
共

感
力

、
批

判
的

思
考

力
を

養
う

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
仙

台
地

元
企

業
に

つ
い

て
学

び
、

課
題

を
解

決
し

よ
う

 /
L
e
ar

n
 a

bo
u
t 

an
d 

so
lv

e
 p

ro
bl

e
m

s 
o
f 

lo
c
al

c
o
m

pa
n
ie

s 
in

 S
e
n
da

i【
英

語
】

こ
の

授
業

で
は

、
留

学
生

と
国

内
学

生
が

協
働

し
て

、
地

元
企

業
に

つ
い

て
学

び
、

課
題

を
発

見
し

、
そ

の
課

題
に

関
連

す
る

調
査

を
実

施
し

、
解

決
策

を
提

案
す

る
と

い
う

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ワ
ー

ク
を

行
う

。
国

内
学

生
は

、
英

語
能

力
や

異
文

化
協

働
能

力
を

向
上

さ
せ

る
機

会
と

な
る

。
留

学
生

は
、

日
本

の
企

業
文

化
や

ビ
ジ

ネ
ス

の
現

場
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

（
人

権
教

育
の

促
進

 /
 P

ro
m

o
ti

n
g 

H
u
m

an
 R

ig
h
ts

E
du

c
at

io
n
）
【
英

語
】

「
人

権
」
を

テ
ー

マ
に

、
他

者
と

共
に

学
ぶ

こ
と

を
通

じ
て

、
人

権
を

身
近

な
も

の
と

捉
え

、
人

権
が

保
障

さ
れ

た
社

会
を

築
く

た
め

、
日

常
生

活
で

で
き

る
こ

と
か

ら
行

動
に

移
す

力
を

育
成

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
参

加
者

が
個

別
具

体
的

な
人

権
問

題
を

他
者

に
伝

え
、

他
者

の
経

験
を

聞
き

な
が

ら
、

自
己

の
「
価

値
観

」
を

振
り

返
り

、
互

い
に

学
び

合
う

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

D
E
Iと

国
際

教
育

　
D

iv
e
rs

it
y,

 E
qu

it
y,

an
d 

In
c
lu

si
o
n

（
D

E
I)
 a

n
d 

In
te

rn
at

io
n
al

 E
du

c
at

io
n
【
英

語
】

D
E
I（

多
様

性
・
公

正
・
包

摂
）
が

保
障

さ
れ

た
安

全
で

安
心

な
社

会
の

実
現

の
た

め
の

深
い

文
化

理
解

を
、

小
学

校
児

童
と

の
国

際
共

修
を

通
し

て
学

ぶ
。

履
修

学
生

に
は

、
オ

ー
プ

ン
ネ

ス
（
判

断
を

保
留

す
る

姿
勢

）
、

文
化

的
好

奇
心

、
文

化
的

な
自

己
認

識
に

関
す

る
力

を
養

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

ダ
イ

バ
ー

シ
テ

ィ
理

解
　

U
n
de

rs
ta

n
di

n
g 

di
ve

rs
it

y 
【
英

語
】

社
会

の
中

で
マ

ジ
ョ

リ
テ

ィ
と

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

と
い

う
二

項
対

立
的

な
グ

ル
ー

プ
で

自
己

と
他

者
の

関
係

を
と

ら
え

る
の

で
は

な
く

、
1
人

ひ
と

り
の

リ
ソ

ー
ス

を
生

か
し

、
他

者
と

共
に

学
ぶ

姿
勢

を
身

に
着

け
、

他
者

と
共

に
生

活
す

る
た

め
の

ス
キ

ル
と

態
度

を
養

い
、

他
者

と
共

生
す

る
う

え
で

の
課

題
を

考
え

解
決

策
を

提
案

、
実

践
す

る
。

＜
科

学
技

術
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

＞
世

界
の

都
市

開
発

と
若

者
の

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
U

rb
an

D
e
ve

lo
pm

e
n
t 

an
d 

Y
o
u
th

 M
e
n
ta

l 
H

e
al

th
 A

ro
u
n
d

th
e
 W

o
rl

d【
英

語
】

都
市

開
発

と
居

住
者

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

や
ウ

ェ
ル

ビ
ー

イ
ン

グ
を

関
連

づ
け

て
学

ぶ
。

国
内

関
連

企
業

と
連

携
し

、
若

者
の

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
に

寄
与

す
る

ま
ち

づ
く

り
に

つ
い

て
調

査
す

る
。

履
修

学
生

は
、

人
間

と
都

市
に

関
す

る
国

際
事

情
に

親
し

み
、

身
近

な
課

題
解

決
に

チ
ー

ム
で

取
り

組
む

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

<
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

人
権

教
育

の
促

進
 /

 P
ro

m
o
ti

n
g 

H
u
m

an
 R

ig
h
ts

E
du

c
at

io
n
）
【
英

語
】

「
人

権
」
を

テ
ー

マ
に

、
他

者
と

共
に

学
ぶ

こ
と

を
通

じ
て

、
人

権
を

身
近

な
も

の
と

捉
え

、
人

権
が

保
障

さ
れ

た
社

会
を

築
く

た
め

、
日

常
生

活
で

で
き

る
こ

と
か

ら
行

動
に

移
す

力
を

育
成

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
参

加
者

が
個

別
具

体
的

な
人

権
問

題
を

他
者

に
伝

え
、

他
者

の
経

験
を

聞
き

な
が

ら
、

自
己

の
「
価

値
観

」
を

振
り

返
り

、
互

い
に

学
び

合
う

。

＜
グ

ロ
ー

バ
ル

・
シ

テ
ィ

ズ
ン

シ
ッ

プ
＞

調
査

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
通

じ
た

大
学

キ
ャ

ン
パ

ス
の

D
E
I推

進
/
 P

ro
m

o
ti

n
g 

D
E
I 
o
n
 u

n
iv

e
rs

it
y 

c
am

pu
s 

th
ro

u
gh

re
se

ar
c
h
 p

ro
je

c
ts

【
英

語
】

留
学

生
と

日
本

人
学

生
の

グ
ル

ー
プ

が
大

学
キ

ャ
ン

パ
ス

の
D

E
Iを

進
め

る
た

め
の

調
査

・
提

案
を

行
う

P
B

L
型

授
業

で
あ

る
。

日
本

社
会

に
お

け
る

マ
イ

ノ
リ

テ
ィ

や
東

北
大

学
の

D
E
I推

進
方

針
に

関
す

る
理

解
を

深
め

、
調

査
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
じ

て
課

題
を

発
見

し
、

ど
の

よ
う

に
D

E
I

な
キ

ャ
ン

パ
ス

作
り

を
推

進
し

て
い

け
る

の
か

を
検

討
・
提

案
す

る
。
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※申請大学：東北大学（31～40） 

 
（
３
－
1
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
科
目
】
 
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

度

3
1

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
2

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
3

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
4

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
１

学
期

選
択

必
修

R
8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
5

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
R

8
年

度
‐

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
6

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
7

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
8

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

3
9

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
0

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

履
修

目
標

人
数

（
※

4
）

【
目

標
】
最

終
(R

1
1
)年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に

対
す

る
外

国
人

学
生

の
履

修

割
合

（
※

5
）

科
目

の
概

要
（
※

6
）

（
最

大
1
5
0
字

程
度

）
課

程
学

部
（
※

1
）

年
次

単
位

数
学

期
（
※

2
）

科
目

区
分

科
目

名
（
※

3
）

開
設

年
度

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
地

域
共

創
「
学

生
×

じ
も

と
」
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
：
商

品
開

発
と

販
売

促
進

R
e
gi

o
n
al

 C
o
-
c
re

at
io

n
 "

S
tu

de
n
ts

 x
J
im

o
to

"
 P

ro
je

c
t:
 P

ro
du

c
t 

D
e
ve

lo
pm

e
n
t 

an
d

S
al

e
s 

P
ro

m
o
ti

o
n
　

【
英

語
】

地
域

の
企

業
と

と
も

に
商

品
開

発
お

よ
び

販
売

促
進

を
お

こ
な

う
異

文
化

協
働

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
。

留
学

生
と

東
北

大
学

T
G

L
グ

ロ
ー

バ
ル

リ
ー

ダ
ー

認
定

を
受

け
た

国
内

学
生

有
志

が
参

加
し

、
企

画
か

ら
実

践
ま

で
の

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

役
割

分
担

す
る

。
東

北
大

学
基

金
お

よ
び

広
報

室
と

学
内

連
携

し
、

国
内

外
同

窓
生

の
関

心
や

連
携

も
巻

き
込

ん
だ

循
環

・
持

続
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
と

発
展

さ
せ

る
。

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
宮

城
県

多
文

化
社

会
推

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

宮
城

県
の

過
疎

化
が

進
む

市
町

村
の

地
方

自
治

体
や

地
域

社
会

と
協

働
し

、
地

域
の

活
性

化
を

目
的

と
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

立
上

げ
る

。
調

査
を

実
施

し
、

地
域

住
民

と
協

議
を

重
ね

な
が

ら
企

画
を

立
て

多
文

化
共

生
社

会
の

発
展

に
資

す
る

持
続

可
能

な
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

遂
行

す
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

宮
城

の
伝

統
文

化
理

解
（
仙

台
七

夕
ま

つ
り

）
 /

U
n
de

rs
ta

n
di

n
g 

M
iy

ag
i's

 T
ra

di
ti

o
n
al

 C
u
lt

u
re

 (
T
h
e

S
e
n
da

i 
T

an
ab

at
a 

F
e
st

iv
al

【
英

語
】

国
内

外
の

学
生

が
仙

台
七

夕
ま

つ
り

に
つ

い
て

学
び

、
宮

城
の

伝
統

文
化

へ
の

理
解

を
深

め
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
仙

台
七

夕
ま

つ
り

の
歴

史
的

背
景

に
つ

い
て

学
ぶ

だ
け

で
な

く
、

祭
り

に
ま

つ
わ

る
現

在
の

課
題

に
つ

い
て

も
学

び
、

伝
統

を
継

承
す

る
た

め
の

提
案

を
行

う
。

授
業

で
は

、
七

夕
飾

り
の

デ
ザ

イ
ン

・
制

作
も

行
い

、
仙

台
七

夕
ま

つ
り

に
飾

り
を

出
展

す
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

宮
城

の
伝

統
文

化
す

ず
め

踊
り

を
通

し
て

、
日

本
を

知
る

 /
U
n
de

rs
ta

n
di

n
g 

J
ap

an
 t

h
ro

u
gh

 M
iy

ag
i's

 T
ra

di
ti

o
n
al

C
u
lt

u
re

 (
S

pa
rr

o
w
 D

an
c
e
)【

英
語

】

日
本

の
伝

統
文

化
の

理
解

を
通

じ
て

、
現

代
の

日
本

社
会

や
日

本
人

の
考

え
方

に
つ

い
て

の
理

解
を

深
め

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

日
本

文
化

に
関

す
る

様
々

な
概

念
に

つ
い

て
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
を

行
う

と
と

も
に

、
そ

れ
ら

の
コ

ン
セ

プ
ト

を
用

い
て

、
地

域
の

伝
統

文
化

で
あ

る
す

ず
め

踊
り

に
つ

い
て

分
析

し
理

解
を

深
め

る
。

授
業

を
通

じ
て

、
実

際
に

す
ず

め
踊

り
も

体
験

す
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
本

の
社

会
と

外
国

語
教

育
 /

 S
o
c
ie

ty
 a

n
d 

F
o
re

ig
n

L
an

gu
ag

e
 E

du
c
at

io
n
 i
n
 J

ap
an

）
【
英

語
】

グ
ル

ー
プ

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

、
講

義
お

よ
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
、

日
本

の
外

国
語

教
育

シ
ス

テ
ム

と
実

践
の

学
習

を
通

し
て

日
本

社
会

の
基

礎
を

学
ぶ

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
履

修
す

る
学

生
に

は
、

日
本

と
他

国
/
地

域
に

関
す

る
教

育
お

よ
び

学
習

制
度

や
そ

の
実

践
を

比
較

す
る

視
点

を
養

う
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
地

域
の

都
市

開
発

か
ら

見
る

世
界

　
T

h
e
 W

o
rl
d 

fr
o
m

th
e
 P

e
rs

pe
c
ti

ve
 o

f 
L
o
c
al

 U
rb

an
 D

e
ve

lo
pm

e
n
t【

英
語

】

都
市

開
発

と
居

住
者

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

や
ウ

ェ
ル

ビ
ー

イ
ン

グ
を

関
連

づ
け

て
学

ぶ
。

国
内

関
連

企
業

と
連

携
し

、
若

者
の

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
に

寄
与

す
る

ま
ち

づ
く

り
に

つ
い

て
調

査
す

る
。

履
修

学
生

は
、

人
間

と
都

市
に

関
す

る
国

際
事

情
に

親
し

み
、

身
近

な
課

題
解

決
に

チ
ー

ム
で

取
り

組
む

力
を

身
に

つ
け

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
グ

ロ
ー

バ
ル

社
会

に
お

け
る

防
災

教
育

　
D

is
as

te
r

P
re

ve
n
ti

o
n
 E

du
c
at

io
n
 i
n
 a

 G
lo

ba
l 
S
o
c
ie

ty
　

【
英

語
】

防
災

知
識

や
災

害
予

防
教

育
に

関
す

る
国

際
比

較
を

お
こ

な
い

な
が

ら
、

仙
台

を
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
と

し
た

外
国

人
居

住
者

・
観

光
客

を
含

む
多

様
な

人
が

行
き

交
う

街
に

お
け

る
防

災
の

あ
り

方
に

つ
い

て
企

業
連

携
を

得
な

が
ら

学
ぶ

。
履

修
学

生
に

は
、

グ
ロ

ー
バ

ル
な

課
題

に
お

け
る

問
題

発
見

力
、

多
様

な
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と

協
働

す
る

力
、

目
標

遂
行

力
を

養
う

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
グ

ロ
ー

カ
ル

課
題

解
決

＞
地

域
の

小
中

学
校

の
国

際
化

と
D
E
I啓

発
In

te
rn

at
io

n
al

iz
at

io
n
 o

f 
lo

c
al

 s
c
h
o
o
ls

 t
h
ro

u
gh

 D
E
I

e
du

c
at

io
n
【
英

語
】

多
様

性
に

お
い

て
は

限
定

的
な

環
境

に
身

を
置

く
仙

台
の

小
中

学
生

を
対

象
に

D
E
I（

多
様

性
・
公

正
・
包

摂
）
が

保
障

さ
れ

た
安

全
で

安
心

な
社

会
の

実
現

の
た

め
の

深
い

文
化

理
解

を
促

す
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

。
オ

ー
プ

ン
ネ

ス
（
判

断
を

保
留

す
る

姿
勢

）
、

文
化

的
好

奇
心

、
文

化
的

な
自

己
認

識
に

関
す

る
力

を
養

う
機

会
を

創
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
本

と
世

界
の

大
学

 /
 U

n
iv

e
rs

it
ie

s 
in

 J
ap

an
 a

n
d

th
e
 W

o
rl

d【
英

語
】

日
本

お
よ

び
世

界
の

大
学

の
グ

ロ
ー

バ
ル

な
背

景
を

幅
広

く
理

解
す

る
こ

と
を

目
的

し
、

下
記

の
ト
ピ

ッ
ク

を
通

し
て

、
参

加
者

は
日

本
お

よ
び

世
界

に
お

け
る

大
学

の
役

割
と

価
値

を
検

討
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

(1
)高

等
教

育
の

歴
史

的
起

源
と

現
在

の
潮

流
、

(2
)高

等
教

育
へ

の
ア

ク
セ

ス
、

公
平

性
、

資
金

調
達

、
(3

)知
識

経
済

と
高

等
教

育
、

(4
)高

等
教

育
の

国
際

的
側

面

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
本

の
大

学
と

大
学

生
 /

 J
ap

an
e
se

 U
n
iv

e
rs

it
ie

s 
an

d
S
tu

de
n
ts

【
英

語
】

グ
ロ

ー
バ

ル
化

の
過

程
お

け
る

日
本

の
大

学
と

学
生

の
問

題
を

、
個

人
の

体
験

か
ら

、
日

本
社

会
に

お
け

る
高

等
教

育
の

役
割

に
至

る
ま

で
、

さ
ま

ざ
ま

な
観

点
か

ら
考

察
す

る
。

グ
ロ

ー
バ

ル
化

・
多

様
化

す
る

社
会

に
お

け
る

大
学

と
そ

の
学

生
に

関
す

る
5
つ

の
課

題
の

う
ち

1
つ

を
取

り
上

げ
て

、
グ

ル
ー

プ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

行
う

。
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（
３
－
1
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
科
目
】
 
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

度

4
1

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
2

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
3

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
4

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
5

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
6

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
7

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
8

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
2
学

期
選

択
必

修
既

存
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

4
9

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
２

学
期

選
択

必
修

R
6
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

5
0

学
士

全
学

部
1
年

次
2
単

位
1
学

期
選

択
必

修
R

7
年

度
2
5
 人

3
0
 人

3
0
 人

2
5
.0

%

履
修

目
標

人
数

（
※

4
）

【
目

標
】
最

終
(R

1
1
)年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に

対
す

る
外

国
人

学
生

の
履

修

割
合

（
※

5）

科
目

の
概

要
（
※

6
）

（
最

大
1
5
0
字

程
度

）
課

程
学

部
（
※

1
）

年
次

単
位

数
学

期
（
※

2
）

科
目

区
分

科
目

名
（
※

3
）

開
設

年
度

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
本

の
伝

統
文

化
を

通
じ

た
日

本
理

解
 /

U
n
de

rs
ta

n
di

n
g 

J
ap

an
 t

h
ro

u
gh

 T
ra

di
ti

o
n
al

J
ap

an
e
se

 C
u
lt
u
re

【
英

語
】

こ
の

授
業

で
は

、
日

本
の

伝
統

文
化

に
触

れ
、

現
代

日
本

社
会

の
成

り
立

ち
や

日
本

人
の

視
点

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

い
る

。
こ

の
授

業
は

英
語

で
行

わ
れ

、
外

国
人

留
学

生
と

国
内

学
生

を
対

象
と

し
て

い
る

。
留

学
生

に
は

日
本

文
化

へ
の

理
解

と
体

験
の

機
会

を
提

供
し

、
国

内
学

生
に

は
日

本
文

化
を

再
発

見
す

る
機

会
を

提
供

す
る

。

<
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

自
他

理
解

を
深

め
る

：
よ

り
良

い
対

人
関

係
の

た
め

に
 /

D
e
e
pe

n
in

g 
o
n
e
's

 u
n
de

rs
ta

n
di

n
g 

o
f 

o
n
e
se

lf
 a

n
d

o
th

e
rs

: 
F
o
r 

be
tt

e
r 

in
te

rp
e
rs

o
n
al

 r
e
la

ti
o
n
sh

ip
s）

【
英

語
】

背
景

の
異

な
る

他
者

と
の

対
話

を
通

し
て

、
自

他
理

解
を

深
め

る
。

お
互

い
を

わ
か

ろ
う

と
す

る
こ

と
で

よ
り

良
い

対
人

関
係

を
育

む
と

同
時

に
、

対
話

の
方

法
、

ス
ト

レ
ス

対
処

方
法

、
心

身
の

健
康

等
に

つ
い

て
も

共
に

考
え

る
。

<
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
本

語
と

英
語

で
読

む
日

本
文

学
 /

 R
e
ad

in
g

J
ap

an
e
se

 L
it
e
ra

tu
re

 i
n
 E

n
gl

is
h
 a

n
d 

J
ap

an
e
se

【
英

日
】

英
語

に
翻

訳
さ

れ
て

い
る

日
本

の
作

家
に

よ
る

作
品

（
小

説
、

随
筆

、
詩

）
な

ど
を

テ
ク

ス
ト

と
し

て
、

受
講

者
同

士
、

受
講

者
と

教
師

と
の

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

を
通

じ
て

考
え

て
い

く
。

異
な

る
言

語
で

の
対

話
に

積
極

的
に

関
わ

る
こ

と
を

通
じ

て
、

自
ら

の
表

現
に

も
自

覚
的

に
な

る
。

作
品

と
の

対
話

、
受

講
者

同
士

の
対

話
を

通
じ

て
、

日
本

語
で

の
表

現
に

つ
い

て
も

考
え

る
。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

留
学

生
と

作
る

フ
ッ

ト
サ

ル
チ

ー
ム

 /
 F

u
ts

al
 t

e
am

bu
ild

in
g 

w
it
h
 i
n
te

rn
at

io
n
al

 s
tu

de
n
ts

）
【
英

日
】

留
学

生
と

日
本

人
学

生
が

フ
ッ

ト
サ

ル
チ

ー
ム

を
作

り
ゲ

ー
ム

を
楽

し
む

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
そ

の
た

め
に

コ
ー

チ
ン

グ
と

チ
ー

ム
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

の
技

術
を

習
得

し
、

留
学

生
の

知
的

文
化

も
理

解
し

た
う

え
で

、
単

な
る

集
団

で
は

な
く

、
機

能
的

な
フ

ッ
ト

サ
ル

チ
ー

ム
を

作
る

こ
と

を
目

標
と

す
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

お
笑

い
を

テ
ー

マ
と

し
た

国
際

協
働

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
グ

ロ
ー

バ
ル

・
コ

ン
ピ

テ
ン

シ
ー

を
身

に
つ

け
る

 I
 /

 L
e
ar

n
in

g
J
ap

an
e
se

 C
u
lt
u
re

 t
h
ro

u
gh

 I
n
te

rc
u
lt
u
ra

l 
C

o
m

e
dy

P
ro

je
c
ts

 I
【
英

語
】

「
お

笑
い

」
を

テ
ー

マ
に

、
文

化
背

景
の

異
な

る
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

と
課

題
解

決
型

の
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

取
り

組
む

こ
と

で
、

異
文

化
理

解
力

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
、

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

、
リ

ー
ダ

シ
ッ

プ
、

自
発

性
、

企
画

力
、

創
造

力
、

行
動

力
な

ど
の

、
国

際
社

会
で

活
躍

す
る

た
め

に
必

要
な

グ
ロ

ー
バ

ル
・
コ

ン
ピ

テ
ン

シ
ー

を
身

に
つ

け
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

日
韓

比
較

か
ら

始
め

る
国

際
理

解
：
政

治
、

教
育

、
ジ

ェ
ン

ダ
ー

、
若

者
文

化
　

In
te

rn
at

io
n
al

 U
n
de

rs
ta

n
di

n
g

th
ro

u
gh

 J
ap

an
-
K

o
re

a 
C

o
m

pa
ri
so

n
: 
P

o
lit

ic
s,

E
du

c
at

io
n
, 
G

e
n
de

r,
 Y

o
u
th

 C
u
lt

u
re

【
英

日
】

日
本

と
同

じ
東

ア
ジ

ア
に

属
し

な
が

ら
、

文
化

・
社

会
構

造
に

独
自

の
特

徴
を

も
つ

韓
国

に
着

目
し

、
国

際
理

解
を

深
め

る
。

履
修

学
生

は
、

様
々

な
側

面
か

ら
日

韓
を

比
較

す
る

中
で

、
自

身
の

文
化

観
を

問
い

直
し

な
が

ら
、

諸
事

象
を

客
観

的
・
批

判
的

に
分

析
す

る
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

自
分

・
他

者
・

自
然

と
の

関
わ

り
を

深
め

る
英

語
俳

句
活

動
　

H
ai

ku
ac

ti
vi

ti
e
s 

to
 d

e
e
pe

n
 y

o
u
r 

re
la

ti
o
n
sh

ip
 w

it
h

yo
u
rs

e
lf
, 
o
th

e
rs

, 
an

d 
n
at

u
re

　
【
英

語
】

言
語

・
非

言
語

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

演
習

や
、

マ
イ

ン
ド

フ
ル

ネ
ス

の
実

践
を

通
じ

、
自

分
自

身
、

他
者

、
自

然
と

の
つ

な
が

り
を

深
め

る
。

そ
し

て
、

英
語

俳
句

の
形

で
学

び
を

仲
間

と
共

有
す

る
。

履
修

学
生

は
、

自
他

と
の

情
緒

的
な

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

図
り

、
そ

の
経

験
を

内
省

し
表

現
す

る
力

や
、

仲
間

の
思

い
や

気
づ

き
に

対
す

る
傾

聴
力

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

<
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

異
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
パ

ー
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
In

te
rc

u
lt

u
ra

l 
C

o
m

m
u
n
ic

at
io

n
 a

n
d 

P
e
rf

o
rm

an
c
e
）

【
英

語
】

異
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

研
究

の
基

本
的

概
念

を
理

解
し

、
授

業
中

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

や
グ

ル
ー

プ
ワ

ー
ク

を
通

し
て

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
複

雑
さ

・
難

し
さ

へ
の

認
識

を
深

め
る

。
受

講
生

同
士

の
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
や

、
ゲ

ス
ト
講

師
に

よ
る

演
劇

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

行
っ

た
う

え
で

、
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

創
作

課
題

を
通

し
て

異
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
体

験
す

る
。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

自
国

の
健

康
運

動
の

紹
介

と
国

際
的

健
康

運
動

ヨ
ガ

の
実

践
 /

 I
n
tr

o
du

c
ti

o
n
 t

o
 H

e
al

th
 W

o
rk

o
u
ts

 i
n
 t

h
e
ir

C
o
u
n
tr

y 
an

d 
th

e
 P

ra
c
ti
c
e
 o

f 
In

te
rn

at
io

n
al

 H
e
al

th
M

o
ve

m
e
n
t 

Y
o
ga

【
英

日
】

こ
の

授
業

で
は

国
際

的
健

康
運

動
と

し
て

知
ら

れ
る

ヨ
ガ

の
こ

こ
ろ

と
体

へ
の

軽
運

動
の

効
果

を
調

べ
る

こ
と

、
ま

た
自

国
の

健
康

運
動

の
紹

介
を

行
う

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
毎

回
の

授
業

で
「
ヨ

ガ
」
を

6
0
分

程
度

行
う

。
前

後
の

1
5
分

で
体

の
健

康
状

態
と

感
情

変
化

の
測

定
・
調

査
を

行
う

。
同

時
に

自
国

独
自

の
健

康
運

動
に

つ
い

て
も

紹
介

し
て

も
ら

う
。

＜
イ

ン
タ

ー
カ

ル
チ

ュ
ラ

ル
・
ス

タ
デ

ィ
ー

ズ
＞

言
語

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

と
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

 /
L
an

gu
ag

e
 C

o
m

m
u
n
ic

at
io

n
 a

n
d 

P
e
rf

o
rm

an
c
e
【
英

語
】

言
語

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

基
本

的
概

念
を

理
解

し
、

授
業

中
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
や

グ
ル

ー
プ

ワ
ー

ク
や

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

を
通

し
て

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
複

雑
さ

・
難

し
さ

へ
の

認
識

を
深

め
る

。
言

語
・
非

言
語

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

焦
点

を
当

て
、

異
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
際

に
起

こ
る

問
題

を
考

察
し

て
い

く
。
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（
３
－
２
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
外
科
目
】
 

 
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

1
学

士
-

1
5
人

1
5
人

1
5
人

6
0
.0

%

2
学

士
-

3
0
人

4
0
人

5
0
人

5
0
.0

%

3
学

士
-

2
0
人

2
0
人

2
0
人

6
0
.0

%

4
学

士
-

2
5
人

3
5
人

4
5
人

2
0
.0

%

5
学

士
-

5
人

1
0
人

1
5
人

6
0
.0

%

6
学

士
-

5
人

1
0
人

1
5
人

6
0
.0

%

7
学

士
-

5
人

1
0
人

1
5
人

6
0
.0

%

8
学

士
-

2
0
人

3
0
人

4
0
人

5
0
.0

%

9
学

士
-

1
0
人

1
5
人

2
0
人

5
0
.0

%

1
0

学
士

-
2
5
人

3
5
人

4
5
人

5
0
.0

%

課
程

期
間

（
※
1
）

取
組

名
（

※
2
）

参
加

目
標

人
数

（
※

3
）

【
目

標
】

最
終

(
R
1
1
)
年

度
に

お

け
る

、
履

修
目

標
人

数
に

対
す

る

外
国

人
学

生
の

履
修

割
合

（
※

4
）

取
組

の
概

要
（

※
5
）

 （
最

大
1
5
0
字

程
度

社
会

起
業

家
×

バ
ー

バ
ー

ド
ビ

ジ
ネ

ス
ス

ク
ー

ル
（
H

B
S

)×
東

北
大

学
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

H
B

S
や

関
連

す
る

機
関

と
連

携
し

震
災

復
興

と
地

域
経

済
の

活
性

化
の

未
来

を
担

う
東

北
地

方
の

社
会

起
業

家
の

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
に

、
本

学
学

生
が

国
際

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

タ
ー

と
し

て
参

画
、

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
・
国

際
共

修
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
行

う
。

仙
台

市
の

国
際

化
＆

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

・
プ

ロ
モ

ー
シ

ョ
ン

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

地
元

関
連

機
関

と
協

働
し

、
外

国
人

市
民

の
生

活
の

質
の

向
上

と
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
事

業
の

拡
大

を
狙

っ
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
外

国
人

留
学

生
と

日
本

人
学

生
が

チ
ー

ム
を

組
ん

で
実

施
。

ソ
ー

シ
ャ

ル
・
イ

ノ
ベ

ー
タ

・
ハ

ブ
（
S
IH

）
プ

ロ
グ

ラ
ム

　
S

o
c
ia

l 
In

n
o
va

to
r 

H
u
b(

S
IH

)
in

c
u
ba

ti
o
n
 p

ro
gr

am

独
立

行
政

法
人

や
地

元
自

治
体

と
連

携
し

、
途

上
国

と
日

本
の

知
恵

と
想

い
を

繋
ぐ

、
ソ

ー
シ

ャ
ル

・
イ

ン
キ

ュ
ベ

ー
シ

ョ
ン

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
実

施
。

本
学

学
生

と
開

発
途

上
国

の
学

生
が

と
も

に
学

び
、

ビ
ジ

ネ
ス

を
通

じ
て

各
国

の
社

会
課

題
解

決
を

目
指

す
「
次

世
代

の
社

会
イ

ノ
ベ

ー
タ

」
を

育
成

す
る

。

地
元

企
業

と
の

小
学

生
向

け
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

仙
台

の
自

動
車

販
売

会
社

と
留

学
生

支
援

団
体

が
協

働
で

企
画

・
運

営
す

る
異

文
化

交
流

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

。
東

北
大

学
の

留
学

生
と

国
内

学
生

が
ペ

ア
を

組
み

、
仙

台
の

小
学

生
に

外
国

文
化

を
紹

介
す

る
。

外
国

の
暮

ら
し

を
紹

介
し

た
り

ゲ
ー

ム
を

一
緒

に
楽

ん
だ

り
し

な
が

ら
交

流
を

深
め

、
仙

台
市

の
小

学
生

に
外

国
文

化
や

外
国

人
と

の
交

流
に

関
心

を
も

っ
て

も
ら

う
。

東
北

大
学

 地
域

共
創

「
学

生
×

じ
も

と
」
パ

イ
ロ

ッ
ト

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
：
商

品
開

発
と

販
売

促
進

地
域

の
企

業
と

と
も

に
商

品
開

発
お

よ
び

販
売

促
進

を
お

こ
な

う
異

文
化

協
働

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
。

留
学

生
と

東
北

大
学

T
G

L
グ

ロ
ー

バ
ル

リ
ー

ダ
ー

認
定

を
受

け
た

国
内

学
生

有
志

が
参

加
し

、
企

画
か

ら
実

践
ま

で
の

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

役
割

分
担

す
る

。
東

北
大

学
基

金
お

よ
び

広
報

室
と

学
内

連
携

し
、

国
内

外
同

窓
生

の
関

心
や

連
携

も
巻

き
込

ん
だ

循
環

・
持

続
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
へ

と
発

展
さ

せ
る

。

東
北

大
学

 地
域

共
創

「
学

生
×

じ
も

と
」
パ

イ
ロ

ッ
ト

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
：
観

光
促

進
と

地
域

振
興

地
域

の
企

業
や

地
域

振
興

団
体

と
観

光
資

源
開

発
を

お
こ

な
う

異
文

化
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
。

留
学

生
と

東
北

大
学

T
G

L
グ

ロ
ー

バ
ル

リ
ー

ダ
ー

認
定

を
受

け
た

国
内

学
生

有
志

が
参

加
し

、
企

画
か

ら
実

践
ま

で
の

プ
ロ

セ
ス

に
お

い
て

役
割

分
担

す
る

。
IC

T
を

活
用

し
た

観
光

客
の

行
動

分
析

、
地

元
住

民
の

生
活

環
境

保
全

、
お

よ
び

地
域

振
興

の
三

点
を

意
識

し
た

活
動

を
地

元
企

業
や

地
域

振
興

団
体

と
協

働
し

て
お

こ
な

う
。

東
北

大
学

基
金

お
よ

び
広

報
室

と
学

内
連

携
し

、
国

内
外

同
窓

生
の

関
心

や
連

携
も

巻
き

込
ん

だ
循

環
・
持

続
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
と

発
展

さ
せ

る
。

東
北

大
学

 地
域

共
創

「
学

生
×

じ
も

と
」
パ

イ
ロ

ッ
ト

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
：
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

防
災

促
進

地
域

の
百

貨
店

な
ど

地
元

企
業

と
と

も
に

お
こ

な
う

、
地

域
振

興
と

イ
ン

ク
ル

ー
シ

ブ
防

災
促

進
を

掛
け

合
わ

せ
た

異
文

化
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
。

留
学

生
と

東
北

大
学

T
G

L
グ

ロ
ー

バ
ル

リ
ー

ダ
ー

認
定

を
受

け
た

学
生

を
は

じ
め

と
す

る
国

内
学

生
有

志
が

参
加

し
、

企
画

か
ら

実
践

ま
で

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
い

て
役

割
分

担
す

る
。

仙
台

の
地

元
の

祭
り

な
ど

へ
の

参
画

と
と

も
に

、
外

国
人

研
究

者
・
留

学
生

、
外

国
人

観
光

客
に

と
っ

て
安

心
・
安

全
な

仙
台

市
を

目
指

し
、

国
際

的
な

視
点

で
防

災
教

育
や

防
災

イ
ベ

ン
ト

を
企

画
実

施
す

る
。

東
北

大
学

基
金

お
よ

び
広

報
室

と
も

学
内

連
携

し
、

国
内

外
同

窓
生

の
関

心
や

連
携

も
巻

き
込

ん
だ

循
環

・
持

続
型

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
と

発
展

さ
せ

る
。

グ
ロ

ー
バ

ル
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

対
話

「
越

境
す

る
リ

ー
ダ

ー
」

経
済

産
業

、
グ

ロ
ー

バ
ル

ガ
バ

ナ
ン

ス
、

最
先

端
技

術
開

発
な

ど
、

多
様

な
分

野
で

活
躍

す
る

東
北

大
学

卒
業

生
を

中
心

と
し

た
ゲ

ス
ト

ス
ピ

ー
カ

ー
と

と
も

に
お

こ
な

う
対

話
イ

ベ
ン

ト
。

留
学

生
と

T
G

L
グ

ロ
ー

バ
ル

リ
ー

ダ
ー

認
定

を
受

け
た

学
生

の
有

志
団

体
が

企
画

実
施

し
、

多
様

な
本

学
学

生
の

参
加

を
呼

び
か

け
る

。
こ

れ
か

ら
の

グ
ロ

ー
バ

ル
リ

ー
ダ

ー
に

必
要

と
な

る
「
対

話
」
の

ス
キ

ル
を

体
験

的
に

学
び

な
が

ら
、

ゲ
ス

ト
ス

ピ
ー

カ
ー

が
提

供
す

る
話

題
に

つ
い

て
、

対
話

を
通

し
た

他
者

理
解

と
自

己
理

解
を

深
め

る
。

外
国

人
留

学
と

国
内

学
生

に
よ

る
海

外
留

学
促

進
協

働
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

外
国

人
留

学
生

と
留

学
経

験
の

あ
る

国
内

学
生

が
協

働
し

、
海

外
留

学
を

検
討

し
て

い
る

国
内

学
生

に
対

し
て

留
学

生
の

出
身

国
や

出
身

大
学

、
学

業
面

に
お

け
る

情
報

を
提

供
す

る
異

文
化

交
流

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

。
国

内
学

生
が

外
国

人
留

学
生

と
の

交
流

を
通

じ
、

海
外

で
の

学
習

文
化

や
学

習
機

会
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

通
し

て
国

内
学

生
の

海
外

留
学

促
進

に
も

繋
げ

る
。

東
日

本
大

震
災

の
被

災
地

を
巡

る
フ

ィ
ー

ル
ド

ワ
ー

ク

留
学

生
と

国
内

学
生

が
東

日
本

大
震

災
で

被
害

を
受

け
た

地
域

を
訪

問
し

、
現

地
の

方
と

の
交

流
を

通
し

、
災

害
と

復
興

に
つ

い
て

共
に

学
ぶ

。
サ

ー
ビ

ス
ラ

ー
ニ

ン
グ

を
行

い
な

が
ら

、
伝

承
活

動
に

つ
い

て
も

学
び

、
未

来
に

繋
げ

、
世

界
に

発
信

す
る

た
め

の
知

識
や

情
報

の
収

集
を

行
う

。
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※申請大学：東北大学（11～20） 

 
（
３
－
２
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
外
科
目
】
 

 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

1
1

学
士

-
2
5
人

3
5
人

4
5
人

5
0
.0

%

1
2

学
士

-
5
0
人

5
0
人

5
0
人

7
0
.0

%

1
3

学
士

-
5
0
人

1
0
0
人

1
5
0
人

8
0
.0

%

1
4

学
士

-
5
0
人

1
0
0
人

1
5
0
人

8
0
.0

%

1
5

学
士

-
1
2
0
人

1
5
0
人

2
0
0
人

5
0
.0

%

1
6

学
士

-
8
0
人

1
0
0
人

1
2
0
人

2
0
.0

%

1
7

学
士

-
2
0
人

2
0
人

3
5
人

6
5
.0

%

1
8

学
士

-
4
0
人

4
0
人

5
0
人

5
0
.0

%

1
9

学
士

-
3
5
人

4
5
人

5
5
人

7
0
.0

%

2
0

学
士

-
3
0
人

3
0
人

3
0
人

5
0
.0

%

課
程

期
間

（
※

1
）

取
組

名
（

※
2
）

参
加

目
標

人
数

（
※

3
）

【
目

標
】

最
終

(
R
1
1
)
年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に
対

す
る

外
国

人
学

生
の

履
修

割
合

（
※

4
）

取
組

の
概

要
（

※
5
）

 （
最

大
1
5
0
字

程
度

東
北

の
魅

力
を

発
見

す
る

フ
ィ

ー
ル

ド
ト

リ
ッ

プ

全
国

平
均

に
比

べ
、

海
外

か
ら

の
観

光
客

の
少

な
い

東
北

地
域

の
魅

力
を

伝
え

、
イ

ン
バ

ウ
ン

ド
を

誘
致

す
る

た
め

の
検

討
を

行
う

フ
ィ

ー
ル

ド
ト

リ
ッ

プ
。

留
学

生
と

国
内

学
生

が
外

国
人

、
若

者
の

視
点

か
ら

、
観

光
資

源
を

見
つ

け
た

り
P
R

方
法

に
つ

い
て

検
討

、
提

案
を

行
う

。

新
入

留
学

生
の

た
め

の
サ

バ
イ

バ
ル

日
本

語
講

座

毎
学

期
入

学
す

る
留

学
生

が
、

早
い

段
階

か
ら

日
本

の
生

活
に

適
応

で
き

る
よ

う
、

留
学

生
と

国
内

学
生

が
共

に
参

加
す

る
サ

バ
イ

バ
ル

日
本

語
講

座
を

行
う

。
国

内
学

生
が

会
話

練
習

の
相

手
と

な
っ

た
り

、
仙

台
の

情
報

を
提

供
す

る
こ

と
で

、
留

学
生

は
生

き
た

日
本

語
学

習
が

で
き

る
だ

け
で

な
く
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

を
行

い
、

ソ
ー

シ
ャ

ル
サ

ポ
ー

ト
を

得
る

機
会

と
な

る
。

新
入

留
学

生
の

た
め

の
街

ツ
ア

ー

留
学

生
が

、
早

い
段

階
か

ら
日

本
の

生
活

に
適

応
で

き
る

よ
う

、
仙

台
の

街
を

巡
る

街
ツ

ア
ー

を
開

催
す

る
。

国
内

学
生

の
ほ

か
、

地
域

の
市

民
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
に

も
協

力
を

仰
ぐ

。
学

生
間

交
流

だ
け

で
な

く
、

世
代

間
交

流
も

行
い

、
共

に
学

び
あ

う
機

会
を

提
供

す
る

。

新
入

留
学

生
の

た
め

の
キ

ャ
ン

パ
ス

ツ
ア

ー

留
学

生
が

、
早

い
段

階
か

ら
大

学
生

活
に

適
応

で
き

る
よ

う
、

東
北

大
学

の
キ

ャ
ン

パ
ス

ツ
ア

ー
を

開
催

す
る

。
国

内
学

生
や

先
輩

留
学

生
に

キ
ャ

ン
パ

ス
を

案
内

し
て

も
ら

い
な

が
ら

、
図

書
館

や
学

習
支

援
セ

ン
タ

ー
な

ど
、

留
学

生
が

必
要

な
施

設
や

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

学
ぶ

。

受
入

れ
短

期
留

学
生

と
バ

デ
ィ

と
の

交
流

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
と

１
対

１
ま

た
は

２
対

１
な

ど
の

少
人

数
で

、
空

き
時

間
に

自
由

に
交

流
す

る
。

日
本

語
学

習
の

補
助

、
文

化
紹

介
、

質
問

・
相

談
対

応
等

に
対

応
し

な
が

ら
、

留
学

生
の

日
本

語
や

日
本

文
化

の
理

解
の

進
展

に
貢

献
し

つ
つ

、
国

内
学

生
は

支
援

を
通

じ
て

、
参

加
学

生
の

出
身

地
域

や
大

学
に

つ
い

て
の

理
解

を
深

め
た

り
、

英
語

で
の

対
話

力
を

向
上

さ
せ

、
よ

り
長

期
に

わ
た

る
国

際
交

流
活

動
に

関
心

を
持

っ
て

も
ら

う
。

受
入

れ
短

期
留

学
生

と
日

本
語

パ
ー

ト
ナ

ー
に

よ
る

日
本

語
学

習
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
の

日
本

語
授

業
に

、
東

北
大

学
の

国
内

学
生

が
参

加
し

、
日

本
語

の
学

習
を

支
援

す
る

。
日

本
語

で
の

会
話

練
習

を
通

じ
て

、
留

学
生

は
日

本
語

運
用

能
力

を
向

上
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
、

国
内

学
生

は
、

や
さ

し
い

日
本

語
を

使
っ

て
日

本
語

非
母

語
話

者
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
や

支
援

経
験

を
高

め
る

こ
と

が
で

き
る

と
と

も
に

、
自

ら
の

外
国

語
学

習
に

対
す

る
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

を
高

め
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

受
入

れ
短

期
留

学
生

と
観

光
案

内
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
と

の
交

流
に

よ
る

仙
台

地
域

の
歴

史
や

文
化

理
解

促
進

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
が

仙
台

の
歴

史
や

文
化

に
関

す
る

理
解

を
深

め
る

た
め

、
仙

台
地

域
の

英
語

に
よ

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
ガ

イ
ド

と
と

も
に

市
内

の
観

光
地

を
巡

る
。

地
域

の
人

々
と

学
生

一
緒

に
観

光
地

を
巡

り
な

が
ら

交
流

を
す

る
こ

と
で

、
学

生
は

、
仙

台
の

新
た

な
魅

力
を

発
見

で
き

、
地

域
の

方
々

は
世

界
各

国
か

ら
の

若
手

の
留

学
生

と
の

交
流

を
通

じ
て

、
世

界
各

国
の

状
況

に
つ

い
て

も
見

識
を

深
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

受
入

れ
短

期
留

学
生

と
高

校
生

と
の

交
流

を
通

じ
た

言
語

・
文

化
理

解
促

進

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
と

、
近

隣
の

高
校

に
通

う
高

校
生

と
英

語
や

日
本

語
を

用
い

て
交

流
す

る
。

留
学

生
は

、
主

と
し

て
出

身
の

地
域

や
大

学
に

つ
い

て
、

高
校

生
は

高
校

生
活

に
つ

い
て

紹
介

し
合

う
。

留
学

生
は

、
日

本
の

高
校

生
に

対
す

る
理

解
を

深
め

る
こ

と
が

で
き

、
高

校
生

は
、

国
際

交
流

に
対

す
る

関
心

や
、

英
語

学
習

へ
の

動
機

づ
け

を
高

め
る

こ
と

が
で

き
る

。

受
入

れ
短

期
留

学
生

と
の

D
E
I国

際
共

修
セ

ッ
シ

ョ
ン

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
と

東
北

大
学

生
に

よ
る

、
D

E
Iを

テ
ー

マ
と

し
た

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

中
心

多
文

化
共

修
。

東
北

大
学

の
D

E
I推

進
宣

言
と

施
策

に
つ

い
て

情
報

提
供

す
る

と
と

も
に

、
日

本
社

会
を

D
E
Iの

観
点

か
ら

見
つ

め
な

お
す

機
会

と
す

る
。

英
語

で
社

会
問

題
を

議
論

す
る

難
し

さ
が

あ
る

も
の

の
、

様
々

な
国

の
留

学
生

と
、

国
に

よ
っ

て
異

な
る

政
策

や
文

化
な

ど
を

知
り

、
社

会
の

在
り

方
に

つ
い

て
考

え
を

深
め

る
契

機
と

し
て

発
展

さ
せ

る
。

日
本

の
伝

統
文

化
や

ポ
ッ

プ
カ

ル
チ

ャ
ー

体
験

を
通

し
て

現
代

日
本

を
学

ぶ

日
本

の
伝

統
文

化
、

習
慣

、
ポ

ッ
プ

カ
ル

チ
ャ

ー
な

ど
、

留
学

生
の

興
味

に
沿

っ
た

テ
ー

マ
に

基
づ

き
、

留
学

生
と

国
内

学
生

が
体

験
学

習
を

行
う

。
留

学
生

は
日

本
文

化
に

つ
い

て
学

び
、

国
内

学
生

は
自

文
化

へ
の

気
づ

き
、

ま
た

海
外

へ
日

本
文

化
を

紹
介

で
き

る
よ

う
な

知
識

を
身

に
つ

け
る

。
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※申請大学：東北大学（21～30） 

 
（
３
－
２
)
多
文
化
共
修
科
目
一
覧
表
 
【
正
課
外
科
目
】
 

令
和

7
年

度
令

和
8
年

度
令

和
1
1
年

2
1

学
士

-
5
0
人

6
0
人

7
0
人

8
0
.0

%

2
2

学
士

-
1
0
0
人

1
0
0
人

1
0
0
人

8
0
.0

%

2
3

学
士

-
1
0
0
人

1
0
0
人

1
2
0
人

5
0
.0

%

2
4

学
士

-
2
0
人

2
5
人

3
0
人

5
0
.0

%

2
5

学
士

-
1
0
0
人

1
0
0
人

1
0
0
人

5
0
.0

%

2
6

学
士

-
2
5
0
人

3
0
0
人

4
0
0
人

5
0
.0

%

2
7

学
士

-
1
0
0
人

1
5
0
人

2
0
0
人

9
0
.0

%

2
8

学
士

-
3
0
人

5
0
人

6
0
人

7
0
.0

%

2
9

学
士

-
3
0
人

3
0
人

3
0
人

5
0
.0

%

3
0

学
士

-
5
0
人

5
0
人

5
0
人

5
0
.0

%

課
程

期
間

（
※

1
）

取
組

名
（

※
2
）

参
加

目
標

人
数

（
※

3
）

【
目

標
】

最
終

(
R
1
1
)
年

度
に

お
け

る
、

履
修

目
標

人
数

に
対

す
る

外
国

人
学

生
の

履
修

割
合

（
※

4
）

取
組

の
概

要
（

※
5
）

 （
最

大
1
5
0
字

程
度

受
入

れ
短

期
留

学
生

の
部

活
動

体
験

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
に

対
し

て
、

東
北

大
学

の
学

生
が

部
活

動
の

紹
介

を
し

な
が

ら
交

流
す

る
。

柔
道

部
、

茶
道

部
、

邦
楽

部
、

か
る

た
部

、
書

道
部

な
ど

の
日

本
文

化
活

動
を

行
う

部
活

動
を

中
心

と
し

て
実

施
す

る
。

留
学

生
は

、
参

加
を

通
じ

て
日

本
文

化
や

日
本

の
大

学
生

活
に

対
す

る
理

解
を

深
め

る
こ

と
が

で
き

、
国

内
学

生
は

、
英

語
な

ど
を

用
い

な
が

ら
日

本
文

化
を

留
学

生
に

紹
介

す
る

こ
と

を
通

じ
て

、
自

文
化

に
対

す
る

理
解

を
深

め
る

こ
と

が
で

き
る

。

受
入

れ
短

期
留

学
生

の
日

本
文

化
体

験
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

東
北

大
学

で
受

け
入

れ
て

い
る

2
〜

4
週

間
の

短
期

留
学

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

留
学

生
に

対
し

て
、

国
内

学
生

が
日

本
文

化
の

紹
介

を
す

る
。

書
道

、
花

道
、

茶
道

な
ど

の
活

動
に

加
え

、
浴

衣
の

着
付

け
、

日
本

の
伝

統
的

な
玩

具
（
け

ん
玉

、
こ

ま
、

お
手

玉
な

ど
）
で

の
活

動
な

ど
、

さ
ま

ざ
ま

な
活

動
を

国
内

学
生

が
紹

介
し

な
が

ら
、

留
学

生
と

の
学

び
合

い
を

行
う

。
将

来
的

に
は

、
国

内
学

生
が

活
動

を
主

体
的

に
担

っ
て

い
け

る
よ

う
に

発
展

さ
せ

て
い

く
。

受
入

れ
短

期
留

学
生

へ
の

す
ず

め
踊

り
教

育
体

験

正
課

科
目

「
文

化
と

社
会

の
探

求
」
を

受
講

し
た

日
本

人
と

留
学

生
の

国
際

チ
ー

ム
が

中
心

と
な

っ
て

、
様

々
な

短
期

留
学

受
入

れ
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
留

学
生

や
学

会
・
研

修
会

等
に

参
加

し
た

全
国

の
大

学
の

教
職

員
に

対
し

て
、

仙
台

す
ず

め
踊

り
を

披
露

し
た

り
、

基
本

的
な

踊
り

方
を

教
え

た
り

す
る

活
動

を
行

っ
て

い
る

。
現

在
は

依
頼

ベ
ー

ス
で

行
っ

て
い

る
た

め
、

今
後

は
よ

り
学

生
の

主
体

性
を

高
め

る
形

で
、

様
々

な
活

動
が

担
え

る
よ

う
な

取
組

へ
と

発
展

さ
せ

る
。

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

再
生

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

地
域

で
放

置
さ

れ
て

い
る

農
地

や
空

き
家

を
再

生
し

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
を

活
性

化
さ

せ
る

ア
イ

デ
ィ

ア
を

留
学

生
と

国
内

学
生

で
出

し
、

実
際

に
運

営
を

行
う

。

受
入

れ
交

換
留

学
生

と
の

研
修

旅
行

受
入

れ
交

換
留

学
生

が
国

内
学

生
と

と
も

に
、

東
北

の
自

然
・
伝

統
及

び
日

本
の

学
生

文
化

を
一

緒
に

体
験

す
る

こ
と

で
、

日
本

文
化

へ
の

造
詣

を
深

め
、

日
本

で
の

留
学

経
験

が
よ

り
実

り
あ

る
も

の
に

な
る

こ
と

を
目

指
す

。
ま

た
、

協
働

的
な

活
動

や
宿

泊
研

修
を

通
し

て
、

学
生

間
の

交
流

を
助

け
、

東
北

大
学

に
お

け
る

今
後

の
国

際
交

流
活

動
の

活
発

化
に

つ
な

げ
る

。
今

後
は

、
研

修
旅

行
の

計
画

・
運

営
に

つ
い

て
、

学
生

が
主

体
的

に
担

っ
て

い
け

る
よ

う
に

し
て

い
く
。

受
入

れ
交

換
留

学
生

に
よ

る
グ

ロ
ー

バ
ル

カ
フ

ェ

受
入

れ
交

換
留

学
生

が
講

師
と

な
っ

て
、

国
内

学
生

や
他

の
留

学
生

に
対

し
て

、
自

身
の

出
身

国
・
地

域
の

紹
介

を
言

語
、

食
と

い
っ

た
文

化
面

や
、

観
光

地
紹

介
な

ど
を

通
し

て
カ

ジ
ュ

ア
ル

に
行

う
イ

ベ
ン

ト
で

あ
る

。
国

内
学

生
の

み
な

ら
ず

、
留

学
生

同
士

に
と

っ
て

も
、

お
互

い
の

理
解

を
深

め
る

こ
と

が
で

き
る

。

受
入

れ
交

換
留

学
生

と
の

J
a
p
a
n
e
s
e

G
lo

b
a
l 
C

a
fe

国
内

学
生

が
講

師
と

な
っ

て
、

受
入

れ
交

換
留

学
生

を
中

心
に

、
日

本
で

の
滞

在
歴

が
あ

ま
り

長
く
な

い
留

学
生

や
日

本
文

化
へ

の
関

心
が

高
い

学
生

に
対

し
て

、
日

常
生

活
で

の
テ

ィ
ッ

プ
ス

や
ポ

ッ
プ

カ
ル

チ
ャ

ー
な

ど
の

文
化

紹
介

を
行

う
。

受
入

れ
交

換
留

学
生

へ
の

日
本

地
方

観
光

地
紹

介

受
入

れ
交

換
留

学
生

に
対

し
て

、
日

本
各

地
か

ら
国

内
学

生
が

集
ま

っ
て

い
る

東
北

大
学

の
特

性
を

活
か

し
て

、
日

本
の

地
方

に
つ

い
て

の
紹

介
を

し
な

が
ら

交
流

を
す

る
。

日
本

の
地

方
出

身
者

や
、

そ
の

地
域

に
関

わ
り

の
深

い
国

内
学

生
が

、
そ

の
地

域
に

つ
い

て
の

紹
介

を
行

う
こ

と
で

、
留

学
生

か
ら

は
東

北
以

外
の

地
域

に
対

す
る

理
解

を
深

め
る

と
と

も
に

興
味

を
引

き
出

す
。

受
入

れ
交

換
留

学
生

と
の

日
本

の
季

節
行

事
・
文

化
体

験

国
内

学
生

で
あ

れ
ば

一
度

は
体

験
し

た
こ

と
の

あ
る

、
日

本
の

季
節

の
行

事
や

文
化

に
つ

い
て

、
交

換
留

学
生

を
中

心
に

、
実

際
に

国
内

学
生

と
体

験
す

る
。

冬
に

は
餅

つ
き

や
年

賀
状

作
成

、
カ

ル
タ

を
行

い
、

夏
に

は
ス

イ
カ

割
り

や
手

持
ち

花
火

、
ラ

ム
ネ

な
ど

を
扱

う
。

交
換

留
学

生
と

の
仙

台
ウ

ォ
ー

ク
ラ

リ
ー

到
着

直
後

の
交

換
留

学
生

や
国

内
学

生
の

新
入

生
を

対
象

に
、

仙
台

の
文

化
や

地
理

を
学

習
・
体

感
で

き
る

イ
ベ

ン
ト

を
ウ

ォ
ー

ク
ラ

リ
ー

形
式

で
行

う
。

国
内

学
生

と
留

学
生

が
同

じ
グ

ル
ー

プ
と

な
っ

て
、

仙
台

の
各

地
を

巡
っ

て
い

く
な

か
で

、
深

い
交

流
し

お
互

い
に

理
解

を
深

め
て

い
き

、
そ

の
後

生
活

に
お

い
て

も
関

わ
り

を
持

つ
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。
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審査項目⑤ プログラム成果の先進性と普及 【１ページ以内】 

【プログラム成果の先進性とプログラムによる成果・効果】 

 自治体や企業、NPO・NGO など、社会との共創に基づき質の高い国際共修環境を整備する体制を

総合研究大学において初めて構築することにより、国立大学最大規模の国際共修環境を活かして

さらに先進的な国際教育へと発展できる。また、個々の教員の個人的な繋がりによる学外機関の参

画ではなく、組織対組織による参画を得て多様な背景を持つ者とともに学生自らが地球規模の課題

や地域の課題に積極的に関与し取り組んでいく社会共創型の国際共修を追求することにより、日本

の高等教育での国際教育の新たなモデルが提供可能となる。 

→ 多様な学生や研究者が切磋琢磨できる環境の醸成による教育研究の活性化、大学の国際化

が促進する。国際的な環境で社会とともに地球規模の課題や地域の課題に積極的に関与し取

り組むグローバルリーダーの育成が可能となる。 

→ 新たな国際教育モデルの提供に加え、本プログラムで設定する「国内外の連携共創機関数」と

「多文化共修科目数・受講者数」の増加に大きく寄与する。 

 

 海外パートナー機関との共創による授業を強力に開発・推進することで、国際共修の新たな潮流を

生み出し世界に発信できる。 

→  海外パートナー機関とのネットワーク充実により国際的ハブ機能が強化され、リソースを取り込

むことで世界の国際教育研究を先導する組織へと成長する。 

 

 組織対組織による参画を得て、日本人学生と外国人留学生自らが地球規模の課題や地域の課題

に積極的に関与し取り組んでいく社会共創型の国際共修を追求することにより、我が国の高等教育

での国際教育の新たなモデルが提供可能となる。 

→  コロナ後のグローバル社会を見据えた教育の国際化や高等教育の国際展開、本プログラムで

設定する「留学生の派遣数・受入数の拡充」「外国人留学生の国内定着率向上」に大きく寄与

する。 

 

【学術研究の先導】 

本学は既に国内を代表する国際共修の国内拠点として認知されており、グローバルラーニングセンタ

ー（GLC）を中核とする国際共修研究プロジェクトは「国際共修ルーブリックの開発と公開（2023 年度国内

初）」や「複数大学を対象とした学習効果検証」「研究大会での発表と他大学への FD 講師派遣」など、こ

の分野における学術研究を先導している。本プログラムの実施による、国内外のネットワークを基盤とした

多層的・発展的な新たなカリキュラム開発や採択校による組織的な成果の共有により、国際共修につい

ての新たな潮流を生み出し世界に発信することができる。また、海外大学とのネットワークをさらに充実さ

せ、国際的ハブ機能としてリソースを取り込むことで、世界の国際教育研究を先導する国際共修へと成長

可能となる。 
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審査項目⑥ 経費の事業内容との関係性・整合性・妥当性 【１ページ以内】 

（申請経費の内容） 

本補助金は、「社会価値創造を目指す共創型国際共修」を包括的・体系的に企画・実践する国際教育拠

点として推進する体制を整備するため、以下のとおり事業に直接必要な経費を計画的に使用する。 

物品費：多様な学生が集い切磋琢磨できるオープンでボーダレスな国際共修環境を整備するためにプロ

ジェクトとして必要となる設備備品等の取得に使用する。 

人件費：学内外の社会共創リソースの発掘と教育への展開、実務経験を活かした共創型国際共修授業

の開発・実践、FD やシンポジウムを通じた教育成果の国内外への発信等を担う教員（外国人・非常勤講

師含む）並びに専任スタッフ（コーディネータ、事務補佐員）の雇用経費に使用する。また、共創型国際

共修授業を支援するティーチング・アシスタント（TA）やアドミニストレイティブ・アシスタント（AA）に加え、

授業外で実施する学生の自主企画による国際共修イベント・海外留学への関心の掘り起こしや学生の意

欲醸成を促すイベント、留学生支援団体の企画イベント等の運営を支える AA の雇用経費に使用する。 

旅費：国内外連携機関の開拓・拡充のため、本学教員が国内外の機関を訪問のうえ、協議する際に必要

となる旅費に使用する。また、連携機関（国内外）への現地でのフィールドワークに係る引率旅費におい

ても使用する。さらに、優秀な留学生の戦略的リクルートに向けて、海外同窓会のネットワークを活⽤した

現地説明会等の海外プロモーションを実施するために必要となる旅費に使用する。 

その他：世界中から優秀な留学生を呼び込み国内への定着を促すための国際共修環境やキャリア支援

整備費（委託費、外注費）及び日本人学生を海外留学に送り出すための環境整備に必要となる経費（委

託費、外注費）として使用する。本採択事業の広報宣伝活動としても活用する。 

（他の公的資金との重複） 

本学は、2024 年度以下の事業採択を受けているが、いずれも本プログラムとは内容を異にする。 

【大学の世界展開力強化事業】 

◯2021 年度採択「アジア型デンティストリーコンソーシアムによるマルチモーダルなグローバルリーダー育

成」 

◯2022 年度採択「レジリエントな社会を創造する日英米大学の国際連携」 

◯2023 年度採択「Blended Mobility Project（BMX）で生み出す「Society5.0 人材」の育成とそのインフラ

の創出（連携大学として参画）」 

〇2023 年度採択「文理融合ヘルスケア」（補正予算事業） 

 → いずれも、事業対象国と予め指定した連携大学との学生交流に係る取組を支援するものであり、多

文化共修科目や科目群の開発・実施に係る取組を主たる支援とする本プログラムとは異なる。 

【卓越大学院プログラム】 

◯2018 年度採択「未来型医療創造卓越大学院プログラム」 

◯2018 年度採択「人工知能エレクトロニクス卓越大学院プログラム」 

◯2019 年度採択「変動地球共生学卓越大学院プログラム」 

 → 世界最高水準の教育力・研究力を結集した５年一貫の「博士課程学位プログラム」の構築に係る取

組を支援するものであり、学部レベルの多文化共修科目等の開発・実施に係る取組を主たる支援とする

本プログラムとは異なる。 

【保健医療分野における AI 研究開発加速に向けた人材養成産学協働プロジェクト】 

◯2020 年度採択「Global×Local な医療課題解決を目指した最先端 AI 研究開発」人材育成教育拠点 

医療系学部を有する⼤学を中⼼とした、保健医療分野への支援であり本プログラムとは異なる。 

【日本学生支援機構海外留学支援制度（協定派遣・協定受入）】 

→2024 年度海外留学支援制度（協定派遣・協定受入）において、本学は 32 プログラム（継続含む）が採

択されているが、本プログラムと直接関連性のあるものは採択されていない。 
 



（単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

36,215 0 36,215

10,890 0 10,890

1,500 1,500

3,000 3,000
6,390 6,390

25,325 0 25,325

505 505

16,000 16,000

900 900

900 900

600 600

5,120 5,120

300 300

500 500

500 500

9,555 0 9,555

8,250 0 8,250

5,040 5,040

1,250 1,250

760 760

1,200 1,200

1,305 0 1,305

300 300

600 600

405 405

17,050 0 17,050

1,000 1,000

750 750

300 300

6,000 6,000

2,400 2,400

6,000 6,000

600 600

37,180 0 37,180

10,900 0 10,900

3,000 3,000

500 500

1,400 1,400

4,000 4,000

2,000 2,000

200 0 200

200 200

3,500 0 3,500

2,000 2,000

1,500 1,500

300 0 300

300 300

0 0 0

22,280 0 22,280

20,000 20,000

1,000 1,000

500 500

780 780

合計 100,000 0 100,000

） （タイプ　:　Ⅰ　）

・学生自主企画課外活動プログラム経費

・広報関係経費

・専任派遣職員

令和６年度

（大学名： 東北大学

⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・キックオフシンポジウム開催費

④通信運搬費

・Wi-Fi費用

②印刷製本費

・授業周知用パンフレット等

③会議費

・シンポジウム実施経費（外注）

・オンラインビジネス日本語教育委託費

・インターンシップ企業開拓経費　　

・専用ウェブサイト制作費

・海外広報活動費（３人×４回×＠500千円）

・シンポジウム等講師旅費

［その他］

①外注費

・国際共修教材開発

・キャリア・ビジネス日本語教育アンケート調査

・国内連携機関協議旅費（５人×２回＠100千円）

・キャリア・ビジネス日本語教育開発調査旅費（３人×５回×＠50千円）

・国内講師招聘旅費（２人×＠150千円）

・国外連携機関協議旅費（３人×＠500千円×４回）

・短期海外共修プログラム引率旅費（３人×@800千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人）

・国際共修サポーター等雇用（学生AA×20人×@60千円）

②謝金

・国際共修講師謝金（10人×＠30千円）

・日本語教材開発関連謝金（２人×＠300千円）

・留学生セミナー関連謝金（@15千円×27H）

①人件費

・専任事務職員（４人×＠1,260千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人）

・ICLアカデミックラウンジ音響・映像設備

・グローバルキャリアゾーン用什器類
・国際共修授業用放射線検出器システム
②消耗品費

・事務消耗品費

［旅費］

審査項目⑥　補助期間における各経費の明細【年度ごとに1ページ】

補助金申請ができる経費は、当該事業の遂行に必要な経費であり、本プログラムの目的である大学の国際化によるソーシャルインパクト創出のための使途に限定されま
す。（令和６年度大学の国際化によるソーシャルインパクト創出支援事業公募要領参照。)

＜令和６年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費

・教育活動用消耗品

・教材開発に関する消耗品

［人件費・謝金］

・ICLアカデミックラウンジ什器類

・社会共創型国際共修授業実施・開拓用PC

・国際共修フィールドワーク用PC

・国際共修データ分析用PC

・Tier1実施用PC

・キャリア支援コーディネート用PC
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（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

3,500 0 3,500

0 0 0

3,500 0 3,500

1,500 1,500

1,000 1,000

1,000 1,000

78,100 0 78,100

67,450 0 67,450

18,000 18,000

31,500 31,500

7,200 7,200

3,750 3,750 24ｈ/週

7,000 7,000

10,650 0 10,650

750 750

5,400 5,400

4,500 4,500

5,200 0 5,200

600 600

2,000 2,000

600 600

1,000 1,000

1,000 1,000

13,200 0 13,200

7,000 0 7,000

1,500 1,500

2,000 2,000

3,500 3,500

200 0 200

200 200

0 0 0

0 0 0

0 0 0

6,000 0 6,000

3,000 3,000

2,000 2,000

1,000 1,000

合計 100,000 0 100,000

） （タイプ　:　Ⅰ　） ）

令和７年度

（大学名： 東北大学

⑥その他（諸経費）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・学生自主企画課外活動プログラム経費

・広報関係経費

④通信運搬費

⑤光熱水料

③会議費

①外注費

・国際共修教材開発、アンケート調査委託

・ビジネス日本語クラス、キャリアセミナー委託費

・インターンシップ企業開拓経費

②印刷製本費

・授業周知用パンフレット

・国内講師招聘旅費（４人×＠150千円）

・国外講師招聘旅費（２人×＠500千円）

・海外広報活動費（２人×１回＠500千円）

［その他］

・講師謝金（15人×＠50千円）

・AA経費（@1.2千円×4,500h）

・TA経費（@1.5千円×3,000h）

［旅費］

・国内連携機関協議旅費（２人×３回＠100千円）

・国外連携機関協議旅費（２人×２回＠500千円）

・特任教員（准教授・外国人含む）（２人×@9,000千円）

・事務職員（７人×＠4,500千円）

・非常勤講師（36人×＠200千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人×@3,750千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人×@7,000千円）

②謝金

②消耗品費

・事務消耗品一式

・教育活動消耗品　一式

・教材開発に関する消耗品　一式

［人件費・謝金］

①人件費

＜令和７年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費
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（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

3,500 0 3,500

0 0 0

3,500 0 3,500

1,500 1,500

1,000 1,000

1,000 1,000

78,100 0 78,100

67,450 0 67,450

18,000 18,000

31,500 31,500

7,200 7,200

3,750 3,750 24ｈ/週

7,000 7,000

10,650 0 10,650

750 750

5,400 5,400

4,500 4,500

5,200 0 5,200

600 600

2,000 2,000

600 600

1,000 1,000

1,000 1,000

13,200 0 13,200

7,000 0 7,000

1,500 1,500

2,000 2,000

3,500 3,500

200 0 200

200 200

0 0 0

0 0 0

0 0 0

6,000 0 6,000

3,000 3,000

2,000 2,000

1,000 1,000

合計 100,000 0 100,000

） （タイプ　:　Ⅰ　） ）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・学生自主企画課外活動プログラム経費

・広報関係経費

令和８年度

（大学名： 東北大学

⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）

④通信運搬費

・インターンシップ企業開拓経費

②印刷製本費

・授業周知用パンフレット

③会議費

［その他］

①外注費

・国際共修教材開発、アンケート調査委託

・ビジネス日本語クラス、キャリアセミナー委託費

［旅費］

・国内連携機関協議旅費（２人×３回＠100千円）

・国外連携機関協議旅費（２人×２回＠500千円）

・国内講師招聘旅費（４人×＠150千円）

・国外講師招聘旅費（２人×＠500千円）

・海外広報活動費（２人×１回＠500千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人×@3,750千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人×@7,000千円）

②謝金

・講師謝金（15人×＠50千円）

・AA経費（@1.2千円×4,500h）

・TA経費（@1.5千円×3,000h）

・教材開発に関する消耗品　一式

［人件費・謝金］

①人件費

・特任教員（准教授・外国人含む）（２人×@9,000千円）

・事務職員（７人×＠4,500千円）

・非常勤講師（36人×＠200千円）

②消耗品費

・事務消耗品一式

・教育活動消耗品　一式

＜令和８年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費
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（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

1,200 0 1,200

0 0 0

1,200 0 1,200

700 700

500 500

57,200 18,700 75,900

48,750 18,700 67,450

18,000 18,000

18,000 13,500 31,500

2,000 5,200 7,200

3,750 3,750 24ｈ/週

7,000 7,000

8,450 0 8,450

500 500

4,200 4,200

3,750 3,750

3,350 0 3,350

400 400

1,000 1,000

450 450

500 500

1,000 1,000

8,250 3,000 11,250

5,750 0 5,750

750 750

2,000 2,000

3,000 3,000

200 0 200

200 200

0 0 0

0 0 0

0 0 0

2,300 3,000 5,300

3,000 3,000

1,800 1,800

500 500

合計 70,000 21,700 91,700

） （タイプ　:　Ⅰ　） ）

令和９年度

（大学名： 東北大学

⑥その他（諸経費）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・学生自主企画課外活動プログラム経費

・広報関係経費

④通信運搬費

⑤光熱水料

③会議費

①外注費

・国際共修教材開発、アンケート調査委託

・ビジネス日本語クラス、キャリアセミナー委託費

・インターンシップ企業開拓経費

②印刷製本費

・授業周知用パンフレット

・国内講師招聘旅費（３人×＠150千円）

・国外講師招聘旅費（１人×＠500千円）

・海外広報活動費（２人×１回＠500千円）

［その他］

・講師謝金（10人×＠50千円）

・AA経費（@1.2千円×3,500h）

・TA経費（@1.5千円×2,500h）

［旅費］

・国内連携機関協議旅費（２人×２回＠100千円）

・国外連携機関協議旅費（１人×２回＠500千円）

・特任教員（准教授・外国人含む）（２人×@9,000千円）

・事務職員（７人×＠4,500千円）

・非常勤講師（36人×＠200千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人×@3,750千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人×@7,000千円）

②謝金

②消耗品費

・事務消耗品一式

・教育活動消耗品　一式

［人件費・謝金］

①人件費

＜令和９年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費

54



（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

400 0 400

0 0 0

400 0 400

400 400

39,350 36,550 75,900

35,250 32,200 67,450

9,000 9,000 18,000

13,500 18,000 31,500

2,000 5,200 7,200

3,750 3,750 24ｈ/週

7,000 7,000

4,100 4,350 8,450

500 500

2,100 2,100 4,200

1,500 2,250 3,750

3,350 0 3,350

400 400

1,000 1,000

450 450

500 500

1,000 1,000

6,900 3,000 9,900

4,600 0 4,600

1,800 1,800

2,800 2,800

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

2,300 3,000 5,300

3,000 3,000

1,800 1,800

500 500

合計 50,000 39,550 89,550

） （タイプ　:　Ⅰ　） ）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・学生自主企画課外活動プログラム経費

・広報関係経費

令和１０年度

（大学名： 東北大学

⑤光熱水料

⑥その他（諸経費）

④通信運搬費

②印刷製本費

③会議費

［その他］

①外注費

・ビジネス日本語クラス、キャリアセミナー委託費

・インターンシップ企業開拓経費

［旅費］

・国内連携機関協議旅費（２人×２回＠100千円）

・国外連携機関協議旅費（１人×２回＠500千円）

・国内講師招聘旅費（３人×＠150千円）

・国外講師招聘旅費（１人×＠500千円）

・海外広報活動費（２人×１回＠500千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人×@3,750千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人×@7,000千円）

②謝金

・講師謝金（10人×＠50千円）

・AA経費（@1.2千円×3,500h）

・TA経費（@1.5千円×2,500h）

［人件費・謝金］

①人件費

・特任教員（准教授・外国人含む）（２人×@9,000千円）

・事務職員（７人×＠4,500千円）

・非常勤講師（36人×＠200千円）

②消耗品費

・事務消耗品一式

＜令和１０年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費
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（前ページの続き） （単位：千円）

補助金申請額
(①)

大学負担額
(②)

プログラム
規模

（①＋②）
備考

450 0 450

0 0 0

450 0 450

450 450

26,250 49,650 75,900

24,250 43,200 67,450

9,000 9,000 18,000

4,500 27,000 31,500

7,200 7,200

3,750 3,750 24ｈ/週

7,000 7,000

2,000 6,450 8,450

500 500

1,500 2,700 4,200

3,750 3,750

0 2,150 2,150

200 200

500 500

450 450

500 500

500 500

3,300 3,000 6,300

1,500 0 1,500

1,500 1,500

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,800 3,000 4,800

3,000 3,000

1,800 1,800

合計 30,000 54,800 84,800

） （タイプ　:　Ⅰ　） ）

令和１１年度

（大学名： 東北大学

⑥その他（諸経費）

・短期海外共修フィールドワーク業務委託費

・学生自主企画課外活動プログラム経費

④通信運搬費

⑤光熱水料

③会議費

①外注費

・ビジネス日本語クラス、キャリアセミナー委託費

②印刷製本費

・国内講師招聘旅費（３人×＠150千円）

・国外講師招聘旅費（１人×＠500千円）

・海外広報活動費（１人×１回＠500千円）

［その他］

・講師謝金（10人×＠50千円）

・AA経費（@1.2千円×3,500h）

・TA経費（@1.5千円×2,500h）

［旅費］

・国内連携機関協議旅費（１人×２回＠100千円）

・国外連携機関協議旅費（１人×１回＠500千円）

・特任教員（准教授・外国人含む）（２人×@9,000千円）

・事務職員（７人×＠4,500千円）

・非常勤講師（36人×＠200千円）

・キャリア支援コーディネーター（１人×@3,750千円）

・共創型国際共修コーディネーター（１人×@7,000千円）

②謝金

②消耗品費

・事務消耗品

［人件費・謝金］

①人件費

＜令和１１年度＞　　　経　費　区　分

［物品費］

①設備備品費
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